
【少子化総合対策室関係】





１．地域子ども・子育て支援事業について

地域子ども・子育て支援事業については、市町村子ども・子育て支援事

業計画に基づいて、その体制整備・事業実施を推進いただいているところ

であるが、平成２８年度予算案においては、計画を踏まえた「量的拡充」

及び「質の向上」などを実施するための経費として、９８２億円を内閣府

において計上しているところである。

本年度の子ども・子育て支援交付金の執行状況をみると、必ずしも計画

どおりに進捗していない事業も見受けられることから、市町村におかれて

は積極的な取組をお願いしたい。また、都道府県におかれても、必要な予

算を確保いただくなど円滑な事業の実施に向けた支援をお願いしたい。

なお、地域子ども子育て支援事業の実施に要する経費に対する国の補助

については、「平成27年度子ども・子育て支援交付金の交付について」（平

成27年９月11日府子第277号）により行ってきたところであるが、本交付

要綱において定めている国庫補助基準額を下回る金額により、民間法人等

に対する補助等を行っている事例も見受けられるところである。補助額は、

事業に従事する職員の人件費をはじめとした事業の実施体制に大きく影響

を与えるものであり、加えて、地域子ども・子育て支援事業の地方負担分

については、消費税率引上げによる増収分を充当する「子ども・子育て支

援の充実」に係る分も含め、総務省において適切に地方財政措置を講じる

方針であることを確認していることから、各地方公共団体においては適切

な対応をお願いしたい。
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２．放課後児童対策について

（１）放課後子ども総合プランの推進について

放課後児童クラブの実施状況については、毎年５月１日現在の状況を

取りまとめているところであるが、平成27年においては、クラブ数、登

録児童数ともに増加し、過去最高値となった一方で、利用できなかった

児童（待機児童）数も6,996人増え、16,941人（うち小学１年生～３年

生10,700人、小学４年生～６年生6,233人）となったところである。（関

連資料１参照）

１．放課後児童クラブ数：前年比５２４か所増加

２２，０８４か所（26年） → ２２，６０８か所（27年）

２．放課後児童クラブの支援の単位数

２６，５２８支援の単位（平成27年より調査）

３．登録児童数：前年比８８，１８３人増加

９３６，４５２人（26年） → １，０２４，６３５人（27年）

４．利用できなかった児童数：前年比６，９９６人増加

９，９４５人（26年） → １６，９４１人（27年）

うち、小学１年生～３年生：前年比２，８８６人増加

７，８１４人（26年） → １０，７００人（27年）

小学４年生～６年生：前年比４，１８０人増加

２，０５３人（26年） → ６，２３３人（27年）

登録児童数及び待機児童数の増加の主な要因としては、昨年４月から、

子ども・子育て支援新制度が施行されたことに伴い、

・ その期待から、潜在ニーズが顕在化し、利用申込件数が増加した

と見込まれること、

・ 対象児童が６年生まで拡大されたことにより、４年生以上の高学

年児童の利用申込が増加して、４年生の登録児童数も対前年比

25,201人増（37.2％）と大幅に増加したが、各市町村においては、

より利用の必要度が高い低学年児童の受入れを優先させる傾向が強

いため、高学年児童の受け皿の確保が追いついていないこと、

などが考えられる。

待機児童数については、16,941人のうち小学１年生から３年生が

10,700人と半数以上を占めており、特に低学年の待機児童解消のため、

引き続き、放課後児童クラブの受け皿の量的拡充を進めていただきたい。

また、対前年比約７千人増のうち、４年生が3,330人（47.6％）と半
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数近くを占めているが、高学年児童は、自身の意志や考えで自主的に行

動できるようになり、児童館や放課後子供教室、塾や習い事など多様な

放課後の居場所の中から、実際の利用ニーズに応じて放課後児童クラブ

が選択されているという実態も踏まえて、子どもの状況や保護者のニー

ズに応じた受け皿の整備を早急に進めていただきたい。

なお、本調査結果については、昨年12月18日に放課後児童クラブの数

や登録児童数等をまず公表し、残りの項目については追って取りまとめ

て公表することとしていたが、関連資料にて、利用に係る優先的な取扱

いの状況や利用料の減免、おやつの提供などに関するデータを追加した

調査結果を掲載しているので、ご了知願いたい。（関連資料２参照）

平成26年７月には、文部科学省と共同で、共働き家庭等の「小１の壁」

を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放

課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよ

う、「放課後子ども総合プラン」を策定し、一体型を中心とした放課後

児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な整備等を進めることとしたと

ころである。（関連資料３参照）

一体型の放課後児童クラブと放課後子供教室は、同一の小学校内等で

両事業を実施することで、全ての児童の安全・安心な居場所を確保する

とともに、共働き家庭等の児童を含めた全ての児童が放課後子供教室の

活動プログラムに参加でき、多様な体験活動や地域のボランティア及び

異年齢児との交流が図られるというメリットがあることから、積極的な

取組をお願いする。

なお、一体型として実施する場合でも、両事業の機能を維持しながら、

取り組んでいただく必要があり、特に放課後児童クラブについては、児

童が安心して生活できる場としての機能を十分に担保することが重要で

あるため、市町村が条例で定める基準を満たすことが必要である。また、

放課後児童クラブのニーズがあるにも関わらず、児童が安心して生活で

きる場としての放課後児童クラブではなく、全ての児童に居場所を提供

する、いわゆる「一体化」の取組は、市町村が条例で定める基準を満た

しておらず、本来ならば、放課後児童クラブにおいて対象となる児童に

確保されるべき、日常生活に必要となる基本的な生活習慣を習得し、発

達段階に応じた主体的な遊びや生活ができる環境が確保されない恐れも

あることから、十分ご留意いただきたい。

「放課後子ども総合プラン」に掲げる目標の達成に向け、学校施設（余

裕教室等）の一層の活用を促進するため、今年度中に、文部科学省と共

同で、各自治体における、一体型及び連携型の取り組み状況や一体型実

施推進の検討状況、余裕教室等の活用状況について、調査を行う予定で

ある。
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詳細が決まり次第、追ってご連絡するので、調査へのご協力をお願い

する。

なお、放課後児童クラブの受入児童数の拡充を図り、利用できない児

童の解消を目指すに当たっては、小学校の余裕教室等、放課後児童クラ

ブの実施場所の確保について、地域の協力、理解を得ることが重要であ

り、地域ぐるみでの放課後の子ども達の安全・安心な居場所づくりを進

めていただきたい。

（２）放課後児童クラブの設備運営基準関係について

① 都道府県認定資格研修講師養成研修の実施

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」（以下「基

準」という。）第10条において、放課後児童支援員となるためには、

「都道府県知事が行う研修」（認定資格研修）を修了しなければなら

ないこととしている。

平成27年度においては、この認定資格研修の講師となる者を養成す

るため、放課後児童クラブにおいて放課後児童支援員として従事する

ために必要なアイデンティティ、役割及び育成支援の内容等の共通の

理解とそれを実践する際の基本的な考え方や心得を共通の認識として

持ち、講師としての一定の資質及び水準を確保することを目的として、

厚生労働省主催の都道府県認定資格研修講師養成研修を実施したとこ

ろであるが、平成28年度も引き続き本研修を実施することとしており、

開催時期等、詳細が決まり次第お知らせするので、昨年度同様、市町

村担当者を含め積極的な受講者の推薦をお願いしたい。

② 都道府県認定資格研修の実施

認定資格研修については、今年度より各都道府県において実施して

いただいているところであるが、本研修は、放課後児童支援員として

必要な知識及び技能を補完し、新たに策定した基準及び放課後児童ク

ラブ運営指針（以下「運営指針」という。）に基づく放課後児童支援

員としての役割及び育成支援の内容等の共通の理解を得るため、職務

を遂行する上で必要最低限の知識及び技能の習得とそれを実践する際

の基本的な考え方や心得を認識していただくことを目的として実施す

るものである。

平成27年度においては、初年度で、国からのガイドラインの発出が

遅れたこともあり、都道府県毎に委託先の選定方法や研修の実施方法

等に差異が見られ、特に、委託先に運営を任せきりにしたり、当該都

道府県外の事業者を委託先として選定し、講師も他都道府県の者が担
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当するなどの状況が見られた。

認定資格研修は、放課後児童支援員という全国共通の認定資格を付

与するための研修として位置づけられているものであるため、講義内

容や担当する講師等に関して全国共通の一定程度の質が確保されてい

ることが必要である。また、研修科目の講師要件の中には、「放課後

児童クラブにおいて、一定の知識、経験を有すると認められる放課後

児童指導員」を設けているが、当該都道府県内で長年放課後児童クラ

ブに従事してきた者が担当することで、その域内における人材育成に

も寄与することを想定しているものであるため、こうした趣旨も踏ま

えて、委託先を選定する必要がある。

このため、来年度以降の各都道府県における認定資格研修の実施方

法、実施内容等の検討に資することなどを目的に、平成28年１月26日

付け事務連絡「平成27年度放課後児童支援員認定資格研修事業に係る

実施状況調査について（依頼）」により、平成27年度における認定資

格研修の実施状況等を調査し、ご協力いただいたところである。

本調査結果については、取りまとめ次第、厚生労働省ホームページ

にて公表する予定であるので、来年度以降の認定資格研修の実施方法

等について検討する際に、ご活用いただきたい。

③ 「放課後児童クラブ運営指針解説書（仮称）」の作成について

昨年３月に策定した運営指針は、最低基準としてではなく、望まし

い方向に導いていくための全国的な標準仕様としての性格を有すると

ともに、子どもの発達過程や家庭環境なども考慮して、異なる専門性

を有して従事している放課後児童支援員等が、放課後児童クラブが果

たす役割や機能を再確認し、子どもとどのような視点で関わることが

求められるのかという共通の認識を得ていただくために策定したもの

である。

このため、運営指針の内容が広く事業者（運営主体）及び実践者に

浸透し、その趣旨が正確に理解されるように、また、運営指針の基本

的な考え方を踏まえた上で、放課後児童クラブの多様性を生かしつつ、

放課後児童クラブにおける育成支援の一定水準以上の質の確保を図る

ために、厚生労働省において、「放課後児童クラブ運営指針解説書（仮

称）」を作成することとしている。本年度から、国の調査委託事業の

中で、「放課後児童クラブ運営指針解説書」（素案）の作成に取り組

み、来年度中に、「放課後児童クラブ運営指針解説書（仮称）」をと

りまとめる予定であるため、ご了知願いたい。

なお、特に放課後児童健全育成事業の実施主体である市町村担当者

におかれては、本事業の趣旨、目的、事業内容を十分にご理解いただ
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き、子どもの生活環境の更なる向上のために考えていただく必要があ

るため、設備運営基準と合わせて、運営指針を熟読していただくこと

が求められる。このため、実践者と同じ場で運営指針の学習会を開催

するなど、双方で共通の理解を深め、放課後児童クラブの質の向上を

図るための方策についてご検討いただきたい旨、管内市町村への周知

徹底をお願いしたい。

（３）放課後児童クラブ関係・平成27年度補正予算及び平成28年度予算案

の概要について

平成28年度予算案については、「放課後子ども総合プラン」に基づく

「量的拡充」のための支援策を平成27年度に引き続き強化し、各種新規

メニューも盛り込みつつ、待機児童が多く存在する市町村の子ども・子

育て支援事業計画の前倒し実施を含め、受入児童数の更なる拡大を促し、

待機児童の解消に向けた取組のより一層の強化を図るよう、市町村への

支援の充実を図ることとしている。（関連資料４参照）

① ソフト面（運営費）について（別冊資料参照）

ア 「放課後児童クラブ設置促進事業」について

小学校の余裕教室や民家・アパート等の既存施設の改修、設備の

整備・修繕及び備品の購入を行う放課後児童クラブ設置促進事業に

ついては、事業実施の実態を踏まえ、国庫補助基準額を引き上げる

ことで、放課後児童クラブの更なる設置促進を図るものである。

イ 「移転関連費用」への補助の創設について（放課後児童クラブ運

営支援事業）

児童数の増加に伴い、実施場所を移転する際に必要となる移転費

用や原状回復に係る費用といった「移転関連費用」への補助を行う

ことにより、放課後児童クラブの量的拡充を促進し、待機児童の解

消を図るものである。

ウ 「土地借料」への補助の創設（放課後児童クラブ運営支援事業）

施設整備費の対象となる市町村、社会福祉法人、学校法人、公益

法人以外の民間団体等が学校敷地外の土地を借りて放課後児童クラ

ブを設置する際に必要な「土地借料」への補助を行うことにより、

放課後児童クラブの量的拡充を促進し、待機児童の解消を図るもの

である。

なお、本事業は、新たに放課後児童クラブを設置する年度のみ補

助対象となるものであるので、ご留意いただきたい。
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エ 「放課後児童支援員等処遇改善等事業」について

平成27年度から、常勤職員を配置するための追加費用の一部補助

に係る事業も計上し、各自治体における放課後児童クラブの「質の

向上」に資する取組をお願いしてきたが、本年度の国への協議件数

は198自治体に止まっている状況であり、昨年８月28日には、事務

連絡により、関係資料を送付するとともに、事業化に向けた積極的

な取組をお願いしたところである。（関連資料５参照）

本事業は、「小１の壁」の打破及び放課後児童クラブの質の向上

を図る上でも必要不可欠な事業であることから、平成28年度予算案

においても必要な経費を計上しており、引き続き、積極的な事業実

施にご尽力いただきたい。

② ハード面（整備費について）

平成28年度予算案においては、平成27年度に引き続き、学校の敷地

内等に整備する場合の補助基準額の増額を行うとともに、資材費、労

務費等の上昇を踏まえた補助基準額の引上げを行うほか、学校敷地外

の土地を借りて放課後児童クラブを設置する際に必要な「土地借料」

への補助を行うことにより、放課後児童クラブの量的拡充を促進し、

待機児童の解消を図ることとしている（①のウに記載した民間団体等

への支援と同様の支援を、市町村、社会福祉法人、学校法人、公益法

人に対して行うもの）。

なお、現時点の交付要綱等の案については、別冊資料を参照願いた

い。

また、全国の放課後児童クラブを実施している建物の耐震化につい

ては、「社会福祉施設等の耐震化に関するフォローアップ調査」（調

査基準日は平成25年10月１日現在）によれば、耐震化率が83.3％に留

まっている状況（参考：保育所79.4％、児童養護施設82.3％）にある

ことから、子ども・子育て支援整備交付金も積極的に活用し、利用児

童の安心・安全の確保に努めていただきたい。
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（参考）「社会福祉施設等の耐震化に関するフォローアップ調査結果」における放課後児童

クラブの耐震化の状況

S56 年以前に建築された
調査対象 S57 年以降 棟 耐 震 化 済 耐震化率
に該当し に 建 築さ の棟数
た棟数 れた棟数 耐震診断の 改 修 済、

結果、改修 改 修 中の
A B 不要とされ 棟数 B+C+D=E E/A

た棟数 C D

放課後児童 11,494 6,473 925 2,172 9,570 83.3%
クラブ数

公 立 9,480 5,167 839 2,023 8,029 84.9%

私 立 2,014 1,306 86 149 1,541 76.5%

③ 研修事業について

研修事業については、（２）の②の放課後児童支援員に係る都道府

県認定資格研修を実施するために必要な経費の補助及び放課後児童支

援員等の質の向上のための現任研修を実施するために必要な経費の補

助を引き続き計上している。

特に、放課後児童支援員等資質向上研修事業については、平成27年

３月に取りまとめられた「放課後児童クラブに従事する者の研修体系

の整理－放課後児童クラブの質の向上のための研修企画検討会まとめ

－」において、「放課後児童支援員等の資質の向上を図るためには、

個々の職員の経験年数や保有資格、スキルに応じて、（略）計画的に

育成していくシステムを構築していくことが必要」とされていること

を踏まえ、都道府県及び市町村が実施する現任の従事者向けの研修に

ついて、初任者研修（１～５年未満を目安）と中堅者研修（５年以上

を目安）を地域の実情に応じて実施するために必要な経費の補助を行

うこととしている。

④ 平成27年度補正予算について

平成27年度補正予算では、運営指針において、

・ 子どもの育成支援の目標や計画

・ 日々の子どもの状況や育成支援の内容の記録

などについて作成することを求めているが、これらの書類作成等の業

務について、ＩＣＴ化推進のためのＩＣＴ機器の導入に必要な費用の

一部を補助することにより、放課後児童クラブにおける放課後児童支

援員等の業務の円滑な遂行を図る、放課後児童クラブ環境改善整備推

-144-

H28説明－厚労省　課長会議.indd   144 2016/02/19   0:02:15



進事業を計上している。

本事業で購入等の対象となるＩＣＴ機器の内容については、以下の

ようなものを想定している。

【ＩＣＴ機器の例】

タブレット端末、パソコン、プリンタ、アクセスポイント、

ソフトウェア など

その他、事業内容等の詳細は、別冊資料を参照されたい。

なお、本経費については、国において次年度への予算の繰越手続を

行う予定であるため、市町村における予算措置は、平成28年度予算で

の対応も可とする予定である。

また、本事業に係る国庫補助金の執行に当たっては、円滑な事業実

施の観点から、都道府県に補助金の交付に関する事務の一部について

ご協力をお願いしたいと考えている。

⑤ 小規模学童保育にかかる特別交付税について

市町村が単独事業として実施している年間開所日数等が国庫補助要

件を満たさない放課後児童クラブ（小規模学童保育）については、「特

別交付税に関する省令」（昭和51年自治省令第35号）附則第５条第６

項の規定により、特別交付税の算定対象となっているところである。

昨年12月７日付けで「特別交付税に関する省令」が一部改正（同日付

けで施行）されたところであるが、平成27年度における小規模学童保

育にかかる特別交付税の算定基礎額は、昨年度と同額の児童一人当た

り55,000円とされているので、ご了知いただきたい。

なお、10人未満の放課後児童クラブについては、平成27年度から国

庫補助対象（※）としているところである。

（※）山間地、漁業集落、へき地及び離島で実施している場合や、当該放課後児童ク

ラブを実施する必要があると厚生労働大臣が認める場合を対象とする

（４）放課後児童クラブにおける安全確保について

放課後児童クラブにおける安全確保については、「放課後児童健全育

成事業（放課後児童クラブ）における事故の報告等について」（平成27

年3月27日付け育成環境課長通知）に基づき、放課後児童クラブにおい

て発生した

・ 死亡事故

・ 治療に要する期間が30日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故等（意

識不明（人工呼吸器を付ける、ＩＣＵに入る等）の事故を含み、意識

不明の事故についてはその後の経過にかかわらず、事案が生じた時点
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で報告すること。）

について報告をお願いしているところである。

また、集約した情報については、データベース化し、内閣府ＨＰ「特

定教育・保育施設等における事故情報データベース」において公表する

とともに、例年、全国児童福祉主管課長会議資料において公表してきた

前年の１月１日から12月31日までに報告のあった事故の内容の集計結果

についても、特定教育・保育施設等における事故報告集計の中で公表す

る予定としているので、ご了知願いたい。

（５）放課後児童健全育成事業の適正化について

平成26年度に会計検査院が実施した実地検査において、放課後児童健

全育成事業に係る執行について、放課後児童クラブに登録している年間

平均登録児童数の中に、休会者などの継続的に利用しているとは認めら

れない児童を含めていたことや、市町村から放課後児童健全育成事業を

委託した者において証拠書類を紛失又は廃棄していたため、支払いの事

実や内容が確認できない額が補助対象経費に含まれていたこと等による

国庫補助金の過大交付の指摘を受けた事例が見られたので、各市町村に

おいては、適正な補助金執行事務の実施についてご留意いただくととも

に、各放課後児童クラブに対する周知をお願いする。
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３．地域子育て支援拠点事業について

（１）指導者養成等研修（地域の子育て支援機能等強化事業）の実施

について

地域子育て支援拠点事業の従事者等を対象として、本年度から厚生労

働省の委託事業により「平成27年度地域の人材による子育て支援活動強

化研修」等を実施したところである。本研修は、地域で実施されている

子ども・子育てに関する先駆的・創意工夫のある取り組み等について知

識の習得、情報共有等を行い、受講者の知見や援助技術の向上を図ると

ともに、各受講者が地域の指導者的な立場に立ち、その地域の関係者や

住民等に対して、研修で得た情報や事例等を周知し、効果的な実践につ

なげていくことで、地域の子育て支援の一層の充実を図ることを目的と

して実施したものである。

平成27年度においては、全国セミナーを１か所（宮城県仙台市）で、

地方開催を２か所（愛知県名古屋市及び広島市）で開催し、拠点事業に

おいて取り組むべき４つの基本事業（①子育て親子の交流の場の提供と

交流の促進、②子育て等に関する相談、援助の実施、③地域の子育て関

連情報の提供、④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施）の再確

認や利用者支援事業の必要性や効果的な実践方法等を主な研修内容とし

て実施したところであり、参加者からは、「実践者の活動の様子を知る

ことができ、悩みや思っていることが同じなのだとわかり、安心した」、

「毎年変わる制度の概要を知るよい機会になった」等の感想が寄せられ、

一定の効果があったと考えられる。このため、平成28年度も引き続き本

研修を実施し、更なる研修内容の充実を図ることとしているので、平成

27年度同様、自治体担当者を含め積極的な受講をお願いしたい。

なお、平成28年度における本研修の開催地は今後決定することとな

るが、開催地となられた場合にはご協力をお願いしたい。

（２）整備費の拡充について

地域子育て支援拠点施設の整備に対する支援については、これまで「次

世代育成支援対策施設整備交付金」における「子育て支援のための拠点

施設」の区分の中で、公立施設に対象を限定して実施してきたところで

ある。

一億総活躍社会に向けた「新３本の矢」のうちの第２の矢「夢を紡ぐ

子育て支援」の一環として、妊娠・出産・子育てに係る不安を解消する

ため、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の仕組みを整備する

こととしており、この一環として、地域子育て支援拠点施設について、
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他の民間法人が実施できる事業と同様に、社会福祉法人、日本赤十字社、

公益社団法人、公益財団法人等について新たに整備費の対象に加えるこ

ととしたので、積極的にご活用いただくとともに、都道府県におかれて

は管内市町村に周知いただくようお願いしたい。

なお、利用者支援事業についても同様の取扱とするので、併せて、積

極的にご活用いただくとともに、管内市町村に周知いただきたい。

（３）従事者の資格要件に係る留意事項について

地域子育て支援拠点事業に従事する者の資格要件に関して、保育士等

の資格を要件として求めている事例があるとの報告がなされることがあ

る。

この従事者については、児童福祉法施行規則第１条の７第１号におい

て「子育て支援に関して意欲のある者であって、子育てに関する知識と

経験を有するもの」と定められ、実施要綱において子育て支援員研修の

受講を推奨しているところであるが、当事者性をいかした支援を行う本

事業の趣旨に鑑み、保育士等の資格を必ずしも要件として求めていない

ことから、各都道府県においても、ご留意をいただくとともに、管内市

町村等に対して改めて周知願いたい。

（４）会計検査院の実地検査における指摘事項について

会計検査院が平成26年度に実施した実地検査においては、地域子育て

支援拠点事業に係る執行について、週当たりの開設日数や専任職員の配

置状況が実施要綱等に定める要件を満たしていないこと等により、国庫

補助金等の過大交付の指摘を受けた事例が見られた。

具体的には、

・ 開設時間中は施設を常時開放しなければならないが、施設開放をし

ない電話相談等の実施日も開設日と誤認し、開設日数を満たさなかっ

た。

・ 開設時間中は専任職員を２名配置しなければならないが、保育所で

実施した拠点事業において、拠点事業に従事していた保育士が開設時

間中に保育所業務にも従事したため、拠点事業に専任しているとは言

えず、専任職員の配置の要件を満たさなかった。

等の指摘を受けたものである。

発生原因としては、自治体直営の場合は市町村において、事業や実施

要綱に対する担当者の理解が不十分であったことが考えられる。また、

補助等による民営の場合は事業実施者において、事業や実施要綱に対す

る理解が不十分であったことや事業実施者に対する市町村の指導等が不
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十分であったことが考えられる。

このため、今後は、市町村においては、担当者の事業や実施要綱に対

する理解促進に努めるとともに、民営の事業実施者の理解促進を図るた

めの説明会の開催や、報告書類等に対する審査の厳格化、現場に出向い

ての実施状況の確認を行うなど、具体的な対応をお願いしたい。

各都道府県等においても、適正な補助金執行事務の実施についてご留

意いただくとともに、管内市町村等に対して改めて周知願いたい。
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４．利用者支援事業の推進について

（１）基本型・特定型について（関連資料６参照）

利用者支援事業は、子ども、その保護者等又は妊娠している方が、そ

の選択に基づき、教育・保育・保健その他の子育て支援サービスを円滑

に利用できるよう、情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うととも

に、関係機関との連絡調整等を実施する事業である。

国としては、子育て家庭のニーズを施設・事業の利用に結び付ける上

で、市町村子ども・子育て支援事業計画と「車の両輪」となる極めて重

要な事業であると位置づけており、少子化社会対策大綱（平成27年3月2

0日閣議決定）において、平成31年度末までに1,800か所の設置を目標（母

子保健型を除く）としているが、平成26年度は323か所（基本型160か所

・特定型163か所：国庫補助対象分）の実施に止まっている状況である。

特に基本型において実施が進まない主な要因としては、従来から実施

している地域子育て支援拠点事業における相談事業との違いが分かりづ

らいとの指摘がある。この点については、地域子育て支援拠点事業も基

本型も、身近な地域にあって敷居が低く出入りしやすい施設等において

相談に応じる点では共通であるが、基本型では、単なる相談や照会に応

じるに止まらず、多種多様な課題や悩みを抱える子育て家庭にとっての

最初の窓口として、利用者の立場に立って一緒に解決方法を考え、その

個別ニーズに応じたサービス等に適切につなげていくという機能を有し

ていることが特徴である。また、子育て支援などの関係機関との連絡調

整、連携・協働の体制づくり、地域で必要な社会資源の開発等を行うと

いう機能も有していることも特徴である。

次に、基本型の利用者支援専門員として従事するには、一定の実務経

験が求められることや、子育て支援員研修の受講が要件（義務）となっ

ていることもその要因の一つであるとの指摘がある。この点については、

利用者支援専門員の職務の重要性に鑑み、一定の実務経験や基礎的な知

識及び技能の習得を前提として従事していただくことが肝要であると考

えているため、こうした要件の設定についてご理解いただくとともに、

人材確保及び人材育成にご尽力いただきたい。なお、子育て支援員研修

の受講については、一定の場合には、従事開始後の受講も可とする旨の

経過措置を設けているところである。

このような観点から、地域子育て支援拠点施設で実施する基本型は、

子どもを遊びに連れて行くのに合わせて気軽に相談できる、信頼関係の

ある拠点スタッフに相談でき安心感がある、当事者目線での幅広い子育

て相談が可能等のメリットがあると考えられる。参考資料として、地域
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子育て支援拠点施設で実施する基本型の先進事例を掲載したので、参考

としていただきつつ、積極的な事業実施に努めていただきたい。

（２）母子保健型について

母子保健型は、保健師等の専門職が全ての妊産婦等の状況を継続的

に把握し、関係機関との連携や情報の共有化を図りながら、必要に応じ

て支援プランを策定するなど、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ

目ない支援を実施することとしている。平成28年度予算案においては、

各市区町村の規模等に応じた取組が可能となるよう、これまで１市町村

当たりであった補助額を１か所当たりの補助額に変更することとしてい

るため、事業の積極的な実施をお願いする。
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５．児童厚生施設の設置運営等について

（１）児童館・児童センターの運営について（関連資料７参照）

地域における子どもたちの遊びの環境の充実と健全育成の推進を目的

として、平成23年３月に「児童館ガイドライン」を策定し、その中で、

児童館・児童センターが地域の期待に応えるための基本的事項、望まし

い方向性として具体的な活動内容を提示しているところである。

＜児童館の活動内容＞

①遊びによる子どもの育成 ②子どもの居場所の提供

③保護者の子育て支援 ④子どもが意見を述べる場の提供

⑤地域の健全育成の環境づくり ⑥ボランティアの育成と活動

⑦放課後児童クラブの実施 ⑧配慮を必要とする子どもの対応

このため、各都道府県等におかれては、本ガイドラインの趣旨を踏ま

え、常に児童館・児童センターの運営の向上に努めるとともに、遊び及

び生活を通じて子どもの発達を促し、子育て支援活動等の役割が十分に

発揮されるよう、管内市町村及び児童館関係者に対して、本ガイドライ

ンの周知を図られたい。

また、国が平成26年７月に策定した子ども・子育て支援新制度におけ

る基本的な指針（平成26年７月内閣府告示第159号）の中で、子どもの

育ちに関する理念について、「小学校就学後の学童期は、生きる力を育

むことを目指し、調和のとれた発達を図る重要な時期である。この時期

は、自立意識や他者理解等の社会性の発達が進み、心身の成長も著しい

時期である。学校教育とともに、遊戯やレクリエーションを含む、学習

や様々な体験・交流活動のための十分な機会を提供し、放課後等におけ

る子どもの健全な育成にも適切に配慮することが必要である」と記載し

ている。

子どもの健全育成を図る地域の中核的な活動拠点である児童館の取り

組みは、まさにこの理念を具現化していく場そのものであり、子ども・

子育て支援新制度と相まって地域を支えていく社会資源として、大きな

期待が寄せられているところである。

子どもの成長は、発達段階に応じて課題があり、遊びや生活の中で、

課題を体得して成長していく。遊び及び生活を通じた子どもの健全な育

成を支援していくことはこうした子どもの成長・発達を支えるものであ

り、その重要性を認識しつつ、児童館ガイドラインに沿って、虐待やい

じめの発生予防、地域の子育て支援、子どもの主体性を尊重した活動の
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支援、放課後児童クラブの実施など地域に根ざした取り組みを進め、子

どもの健全な育成を地域ぐるみで取り組む中核施設としての役割を担っ

ていただきたい。

また、特に、児童虐待の発生予防と早期発見のためには、子どもと子

育て家庭が抱えている問題について早い段階から適切に対応していくこ

とが求められる。

児童館は、日々通ってくる子どもの変化にいち早く気づく可能性もあ

り、地域の関係機関等が子どもやその家庭に関する情報の共有や役割分

担を行い、関係機関が連携して対応する要保護児童対策地域協議会への

児童館の積極的な参加をお願いする。

さらに、昨年12月18日に公表した平成27年の放課後児童クラブ実施状

況調査では、昨年４月からの子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、

対象児童が６年生まで拡大されたことにより、特に小学４年生の待機児

童数が大幅に増加したところである。高学年児童は、自身の意志や考え

で自主的に行動できるようになることから、子どもの状況や保護者のニ

ーズに応じて、放課後児童クラブに限らず、児童館でも高学年児童向け

の活動や場所を用意するなど、子どもの放課後の居場所の確保を図って

いただきたい。

なお、厚生労働省では、児童館活動の更なる活性化を図ることを目的

として、各地の児童館における地域の実情に応じた活動内容を紹介する

とともに、「児童館ガイドライン」でお示ししている上記の活動内容に

着目した児童館の実践事例を取りまとめている。詳細については、厚生

労働省ホームページに掲載しているので、ご了知いただき、以下の（２）

及び（３）の内容にも留意して、より一層の児童館活動の推進に努めて

いただきたい。

児童館実践事例集～「児童館ガイドライン」の活動内容に着目して～

（厚生労働省ホームページ）

・トップページの「分野別の政策」の“子ども・子育て”

→“子ども・子育て支援”→「施策情報」の“子育て支援”

→「放課後児童健全育成等」の“実施状況等”に掲載

（２）子ども・子育て支援新制度における児童館の活用について

① 地域子育て支援拠点事業について

地域子育て支援拠点事業については、子育て中の親子の交流促進や

育児相談等を実施し、子育ての孤立感、負担感の解消を図り、すべて
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の子育て家庭を地域で支える取り組みとして事業展開されているとこ

ろであり、子ども・子育て支援新制度においても重要な事業として位

置づけられている。平成26年度において、児童館での実施が791か所

となっており、このうち、「連携型」については、児童館等を主な実

施場所としているので、児童館を活用した積極的な事業実施に努めて

いただきたい。

② 利用者支援事業について

利用者支援事業については、子育て家庭にとって身近な場所で相談

に応じ、その個別のニーズを把握して、適切な施設や事業等を円滑に

利用できるよう支援することを内容としているところであり、地域の

子育て家庭のニーズを実際の施設や事業等の利用に結び付ける上で、

市町村子ども・子育て支援事業計画の策定と「車の両輪」ともなる極

めて重要な事業である。

本事業の実施場所は「子ども及びその保護者の身近な場所」とされ

ており、保護者等が日常的、継続的に利用できる敷居の低い場所が有

効とされているので、その実施に際しては、児童館の積極的な活用を

ご検討いただきたい。

③ ひとり親家庭の子どもの生活・学習支援事業について

昨今、特に課題となっている子どもの貧困対策について、ひとり親

家庭支援対策の推進として、平成28年度予算案において、放課後児童

クラブ等の終了後に、基本的な生活習慣の習得支援、学習支援や食事

の提供等を行い、ひとり親家庭の子どもの生活の向上を図る子どもの

生活・学習支援事業を実施することとしている。

現時点の事業概要については、資料268ページ（「２．ひとり親家

庭等への自立支援について」→「（６）子育て・生活支援について」

→「①ひとり親家庭等生活向上事業について」→「ア 子どもの生活

・学習支援事業の創設について」）に記載のとおりであるが、今後、

実施要綱等を各自治体の児童館担当にも情報提供するので、児童館で

の実施について、積極的にご検討いただきたい。

なお、児童館における取組事例を掲載しているので、参考とされた

い。（関連資料８参照）

（３）児童館等に従事する者の人材育成について

① 全国子どもの健全育成リーダー養成セミナーについて

厚生労働省では、児童館及び放課後児童クラブにおいて、社会的問

題である児童虐待の発生予防と早期発見、地域の子育て支援、子ども
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の主体性を尊重した活動の支援などの取り組みを進め、地域で子ども

の健全な育成や成長・発達を支えていくことができる人材の育成と専

門性の向上を図ることを目的として、本年２月14日（日）、15日（月）

に、地域で子どもの健全育成に携わる指導者及び実践者、行政担当者

等を対象とする「全国子どもの健全育成リーダー養成セミナー －子

どもの視点から考える地域の居場所づくり－」を開催したところであ

る。

本セミナーについては、平成28年度においても実施する予定であり、

詳細が決まり次第、追ってお知らせするので、管内市区町村を通じて、

児童館、放課後児童クラブ等に周知していただくよう、お願いする。

② 児童厚生員等研修事業について

児童館は、総合的な放課後対策として児童の健全育成上重要な役割

を担っているため、平成27年度より、都道府県及び市町村が実施主体

となって、児童館に従事する児童厚生員（児童の遊びを指導する者）

等の資質の向上を図るための研修の実施に必要な経費の補助を行って

いるところである。

しかしながら、本年度の国への協議件数は11自治体に止まっており、

すべての児童を対象とした遊び及び生活の援助と地域における子育て

支援を担う人材の育成に寄与するよう、本事業の趣旨をご理解いただ

き、積極的な事業実施にご尽力いただきたい。

（４）社会保障審議会児童部会「遊びのプログラム等に関する専門委員会」

について

昨年５月に設置した、社会保障審議会児童部会「遊びのプログラム等

に関する専門委員会」において、遊びのプログラムの全国的な普及啓発

や新たなプログラムの開発等の在り方の検討を行っている。

１月29日に開催した第４回では、検討に当たって現状を把握するた

めに実施した、『「こどもの城」が開発又は普及に携わってきた遊びの

プログラム及び地域の児童館で行われている活動プログラムの実践状況

調査』結果の分析及び評価について議論し、今般、そのとりまとめを行

ったところである。（関連資料９参照）

本調査結果の中で、特に、「児童館ガイドライン」に関する内容では、

「児童館ガイドライン」の内容に沿って運営されていると回答した児童

館が92.7％となっており、「児童館ガイドライン」が児童館の運営や活

動の向上を図る上で重要な役割を果たしていることが明らかになった。

一方で、運営されていないと回答した児童館も5.2％（138館）あり、児

童館長や職員への意識啓発及び周知徹底を図る方法などを更に検討する
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ことが必要である。

また、児童館の活動内容で、「児童館ガイドライン」に記載されてい

る活動内容の多くの項目の実施状況が９割を超えている中で、「子ども

が意見を述べる場の提供」や「ボランティアの育成と活動」がともに約

６割と低くなっており、地域によって差も生じている状況から、活動が

低調な都道府県におかれては、その要因の分析、検証に取り組み、実施

に向けてご検討いただきたい。

プログラムを実施した効果では、「こどもの城」が開発又は普及に携

わってきたプログラムについて、効果的だったプログラムがあると回答

した児童館が76.1％（2,038館）あり、プログラムの内容に関して一定

の評価が示されたところである。プログラムを効果的に実施していくに

は、児童の遊びを指導する者（児童厚生員）の専門性を高め、その役割

を明確化していくことが重要であり、都道府県等において、先に（３）

②で述べた児童厚生員等研修事業を積極的に活用いただくなど、職員の

資質の向上への積極的な取組をお願いしたい。

本専門委員会においては、今後、遊びのプログラムの改定、開発に向

けた検討を行うとともに、地域の児童館等の果たすべき機能及び役割の

検討を行っていく予定である。

また、遊びのプログラムの改定、開発に向けた検討に関連して、平成

28年度予算案において、『児童館等における「遊びのプログラム」の開

発・普及』に係る経費を計上しているが、特に発達障害など子どもの特

性を踏まえた取組を推進するプログラムなどの全国的な普及啓発を図る

ため、専門委員会において、こうしたプログラムの実践事例の把握を行

うとともに、プログラムを積極的に実践している、または実践しようと

している児童館を10か所程度選定（指定）して、モデル的にプログラム

を実践することにより、当該プログラムが子どもの成長発達段階におい

て、どのような効果をもたらすのかなどを分析し、ひいては、地域の児

童館等が果たすべき機能及び役割についての検証、検討に資する調査研

究を行うこととしているので、ご了知いただきたい。（関連資料10参照）

なお、『「こどもの城」が開発又は普及に携わってきた遊びのプログ

ラム及び地域の児童館で行われている活動プログラムの実践状況調査』

結果の分析及び評価のとりまとめ、概要版及び全体版詳細については、

下記URLに掲載されているので、ご活用いただきたい。

（参考 URL）

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/kosodate/index.html

健全育成のための活動プログラム
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（５）民営児童館に対する財政支援措置について

「民間児童館活動事業」及び「児童福祉施設併設型民間児童館事業」

に係る国庫補助金については、平成22年度税制改正による年少扶養控除

の廃止等に伴う地方増収分について、国と地方の負担調整を行った結果、

平成23年度末で一般財源化されたが、これらの事業に係る経費相当分に

ついては、基準財政需要額に算入することにより地方交付税措置を講じ

ているところであるので、各自治体におかれては、地域児童の健全育成

を図るため、引き続き、民営児童館を活用した取組の実施に努めていた

だきたい。

（６）児童館、児童センターに係る整備費への国庫補助について

児童館、児童センターに係る施設整備費への国庫補助については、平

成24年度から次世代育成支援対策施設整備交付金により実施していると

ころであるが、平成27年度の執行においては、次世代育成支援対策施設

整備計画協議要綱に基づき、

・ 創設については、放課後児童クラブを併せて実施するための整備や、

多機能化を図るための施設

・ 大規模修繕については、耐震補強など、利用児童の安全確保や健康

被害の予防に資する整備

などの事業について、同一市町村内における整備状況や建物の老朽度等

を踏まえて採択したところである。

また、全国の児童館・児童センターの建物の状況としては、「社会福

祉施設等の耐震化に関するフォローアップ調査」（調査基準日は平成25

年10月１日現在）によれば、耐震化率が80.7％に留まっていることも踏

まえ、平成28年度においても、これらの状況の改善に向けた整備などの

事業を採択することとなるので、この点を十分勘案した上で整備計画を

策定されたい。
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（参考）「社会福祉施設等の耐震化に関するフォローアップ調査結果」における児童厚生

施設の耐震化の状況

S56 年以前に建築された
調査対象 S57 年以降 棟 耐震化済 耐震化率
に該当し に建築さ の棟数
た棟数 れた棟数 耐震診断の 改修済、

結果、改修 改修中の
A B 不要とされ 棟数 B+C+D=E E/A

た棟数 C D

児童厚生施
設（児童遊 4,181 2,660 443 269 3,372 80.7%
園を除く）

公 立 4,015 2,540 439 268 3,247 80.9%

私 立 166 120 4 1 125 75.3%
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６．児童委員及び主任児童委員について

（１）円滑な児童委員・主任児童委員活動について

（関連資料11・12参照）

家庭や地域の子育て機能の低下や、児童虐待事件や少年犯罪が相次ぐ

など、子どもや家庭を取り巻く環境が複雑化・深刻化している中で、地

域の住民に最も身近な児童委員・主任児童委員に地域のこれらの問題へ

の適切な関わりが求められている。引き続き、児童委員・主任児童委員

の確保に努められたい。

また、平成26年４月の「民生委員・児童委員の活動環境の整備に向け

た検討会」の報告書の提言では、①活動への支援の充実、②力量を高め

る取組、③地方自治体等の理解の促進に向けた取組、④国民の理解の促

進に向けた取組が盛り込まれており、地方自治体等においても、民生委

員・児童委員の活動環境の整備に向けた取組にご協力をお願いしたい。

さらに、地域住民に対して、児童委員・主任児童委員制度の正しい理

解が得られるよう努めていただくとともに、児童委員・主任児童委員活

動には、日頃から地域住民の状況を適切に把握しておくことが重要であ

ることから、円滑な活動に必要な情報の提供に特段のご配慮をお願いす

る。

なお、社会・援護局地域福祉課で作成した「自治体から民生委員・児

童委員への個人情報の提供に関する事例集」（平成２４年７月作成）も

参考にされたい。

自治体から民生委員・児童委員への個人情報の提供に関する事例集

（厚生労働省ホームページ）

・トップページの「分野別の政策」の“福祉・介護”

→“生活保護・福祉一般”→「施策情報」の“民生委員”

→“民生委員に対する個人情報の提供状況等について”

に掲載

（２）関係機関との連携について

民生委員・児童委員の職務は、地域の実情の把握、地域での相談・援

助活動の他、関係行政機関（市区町村、児童相談所、学校、保健所など）

への協力が主たる業務であり、関係機関との情報の共有を含めた関係づ
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くりが必要である。

特に、市区町村の要保護児童対策地域協議会に積極的に参画すると

ともに、児童相談所や学校等の関係機関と連携を図り、地域の子どもや

その家族の実情を把握する等、ひとり親家庭・多子世帯等の自立支援や

児童虐待防止の上で大きな役割を果たすことが期待されている。研修な

どの様々な機会を通じて特段のご指導をお願いしたい。

また、児童に関する問題については、学校だけでは抱えきれない問題

が多く、学校に配置されるスクールソーシャルワーカーや養護教員と児

童委員が連携することで、効果的な支援が期待できることから、児童福

祉部局、教育委員会及び学校等の関係機関との連携を強化し、児童委員

・主任児童委員が活動しやすい環境づくりに努めていただきたい。

(３) 児童委員・主任児童委員の一斉改選について

（関連資料13参照）

児童委員・主任児童委員は、本年12月に、３年ごとの一斉改選期を迎

えるところであり、「民生委員・児童委員の選任について」（平成22年

２月23日雇児発0223第１号、社援発0223第２号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長、社会・援護局長通知）、「民生委員・児童委員の定数基準

について」（平成13年６月29日雇児発第433号、社援発第1145号厚生労

働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長通知）及び「主任児童委

員の選任について」（平成13年11月30日雇児発第762号、社援発第2115

号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長通知）により、

その準備を進めていただきたい。

また、平成26年度末では、委員定数に対する充足率が98.2％であり、

全国で4,200名余の欠員が生じており、「なり手」の確保が課題となっ

ているので、できるだけ早くから一斉改選に備えていただきたい。

（４）民生委員制度創設100周年について（関連資料14参照）

平成29年度は、民生委員制度の起源である「済世顧問制度」が発足し

てから100周年、児童委員制度が創設されてから70周年の記念すべき年

を迎える。現在、全国民生委員児童委員連合会においては、制度発足

100周年に向け、

・23万人の民生委員による全国一斉調査の実施

・今後の民生委員制度のあり方の検討

・100周年記念式典の開催

などの検討が進められている。厚生労働省としては、全国民生委員児

童委員連合会等とも連携を図りつつ、これらの取組に対して必要なバッ
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クアップを行うこととしている。各自治体におかれては、今後、地域レ

ベルでも様々な行事、取組が挙行されることが想定されるので、積極的

なご支援をお願いしたい。
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７．母親クラブ等の地域組織活動等について

母親クラブや子育てＮＰＯ等の地域組織については、地域における親子

交流・世代間交流をはじめとする子どもの健全育成の向上のための事業の

実施や子どもの事故防止等のための活動など、多様な地域子育て支援活動

を実施いただいている。

母親クラブ等の活動費の助成については、平成22年度税制改正による年

少扶養控除の廃止等に伴う地方増収分について、国と地方の負担調整を行

った結果、平成23年度末で一般財源化されたが、これらの事業に係る経費

相当分については、基準財政需要額に算入することにより地方交付税措置

を講じているところであるので、各自治体におかれては、子どもの健全育

成のため、引き続き母親クラブ等と連携し、地域組織活動の推進に努めて

いただきたい。

なお、行政が地域組織と積極的に連携し、児童の健全育成や子育て支援

に効果的に取り組んでいる例をとりまとめた「行政と地域組織の連携に

関する事例集～『地域の力を活かし、子どもたちが健やかに育つ環境づく

り』を目指して～」（平成23年10月20日雇児育発1020第１号）も参考とさ

れたい。

行政と地域組織の連携に関する事例集～『地域の力を活かし、子

もたちが健やかに育つ環境づくり』を目指して～」

（平成23年10月20日 雇児育発1020第１号）

（厚生労働省ホームページ）

・トップページ「分野別の政策」の“子ども・子育て”

→“子ども・子育て支援”→「施策情報」の“子育て支援”

→“地域組織活動”に掲載。

-162-

H28説明－厚労省　課長会議.indd   162 2016/02/19   0:02:30



８．児童福祉週間について

（１）趣旨について

子どもや家庭について社会全体で考えること、また、子どもの健やか

な成長について社会的な喚起を図ることを目的に、毎年５月５日の「こ

どもの日」から１週間を「児童福祉週間」と定めて、児童福祉の理念の

普及・啓発のための各種事業及び行事を行っている。

（２）児童福祉週間の標語について

児童福祉週間の理念を広く啓発する標語の全国募集（平成27年９月１

日～10月20日）に際しては、管内市区町村をはじめ広く周知いただく等

ご協力いただき、御礼申し上げる。当該期間中、4,751作品の応募があ

り、選考の結果、次の作品を平成28年度児童福祉週間の標語と決定した。

＜平成28年度児童福祉週間標語＞

その笑顔 未来を照らす 道しるべ

増戸 遥 さん 13歳 福島県
ま し と はるか

この標語を児童福祉週間の象徴として、広報・啓発ポスターや、厚生

労働省のホームページ等で広く周知することとしているが、貴管内市区

町村への周知及び啓発事業、行事等に幅広くご活用いただき、児童福祉

週間の趣旨等について普及をお願いしたい。

（３）児童福祉週間の事業展開について

子どもが家庭や地域で心豊かに生活できる環境づくりが重要であると

の認識の下に、児童福祉の理念の普及に努め、行政のみならず、民間企

業、団体等の一層の協力を得て、広報啓発活動を推進していくこととし

ているので、引き続き積極的な取組をお願いする。
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９．児童福祉文化財の普及について（関連資料15参照）

社会保障審議会では、児童の健やかな育成に役立てるため、優れた出版

物や演劇、ミュージカル、コンサート等の舞台芸術、映画、放送、ビデオ

等の映像・メディアについて、推薦を行っており、各自治体の児童福祉主

管部局、教育委員会等に情報提供している。

厚生労働省のホームページには最新の推薦児童福祉文化財一覧を掲載し

ているので、各自治体におかれても児童福祉文化財の普及に御協力をお願

いする。

社会保障審議会推薦児童福祉文化財一覧

（厚生労働省ホームページ）

・トップページ「分野別の政策」の“子ども・子育て”

→“子ども・子育て支援”→「施策情報」の“子育て支援”

→“児童福祉文化財”に掲載。
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10．放課後子ども総合プラン等に関する文部科学省の取組につい

て（関連資料16参照）

文部科学省では、地域の協力を得て放課後等に学習・体験活動の機会を

全ての子供たちに提供する放課後子供教室を実施している。（平成27年８

月現在、全国14,392箇所で実施されており、公立小学校における実施率は

約50％）

平成26年７月に厚生労働省と共同で策定した「放課後子ども総合プラン」

では、一体型を中心とする放課後児童クラブと放課後子供教室の計画的な

整備等のため、活動場所として、学校施設の徹底活用を目指しており、余

裕教室等の活用や、一時的な使用を推進している。

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」（平

成26年法律第76号）に基づき、教育委員会と地方公共団体の長が協議する

機関として設置された総合教育会議を活用し、総合的な放課後対策の在り

方を十分協議いただきたい。

また、一体型で放課後児童クラブと放課後子供教室を実施する場合は、

学校区毎に放課後児童クラブと放課後子供教室、学校関係者などが参画す

る協議会を設置し、情報共有を図っていただきたい。

ついては、各学校や教育委員会と放課後児童クラブが、より一層情報共

有・連携を図り、「放課後子ども総合プラン」の推進が図られるよう、福

祉部局におかれても御尽力いただきたい。
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［関連資料：少子化総合対策室］
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内

訳
は
把
握
し
て
い
な
い
。
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公
立
公
営

8,
63

1か
所

(3
8.
2%

)
公
立
民
営

9,
86

5か
所

(4
3.
6%

)

民
立
民
営

4,
11

2か
所
（
18

.2
%
）

社
会
福
祉
法
人

3,
12

4か
所
（1
3.
8％
）

N
PO
法
人

1,
16

5か
所
（
5.
2％
）

運
営
委
員
会
・
保
護
者
会

3,
55

5か
所
（1

5.
7％
）

そ
の
他

2,
02

1か
所
（8

.9
％
）

社
会
福
祉
法
人

1,
33

3か
所
（5
.9
％
）

N
PO
法
人

57
6か

所
（
2.
5％
）

運
営
委
員
会
・
保
護
者
会

1,
44

4か
所
（6

.4
％
）

そ
の
他

75
9か

所
（
3.
4％
）

公
立
公
営

7,
40

9か
所

(4
4.
4%

)
公
立
民
営

6,
80

9か
所

(4
0.
8%

)

民
立
民
営

2,
46

7か
所

（
14

.8
%
）

○
設
置
・
運
営
主
体
別
実
施
状
況

 
設
置
・
運
営
主
体
別
実
施
状
況
で
み
る
と
、
公
設
公
営

と
公
設
民
営
の
ク
ラ
ブ
が
全
体
の
約
８
２
％
を
占
め
る
。

○
待
機
児
童
数
の
学
年
別
の
状
況

 
小
学
校
１
年
生
か
ら
３
年
生
ま
で
で
全
体
の
約
６
３
％
を

占
め
る
。
ま
た
、
小
学
４
年
生
が
約
２
８
％
を
占
め
る
。

※
平
成
２
７
年
５
月
１
日
現
在
（
育
成
環
境
課
調
）
 

（
平
成
２
７
年
１
０
月
１
日
以
降
総
務
課
少
子
化
総
合
対
策
室
調
）
 

（
参
考
）
１
９
年

 

１
年
生

3,
73

0人
(2
6.
6%

)

２
年
生

2,
98

9人
(2
1.
3%

)

３
年
生

4,
93

0人
(3
5.
1%

)

４
年
生

以
上
他

2,
38

0人
(1
7.
0%

)

（
参
考
）
１
９
年

 

１
年
生

3,
33

9人
(1
9.
7%

) ２
年
生

2,
75

7人
(1
6.
3%

)

３
年
生

4,
60

4人
(2
7.
2%

)

４
年
生

4,
75

2人
(2
8.
1%

)

５
年
生

1,
11

6人
(6
.6
%
)

６
年
生

36
5人

(2
.2
%
)

そ
の
他

８
人

(0
.0
%
)

※
19
年
調
査
で
は
、
民
営
の
内
訳
は

把
握
し
て
い
な
い
。

 
※

19
年
調
査
で
は
、
４
年
生
以
上
の
内

訳
は
把
握
し
て
い
な
い
。

 

○
放
課
後
児
童
支
援
員
等
の
状
況

 

常
勤
職
員
が
全
体
の
約
２
７
％
を
占
め
る
。

①
雇
用
形
態
別
の
人
数

 
②
支
援
の
単
位
あ
た
り
の
人
数

 
５
人
以
上
配
置
し
て
い
る
と
こ
ろ
が
全
体
の
約
３
５
％
を

占
め
る
。

常
勤
職
員

30
,4
05
人

(2
6.
8%

)

非
常
勤
職
員

39
,8
02
人

(3
5.
1%

)
嘱
託
職
員

7,
47

3人
(6
.6
%
)パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト

31
,4
42
人

(2
7.
7%

)

そ
の
他

4,
19

3人
(3
.7
%
)

２
人

5,
67

9支
援
の
単

位
(2
1.
4%

)

３
人

6,
21

1支
援
の
単

位
(2
3.
4%

)
４
人

5,
36

5支
援
の
単

位
(2
0.
2%

)

５
人

9,
27

3支
援
の
単

位
(3
5.
0%

)

※
19
年
調
査
で
は
、
把
握
し
て
い
な
い
。

 
※

19
年
調
査
で
は
、
把
握
し
て
い
な
い
。

 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
現
状
②
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平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（現６年生） （現５年生） （現４年生） （現３年生） （現２年生） （現１年生） （来年１年生）

出生数
（人）

1,123,610 1,110,721 1,062,530 1,092,674 1,089,818 1,091,156 1,070,035 1,071,304 1,050,806 1,037,231

増減
（人）

▲30,245 ▲12,889 ▲48,191 30,144 ▲2,856 1,338 ▲ 21,121 1,269 ▲20,498 ▲13,575

放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ)の実施状況【概要】

１．放課後児童クラブ登録児童数等の状況 
○ 登録児童数及びクラブ数ともに年々増加傾向にあり、登録児童数は、対前年

８８，１８３人増の１，０２４，６３５人、クラブ数は、対前年５２４か所増

の２２，６０８か所となっている。

○ また、利用できなかった児童数（待機児童数）は、対前年６，９９６人増の

１６，９４１人となっている。

（参考）人口動態統計調査 

9,729

10,201 

10,994 

11,803 

12,782 

13,698 

14,457 

15,184 

15,857 15,857 
16,685 

17,583 

18,479 

19,946 

20,561 

21,085 

21,482 
22,084 

22,608 

5,851 
6,180 

9,400 
11,360 

12,189 
14,029 

13,096 
11,438 

8,021 7,408 7,521 
8,689 

9,945 

16,941 

348,543 
355,176 

392,893 

452,135 
502,041 

540,595 

593,764 

654,823 

704,982 

749,478 
794,922 

807,857 

814,439 
833,038 

851,949 
889,205 

936,452 

1,024,635 

0

100000

200000

300000

400000

500000

600000

700000

800000

900000

1000000

1100000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年

クラブ数

利用できなかった児童数（待機児童数）

登録児童数

1 2 ,0 0 0

1 4 ,0 0 0

10 ,000
8 ,0 0 0

6 ,0 0 0

16 ,000

4 ,0 0 0

2 ,0 0 0

0

［クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数の推移］

（か所） （人）

※各年５月１日現在（育成環境課調）

［クラブ数、登録児童数及び利用できなかった児童数（待機児童数）の推移］

（平成２７年１０月１日以降総務課少子化総合対策室） 
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公立公営

8,631か所
(38.2%)公立民営

9,865か所
(43.6%)

民立民営4,112か所（18.2%）

社会福祉法人 3,124か所（13.8％）
NPO法人 1,165か所（5.2％）
運営委員会・保護者会 3,555か所（15.7％）
その他 2,021か所（8.9％）

社会福祉法人 1,333か所（5.9％）
NPO法人 576か所（2.5％）
運営委員会・保護者会 1,444か所（6.4％）
その他 759か所（3.4％）

２．設置・運営主体別実施状況

○ 設置・運営主体別実施状況でみると、公立公営と公立民営のクラブが全
体の約８２％を占めている。

公立公営

8,545か所
(38.7%)公立民営

9,772か所
(44.2%)

民立民営3,767か所（17.1%）

社会福祉法人 3,097か所（14.0％）
NPO法人 1,122か所（5.1％）
運営委員会・保護者会 3,758か所（17.0％）
その他 1,795か所（8.1％）

社会福祉法人 1,105か所（5.0％）
NPO法人 490か所（2.2％）
運営委員会・保護者会 1,556か所（7.0％）
その他 616か所（2.8％）

（参考）２６年

学校

余裕教室

6,206か所
(28.1%)

学校

敷地内

5,447か所
(24.7%)

児童館

2,749か所
(12.4%)

公的施設

等

3,235か所
(14.6%)

その他

4,447か所
(20.1%)

（参考）２６年

３．設置場所の状況

○ 設置場所では、学校の余裕教室が約２９％、学校敷地内の専用施設が
約２４％と小学校内での合計が約５３％、児童館が約１２％であり、こ
れらで全体の約６５％を占めている。

学校

余裕教室

6,604か所
(29.2%)

学校

敷地内

5,407か所
(23.9%)

児童館

2,672か所
(11.8%)

公的施設

等

3,234か所
(14.3%)

その他

4,691か所
(20.8%)

9人以下
594か所（2.7%）

10～19人
2,061か所
(9.3%)

20～35人
5,873か所
(26.6%)

36～45人
5,136か所
(23.3%)

46～55人
3,496か所
(15.8%)

56～70人
3,243か所
(14.7%)

71人以上
1,681か所
(7.6%)

４．登録児童数の規模別の状況

○ 登録児童数の人数規模別でみると、４５人までの支援の単位が全体の約
７１％を占めている。

9人以下
705支援の単位
（2.7%） 10～19人

2,191支援の単位
(8.3%)

20～35人
8,791支援の単位

(33.1%)
36～45人

7,084支援の単位
(26.7%)

46～55人
3,813支援の単位

(14.4%)

56～70人
2,625支援の単位

(9.9%)

71人以上
1,319支援の単位

(5.0%)

（参考）２６年

１年生

32.8万人
(35.1%)

２年生

28.3万人
(30.2%)

３年生

20.8万人
(22.2%)

４年生

6.8万人
(7.2%)

５年生

3.1万人
(3.3%)

６年生

1.7万人
(1.8%)

その他

0.2万人
(0.2%)

○ 小学校１年生から３年生までで全体の約８５％を占めている。また、小学校４年
生が約７％から約９％と増加傾向にある。

５．学年別登録児童数の状況

（参考）２６年

１年生

34.6万人
(33.8%)

２年生

30.1万人
(29.4%)

３年生

22.6万人
(22.0%)

４年生

9.3万人
(9.1%)

５年生

3.8万人
(3.7%)

６年生

2.0万人
(1.9%)

その他

0.07万人
(0.1%)

※平成２６年は、クラブ単位の数
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※ 平成２６年は、実施規模別クラ 
ブ 

9人以下
594か所（2.7%）

10～19人
2,061か所

(9.3%)

20～35人
5,873か所

(26.6%)

36～45人
5,136か所

(23.3%)

46～55人
3,496か所

(15.8%)

56～70人
3,243か所

(14.7%)

71人以上
1,681か所

(7.6%)

４．登録児童数の規模別の状況

○ 登録児童数の人数規模別でみると、４５人までの支援の単位が全体の約
７１％を占めている。

9人以下
705支援の単位
（2.7%） 10～19人

2,191支援の単位
(8.3%)

20～35人
8,791支援の単位

(33.1%)
36～45人

7,084支援の単位
(26.7%)

46～55人
3,813支援の単位

(14.4%)

56～70人
2,625支援の単位

(9.9%)

71人以上
1,319支援の単位

(5.0%)

（参考）２６年

１年生

32.8万人
(35.1%)

２年生

28.3万人
(30.2%)

３年生

20.8万人
(22.2%)

４年生

6.8万人
(7.2%)

５年生

3.1万人
(3.3%)

６年生

1.7万人
(1.8%)

その他

0.2万人
(0.2%)

○ 小学校１年生から３年生までで全体の約８５％を占めている。また、小学校４年
生が約７％から約９％と増加傾向にある。

５．学年別登録児童数の状況

（参考）２６年

１年生

34.6万人
(33.8%)

２年生

30.1万人
(29.4%)

３年生

22.6万人
(22.0%)

４年生

9.3万人
(9.1%)

５年生

3.8万人
(3.7%)

６年生

2.0万人
(1.9%)

その他

0.07万人
(0.1%)

※平成２６年は、クラブ単位の数
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17:00まで
255か所(1.1%)

17:01～18:00
6,295か所
(27.9%)

18:01～18:30
5,291か所
(23.4%)

18:31～19:00
9,244か所
（40.9%）

19:01以降
1,515か所

(6.7%)
17:00まで

310か所(1.4%)

17:01～18:00
7,315か所
(33.1%)

18:01～18:30
5,496か所
(24.9%)

18:31～19:00
7,555か所
（34.2%）

19:01以降
1,406か所

(6.4%)

６．終了時刻の状況（平日）

○ １８時半を超えて開所しているクラブが全体の約４８％を占めている。

（参考）２６年

※平日に開所されているクラブ数
（22,600）に対する割合

小学１年生

2,620人（26.3%）

小学２年生

2,023人
(20.3%)

小学３年生

3,171人
(31.9%)

小学４年生

1,422人
(14.3%)

小学５年生

451人
(4.5%)

小学６年生

180人
(1.8%)

その他

78人
(0.8%)

７．待機児童数の学年別の状況

○ 待機児童数の学年別の状況でみると、２６年と比べて小学１年生から３
年生が２，８８６人増、小学４年生から６年生が４，１８０人増となって
いる。

小学１年生

3,339人（19.7%）

小学２年生

2,757人
(16.3%)

小学３年生

4,604人
(27.2%)

小学４年生

4,752人
(28.1%)

小学５年生

1,116人(6.6%)

小学６年生

365人(2.2%)
その他

８人(0.0%)

（参考）２６年
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＊ 各年５月１日現在の育成環境課調査　　　　　　　　
（平成27年10月１日以降総務課少子化総合対策室）

　注1:実施市町村割合は、各年の全市町村数に対する割合、実施小学校区割合は、各年の全小学校区数に対する割合である。

　注3:支援の単位数及び利用定員数は、平成27年より項目を新たに設けて調査したもの。

平成26年 平成25年 平成24年 平成23年 平成22年
22,084 21,482 21,085 20,561 19,946
602 397 524 615 1,467

936,452 889,205 851,949 833,038 814,439
47,247 37,256 18,911 18,599 6,582

1,598(91.8%) 1,595(91.6%) 1,591(91.3%) 1,574(90.7%) 1,580(90.3%) 1,608(90.3%)

[1,741] [1,742] [1,742] [1,735] [1,750]

２　設置・運営主体別クラブ数の状況
(か所)

8,631 (38.2%) 8,545 (38.7%)
9,865 (43.6%) 9,772 (44.2%)

社会福祉法人 3,124 (13.8%) 3,097 (14.0%)
民法３４条法人 819 (3.6%) 814 (3.7%)
ＮＰＯ法人 1,165 (5.2%) 1,122 (5.1%)
運営委員会・保護者会 3,555 (15.7%) 3,758 (17.0%)
任意団体 290 (1.3%) 347 (1.6%)
株式会社 525 (2.3%) － －
学校法人 172 (0.8%) － －
その他 215 (1.0%) 634 (2.9%)

4,112 (18.2%) 3,767 (17.1%)
社会福祉法人 1,333 (5.9%) 1,105 (5.0%)
民法３４条法人 87 (0.4%) 84 (0.4%)
ＮＰＯ法人 576 (2.5%) 490 (2.2%)
運営委員会・保護者会 1,444 (6.4%) 1,556 (7.0%)
任意団体 50 (0.2%) 38 (0.2%)
株式会社 115 (0.5%) － －
学校法人 186 (0.8%) － －
その他 321 (1.4%) 494 (2.2%)

22,608 (100.0%) 22,084 (100.0%)

　注３：株式会社及び学校法人は、平成27年より項目を新たに設けて調査したものであり、平成26年においては、その他に含まれる。

１　クラブ数、支援の単位数、利用定員数、登録児童数、実施市町村数及び実施小学校区数の状況

利用定員数 1,117,671人 - -

(参考)過去５年間のクラブ数、登録児童数、実施市町村数の推移

区分
クラブ数

登録児童数
実施市町村数（割合）

[全市町村数]
実施小学校区数（割合）

[全小学校区数]

　注2:全小学校区数は、文部科学省が実施する学校基本調査における公立の小学校の総数（ただし、分校及び０学級の小学
　　　校は除く）である。

▲ 173

放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ)の実施状況【詳細】

▲155小学校区（0.2ポイント）

［20,113小学校区］

[+0市町村]

86
増減

93

［▲244小学校区］

27
5

43
▲ 203
▲ 57

524

345

12

▲ 419

3
86

525
172

支援の単位数

区分 平成 ２６ 年平成 ２７ 年

クラブ数(か所)
増減

登録児童数 (人)
増減

実施市町村数（割合）
[全市町村数]

公立公営
公立民営（合計）

民立民営（合計）

［20,357小学校区］
16,496小学校区（82.0%） 16,651小学校区（81.8%）

　※平成23年の数値は、東日本大震災の影響で調査を実施できなかった岩手県、福島県の12市町村を除いて集計している。

▲ 112

区分

228

　注１：(　　)内は各年の総数に対する割合である。
計

増減平成 ２６ 年
22,084か所

平成 ２７ 年
22,608か所

1,598市町村（91.8%）
[1,741市町村]

524か所
--26,528支援の単位

1,024,635人
1,603市町村（92.1%）

[1,741市町村]

936,452人 88,183人
5市町村（0.3ポイント）

115
186

　注２：公立民営・民立民営については、その運営主体ごとの内訳である。
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３　実施場所別クラブ数の状況
(か所)

12,011 (53.1%) 11,653 (52.8%)
学校の余裕教室 6,604 (29.2%) 6,206 (28.1%)
学校敷地内専用施設 5,407 (23.9%) 5,447 (24.7%)

2,672 (11.8%) 2,749 (12.4%)
1,684 (7.4%) 1,739 (7.9%)
1,226 (5.4%) 1,223 (5.5%)
960 (4.2%) 1,021 (4.6%)

1,550 (6.9%) 1,496 (6.8%)
1,152 (5.1%) 1,076 (4.9%)
388 (1.7%) 435 (2.0%)
117 (0.5%) 129 (0.6%)
279 (1.2%) 158 (0.7%)
155 (0.7%) － －
414 (1.8%) 405 (1.8%)

22,608 (100.0%) 22,084 (100.0%)
　注1：(　　)内は各年の総数に対する割合である。

　注2：認定こども園は、平成27年より項目を新たに設けて調査したものであり、平成26年においては、その他に含まれる。

４　実施規模別支援の単位数の状況
(支援の単位)

705 (2.7%)
2,191 (8.3%)
8,791 (33.1%)
7,084 (26.7%)
3,813 (14.4%)
2,625 (9.9%)
1,319 (5.0%)

26,528 (100.0%)
　注：(　　)内は平成27年の総数に対する割合である。

【参考】実施規模別クラブ数の状況
(か所)

578 (2.6%) 594 (2.7%)
2,001 (8.9%) 2,061 (9.3%)
5,745 (25.4%) 5,873 (26.6%)
5,093 (22.5%) 5,136 (23.3%)
3,316 (14.7%) 3,496 (15.8%)
3,161 (14.0%) 3,243 (14.7%)
2,714 (12.0%) 1,681 (7.6%)

22,608 (100.0%) 22,084 (100.0%)
　注：(　　)内は各年の総数に対する割合である。

小学校

児童館･児童センター
公的施設利用
民家・アパート
保育所

認定こども園 155

524

平成 ２６ 年

3
▲ 61

幼稚園
団地集会室
商店街空き店舗

その他
計

358
増減実施場所 平成 ２７ 年

▲ 77

▲ 47

121

公有地専用施設
民有地専用施設

▲ 55

9

76

398

▲ 16

54

▲ 40

平成 ２７ 年

２０人～３５人
３６人～４５人
４６人～５５人
５６人～７０人
７１人以上

計

実施規模

７１人以上
計

９人以下
１０人～１９人
２０人～３５人
３６人～４５人
４６人～５５人
５６人～７０人

実施規模

▲ 12

1,033

９人以下
１０人～１９人

▲ 60

増減平成 ２６ 年平成 ２７ 年

▲ 43
▲ 128

▲ 180
▲ 82

524
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５　利用定員の設定規模別支援の単位数の状況
(支援の単位)

97 (0.4%)
827 (3.1%)

7,737 (29.2%)
9,922 (37.4%)
3,325 (12.5%)
3,103 (11.7%)
1,198 (4.5%)
319 (1.2%)

26,528 (100.0%)
　注：(　　)内は全支援の単位数（27年：26,528）に対する割合である。

【参考】利用定員の設定規模別クラブ数の状況
(か所)

82 (0.4%)
649 (2.9%)

4,670 (20.7%)
7,412 (32.8%)
2,884 (12.8%)
3,715 (16.4%)
2,941 (13.0%)
255 (1.1%)

22,608 (100.0%)
　注：(　　)内は全クラブ数（27年：22,608）に対する割合である。

６　学年別登録児童数の状況
(人)

346,232 (33.8%) 328,231 (35.1%)
301,006 (29.4%) 282,592 (30.2%)
225,934 (22.0%) 207,555 (22.2%)
93,003 (9.1%) 67,802 (7.2%)
37,673 (3.7%) 30,830 (3.3%)
20,039 (1.9%) 17,178 (1.8%)

748 (0.1%) 2,264 (0.2%)
1,024,635 (100.0%) 936,452 (100.0%)

７　年間開所日数別クラブ数の状況
(か所)

77 (0.3%) 25 (0.1%)
1,031 (4.6%) 903 (4.1%)
4,085 (18.1%) 3,537 (16.0%)

17,090 (75.6%) 17,279 (78.2%)
325 (1.4%) 340 (1.5%)

22,608 (100.0%) 22,084 (100.0%)
　注：(　　)内は各年の総数に対する割合である。

設定していない

９人以下

３６人～４５人
２０人～３５人

２８０日～２９９日
３００日以上

25,201
6,843
2,861

小学４年生

計

小学６年生
その他

計
　注：(　　)内は各年の総数に対する割合である。計数には、障害児数も含む。

18,379

４６人～５５人
５６人～７０人

計

小学５年生

学年
小学１年生

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年

開所日数

小学２年生
小学３年生

１９９日以下
２００日～２４９日
２５０日～２７９日

３６人～４５人
４６人～５５人

設定していない

７１人以上

計

１０人～１９人
２０人～３５人

９人以下
平成 ２７ 年

実施規模

１０人～１９人

５６人～７０人
７１人以上

実施規模

平成 ２７ 年

88,183

平成 ２６ 年

524

平成 ２７ 年

18,001

▲ 189
▲ 15

128

18,414

増減

▲ 1,516

548

52
増減
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８　平日の開所時刻の状況
(か所)

2,392 (10.6%) 2,894 (13.1%)
2,385 (10.6%) 2,235 (10.1%)
7,449 (33.0%) 7,540 (34.2%)
7,265 (32.1%) 6,757 (30.6%)
3,109 (13.8%) 2,656 (12.0%)

22,600 (100.0%) 22,082 (100.0%)
　注１：(　　)内は各年の総数に対する割合である。
　注２：[27年:22,600]、[26年:22,082]は、平日に開所しているクラブ数。

９　平日の終了時刻の状況
(か所)

255 (1.1%) 310 (1.4%)
6,295 (27.9%) 7,315 (33.1%)
5,291 (23.4%) 5,496 (24.9%)
9,244 (40.9%) 7,555 (34.2%)
1,515 (6.7%) 1,406 (6.4%)

22,600 (100.0%) 22,082 (100.0%)
　注１：(　　)内は各年の総数に対する割合である。
　注２：[27年:22,600]、[26年:22,082]は、平日に開所しているクラブ数。

10　長期休暇等の開所時刻の状況
(か所)

10 (0.0%) 9 (0.0%)
5,922 (26.3%) 4,966 (22.5%)

15,972 (71.0%) 16,134 (73.3%)
561 (2.5%) 877 (4.0%)
42 (0.2%) 39 (0.2%)

22,507 (100.0%) 22,025 (100.0%)
　注１：(　　)内は各年の総数に対する割合である。
　注２：[27年:22,507]、[26年:22,025]は、長期休暇等に開所しているクラブ数。

11　長期休暇等の終了時刻の状況
(か所)

359 (1.6%) 568 (2.6%)
6,417 (28.5%) 7,316 (33.2%)
5,230 (23.2%) 5,333 (24.2%)
9,057 (40.3%) 7,442 (33.8%)
1,444 (6.4%) 1,366 (6.2%)

22,507 (100.0%) 22,025 (100.0%)
　注１：(　　)内は各年の総数に対する割合である。
　注２：[27年:22,507]、[26年:22,025]は、長期休暇等に開所しているクラブ数。

12　長期休暇等の開所状況 
(か所)

21,264 (94.1%) 20,838 (94.4%)

1,671 (7.4%) 1,683 (7.6%)
22,298 (98.6%) 21,813 (98.8%)

　注１：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。
　注２：〔　　〕内は毎週開所以外のクラブ数であり、内数である。

終了時刻
１７：００まで

17:01 ～ 18:00
18:01 ～ 18:30

１７：００まで
17:01 ～ 18:00
18:01 ～ 18:30
18:31 ～ 19:00

〔毎週開所以外〕

日曜日

開所時刻
６：５９以前

7:00 ～ 7:59
8:00 ～ 8:59
9:00 ～ 9:59

夏休み等

計

終了時刻

計

開所時刻
１１：００以前

11:01 ～ 12:00
12:01 ～ 13:00

18:31 ～ 19:00
１９：０１以降

計

１０：００以降

１９：０１以降
計

開所状況
土曜日

13:01 ～ 14:00
１４：０１以降

▲ 12

▲ 91
150

平成 ２６ 年

平成 ２６ 年

平成 ２６ 年

〔3,619〕

▲ 899
▲ 103

増減

518

▲ 1,020
▲ 205

増減

485

▲ 162
▲ 316

1,689

956

〔381〕

増減

平成 ２７ 年 増減
426

増減

482

78
482

1,615

508

▲ 502

〔4,000〕

平成 ２７ 年

▲ 209

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年
1

平成 ２７ 年

3

平成 ２６ 年平成 ２７ 年

109

▲ 55

453
518
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13　障害児受入数別クラブ数の状況
(か所)

5,008 (41.2%) 5,294 (44.3%)
2,981 (24.5%) 3,023 (25.3%)
1,691 (13.9%) 1,539 (12.9%)
926 (7.6%) 866 (7.2%)

1,560 (12.8%) 1,229 (10.3%)
12,166 (100.0%) 11,951 (100.0%)

　注１：(　　)内は各年の総数に対する割合である。
　注２：全クラブ数に対して、障害児を受け入れているクラブの割合は、27年：53.8%、26年：54.1%である。

14　障害児受入の定員設定別クラブ数の状況
(か所)

12,166 (100.0%) 11,951 (100.0%)

　注：(　　)内は各年の総数に対する割合である。

15　障害児の学年別登録児童数の状況
(人)

7,462 (24.6%) 6,890 (24.8%)
7,928 (26.1%) 7,480 (26.9%)
6,928 (22.8%) 6,335 (22.8%)
4,007 (13.2%) 3,309 (11.9%)
2,308 (7.6%) 2,083 (7.5%)
1,634 (5.4%) 1,582 (5.7%)

85 (0.3%) 97 (0.3%)
30,352 (100.0%) 27,776 (100.0%)

　注１：(　　)内は各年の総数に対する割合である。

　注２：全登録児童数に対する障害児の登録児童数の割合は、27年：3.0%、26年：3.0%である。

16　利用できなかった児童（待機児童）のいるクラブ数の状況
(か所)

　注：利用できなかった児童数を把握しているクラブの数値である。
　　　　(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

定員無し
障害児受入の

定員有り

計

定員設定の有無
障害児受入の

利用できなかった
児童がいるクラブ数

小学１年生
小学２年生
小学３年生

小学５年生
小学６年生

その他
計

小学４年生

学年

計

４人
３人

受入数
１人
２人

(9.3%)3,017 (24.8%) 1,113

平成 ２７ 年

５人以上

9,149

215

60

▲ 286
▲ 42
152

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年

225

331

52

増減

572
平成 ２７ 年

平成 ２６ 年

▲ 1,689

増減

215

増減

平成 ２７ 年

2,576

平成 ２６ 年

(90.7%)

平成 ２６ 年

448
593

増減

698

1,904

▲ 12

(75.2%) 10,838

(10.9%)2,454 1,753 (7.9%) 701
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17　利用できなかった児童数（待機児童数）の状況
(人)

3,339 (19.7%) 2,620 (26.3%)

2,757 (16.3%) 2,023 (20.3%)

4,604 (27.2%) 3,171 (31.9%)

4,752 (28.1%) 1,422 (14.3%)

1,116 (6.6%) 451 (4.5%)

365 (2.2%) 180 (1.8%)

8 (0.0%) 78 (0.8%)

16,941 (100.0%) 9,945 (100.0%)

　注：(　　)内は各年の総数に対する割合である。[　　]内は障害児数であり、内数である。

18　新１年生の受入開始の状況
(か所)

21,688 (95.9%) 21,374 (96.8%)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

19　専用区画の有無の状況
(か所)

22,247 (98.4%) 21,532 (97.5%)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

20　児童１人当たりの専用区画面積の状況
(か所)

16,876 (74.6%) 16,186 (73.3%)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

21　クラブ内の静養スペースの状況
(か所)

14,142 (62.6%) 14,510 (65.7%)

2,493 (11.0%) － －

16,635 (73.6%) 14,510 (65.7%)

　注1：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

　注２：平成27年から、選択肢に「専用区画とは別の部屋に静養スペースを設けている」を設けて調査した。

平成 ２６ 年

小学５年生
［17］

［180］

小学６年生

専用区画に
静養スペース有り
専用区画とは別に
静養スペース有り

４月１日より受入

その他

計

［▲ 5］

専用区画有り

1.65㎡以上

小学１年生

小学２年生

小学３年生

小学４年生

［16］

［51］ ［56］

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年

6,996

平成 ２６ 年

増減

715

増減平成 ２７ 年 平成 ２６ 年

計

719

［53］

［29］

［6］

3,330
［23］
665

［10］

［36］

［▲ 7］
1,433
［14］

［27］ ［34］

［39］

増減

［16］

［1］

734

185

［52］

▲ 368

2,493

［0］ ［0］

平成 ２７ 年

▲ 70
［0］

［216］

平成 ２７ 年

平成 ２７ 年

平成 ２６ 年

690

増減

2,125

増減

314
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22　雇用形態別放課後児童支援員等の数の状況
(人)

30,405 (26.8%)
39,802 (35.1%)
7,473 (6.6%)

31,442 (27.7%)
4,193 (3.7%)

113,315 (100.0%)
　注：(　　)内は平成27年の総数に対する割合である。数値はボランティアを含めない。

23　一の支援の単位あたりの放課後児童支援員等の数の状況
(支援の単位)

0 (0.0%)
5,679 (21.4%)
6,211 (23.4%)
5,365 (20.2%)
9,273 (35.0%)

26,528 (100.0%)
　注：(　　)内は平成27年の総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤や非常勤等を区別しない。

（参考）　1クラブあたりの放課後児童指導員数の状況
(か所)

1,006 (4.6%)
4,160 (18.8%)
4,617 (20.9%)
4,193 (19.0%)
8,108 (36.7%)

22,084 (100.0%)
　注：(　　)内は平成26年の総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤や非常勤等を区別しない。

24　登録児童数が20人未満のクラブにおける放課後児童支援員等の兼務の状況
(か数)

431 (16.7%)

　注：(　　)内は登録児童数が20人未満の放課後児童クラブ数(27年:2,579)に対する割合である。

２人
３人

計

平成 ２７ 年

計

常勤職員

平成 ２６ 年

２人
３人
４人

５人以上

非常勤職員
嘱託職員

パート・アルバイト
その他

４人
５人以上

計

１人

１人
平成 ２７ 年

平成 ２７ 年

放課後児童支援員等が兼務
しているクラブ
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25　放課後児童支援員等の資格の状況
(人)

21,833 (27.3%)
481 (0.6%)

24,314 (30.4%)
22,999 (28.8%)
1,106 (1.4%)

74 (0.1%)
54 (0.1%)
29 (0.1%)

9,056 (11.3%)
79,946 (100.0%)

（参考）放課後児童指導員の資格の状況
(人)

28,086 (29.8%)
19,254 (20.4%)
22,373 (23.7%)
2,849 (3.0%)

21,731 (23.0%)
94,293 (100.0%)

基準第１０条第３項九号

その他３８条
資格なし

基準第１０条第３項一号
平成 ２７ 年

平成 ２６ 年

計
注１：(　　)内は26年の総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤・非常勤を区別しない。
　　　また、１人の指導員に対し、１つの資格を計上。
注２：「その他３８条」は「保育士・幼稚園教諭」、「幼稚園以外の教諭」、「児童福祉経験有り」以外で児童福祉施設の設備
　　　及び運営に関する基準第３８条第２項に該当する者。

保育士・幼稚園教諭
幼稚園以外の教諭
児童福祉経験有り

基準第１０条第３項八号

基準第１０条第３項六号
基準第１０条第３項七号

計

基準第１０条第３項二号
基準第１０条第３項三号
基準第１０条第３項四号
基準第１０条第３項五号

注2：基準第１０条第３項
　　一　保育士の資格を有する者
　　二　社会福祉士の資格を有する者
　　三　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による
　　　　 中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第九十条第二項の規定により大学への入学を認められた者
　　　　 若しくは通常の課程による十二年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了し
　　　　 た者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第九号において「高等学校卒業者等」とい
          う。）であって、二年以上児童福祉事業に従事したもの
　　四　学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の教諭となる資格を有する者
　　五　学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学を含む。）において、社会福祉学、心
　　　　 理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者
　　六　学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又
　　　　 はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第百二条第二項の規定により大学院への入
　　　　 学が認められた者
　　七　学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻する研究
　　　　 科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者
　　八　外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する
　　　　 課程を修めて卒業した者
　　九　高等学校卒業者等であり、かつ、二年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した者であって、市区町村長が
         適当と認めたもの

注1：(　　)内は27年の総数に対する割合である。数値はボランティアを含めず、常勤・非常勤等を区別しない。
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26　放課後子供教室との連携の状況
(か所)

3,609 (30.0%)
学校の余裕教室 2,002 (16.7%)

学校敷地内専用施設 1,607 (13.4%)
　注１：「放課後子供教室」とは、文部科学省が実施する、放課後等に全ての児童を対象として学習や体験・交流活動などを行う事業。

　注３：「うち同一小学校内で実施」における(　　)内は、学校内で実施するクラブ数(27年：12,011)に対する割合である。

（参考）小学校内で実施する放課後児童クラブのうち、同一小学校内に放課後子供教室があるか所数
(か所)

2,368 (20.3%)
2,024 (17.4%)
4,392 (37.7%)

　注：(　　)内は学校内で実施するクラブ数(26年：11,653)に対する割合である。

27　放課後児童健全育成事業の設備及び運営についての基準条例の制定状況
(市町村数)

1,618 (92.9%)
15 (0.9%)

108 (6.2%)
1,741 (100.0%)

　注：(　　)内は全市町村数(27年:1,741)に対する割合である。

28　基準条例に基づく運営内容の点検・確認の状況
(市町村数)

1,384 (79.5%)

　注：(　　)内は全市町村数(27年:1,741)に対する割合である。

29　市町村における運営指針（ガイドライン）の策定状況
(市町村数)

275 (15.8%)

346 (19.9%)

960 (55.1%)

160 (9.2%)

1,741 (100.0%)
　注：(　　)内は全市町村数(27年:1,741)に対する割合である。

【参考】放課後児童クラブガイドラインの市町村における策定状況
(市町村数)

219 (13.7%)

534 (33.4%)

741 (46.4%)

104 (6.5%)

1,598 (100.0%)
  注：(　　)内はクラブ実施市町村数(26年：1,598)に対する割合である。

制定していない

平成 ２７ 年

うち同一小学校内で実施

実施状況 平成 ２７ 年

(44.9%)

　注２：「同一小学校区内で放課後子供教室を実施」、「うち放課後子供教室の活動プログラムに参加している」における、(　　)内は全
　　　　クラブ数（27年：22,608）に対する割合である。

うち放課後子供教室の
活動プログラムに

参加している
(27.6%)6,233

同一小学校区内で
放課後子供教室を実施

10,143

学校敷地内専用施設
計

平成 ２６ 年実施場所
学校の余裕教室

計

平成 ２７ 年
制定済み

条例案を検討中

平成 ２６ 年

策定済み

都道府県の運営指針を活用

計

対応無し

策定済み

国の運営指針を活用

都道府県のガイドラインを活用

国のガイドラインを活用

対応無し

計

平成 ２７ 年

点検・確認有り
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30　運営指針に基づく運営内容の点検・確認の状況
(市町村数)

1,211 (69.6%)

　注：(　　)内は全市町村数(27年:1,741)に対する割合である。

【参考】放課後児童クラブガイドラインに基づく運営内容の点検・確認状況
(市町村数)

1,269 (79.4%)

  注：(　　)内はクラブ実施市町村数(26年：1,598)に対する割合である。

31　利用に係る優先的な取扱いの状況
(市町村数)

690 (43.0%)

497 (31.0%) ［72.0%］
246 (15.3%) ［35.7%］

120 (7.5%) ［17.4%］

295 (18.4%) ［42.8%］

274 (17.1%) ［39.7%］

486 (30.3%) ［70.4%］

86 (5.4%) ［12.5%］

189 (11.8%) ［27.4%］

135 (8.4%) ［19.6%］
　注：(　　)内はクラブ実施市町村数(27年:1,603)に対する割合、［　　］内は利用に係る優先的な取扱いを行っている市町村数

（27年：690）に対する割合である。

32　利用料の減免の状況
(市町村数)

1,320 (82.3%)

1,097 (68.4%)

804 (50.2%) ［73.3%］
394 (24.6%) ［35.9%］

119 (7.4%) ［10.8%］

257 (16.0%) ［23.4%］

352 (22.0%) ［32.1%］
520 (32.4%) ［47.4%］
374 (23.3%) ［34.1%］

　注：(　　)内はクラブ実施市町村数(27年:1,603)に対する割合、［　　］内は利用料の減免を行っている市町村数（27年：1,097）に対する
割合である。

兄弟姉妹について同一の放
課後児童クラブの利用を希望

する場合

その他市町村が定める場合

利用料の徴収を行っている

利用料の減免を行っている

利用料減免の対象

生活保護受給世帯
市町村民税非課税世帯

所得税非課税・市町村民税
課税世帯

就学援助受給世帯

ひとり親世帯

その他市町村が定める事由

平成 ２７ 年

主として生計を維持する者の
失業により就労の必要性が高

い場合

低学年の児童など、発達の程
度の観点から配慮が必要と

考えられる児童

平成 ２７ 年

虐待又はＤＶの恐れがあるこ
とに該当する場合など、社会

的養護が必要な場合

生活保護世帯

利用に係る優先的な取扱い
を行っている

子どもが障害を有する場合

利用に係る優先的な取扱い
の対象

ひとり親家庭

平成 ２６ 年

兄弟姉妹利用世帯

点検・確認有り

育児休業を終了した場合

平成 ２７ 年

点検・確認有り

平成 ２７ 年

平成 ２７ 年
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33　おやつの提供の状況
(か所)

20,425 (90.3%)
2,183 (9.7%)

22,608 (100.0%)

0 ［0.0%］
30 ［0.1%］
99 ［0.5%］
85 ［0.4%］

1,680 ［8.2%］
7,366 ［36.1%］
6,782 ［33.2%］
3,618 ［17.7%］
520 ［2.5%］
245 ［1.2%］

20,425 ［100.0%］
　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合、［　　］内はおやつの提供有りのクラブ数（27年：20,425）に対する割合である。

34　保護者との連携の状況
(か所)

22,476 (99.4%) 21,972 (99.5%)

22,516 (99.6%) － －

22,408 (99.1%) 21,729 (98.4%)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

35　育成支援の記録の状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

36　利用の開始等の情報提供の状況
(か所)

22,070 (97.6%)

20,518 (90.8%)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

平成 ２７ 年

平成 ２７ 年

おやつの提供無し

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年 増減

子どもの出欠席等の把握 504

保護者からの相談への対応

保護者との連絡

計

平成 ２７ 年

育成支援の内容を
記録している

18,807 (83.2%)

おやつの提供時刻
13：00以前

13:00 ～ 13:30
13:31 ～ 14:00
14:01 ～ 14:30
14:31 ～ 15:00
15:01 ～ 15:30
15:31 ～ 16:00

計

平成 ２７ 年
利用の開始等に関する情報

提供を実施している
保護者及び地域社会に対す
る情報提供を実施している

－

679

おやつの提供有り

16:01 ～ 16:30
16:31 ～ 17:00

17:00以降

-16-

-184-

H28説明－厚労省　課長会議.indd   184 2016/02/19   0:02:38



37　運営規程の状況
(か所)

21,123 (93.4%)

1,485 (6.6%)

22,608 (100.0%)

20,989 (92.8%) ［99.4%］

19,834 (87.7%) ［93.9%］

20,985 (92.8%) ［99.3%］

20,649 (91.3%) ［97.8%］

18,700 (82.7%) ［88.5%］

19,914 (88.1%) ［94.3%］

20,074 (88.8%) ［95.0%］

19,591 (86.7%) ［92.7%］

19,321 (85.5%) ［91.5%］

17,675 (78.2%) ［83.7%］

8,478 (37.5%) ［40.1%］

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合、［　　］内は運営規程を定めているクラブ数（27年：21,123）に対する割合である。

38　職員、財産、収支及び利用者の処遇状況を明らかにする帳簿の整備状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

39　放課後児童支援員等を対象とした健康診断の実施状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

40　労災保険等への加入状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

虐待の防止のための措置に
関する事項

その他事業の運営に関する
重要事項

運営規程を定めている

平成 ２７ 年

運営規程を定めていない

事業の目的及び運営の方針

運営規程に定めている事項 平成 ２７ 年

職員の職種、員数及び職務
の内容

開所している日及び時間

支援の内容及び該当支援の
提供につき利用者の保護者

が支払うべき額

利用定員

通常の事業の実施地域

事業の利用に当たっての留
意事項

緊急時等における対応方法

非常災害対策

平成 ２７ 年

帳簿を整備している 21,607 (95.6%)

健康診断を実施している 18,295 (80.9%)

平成 ２７ 年

平成 ２７ 年

労災保険等への加入などを
行っている

21,102 (93.3%)

計
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41　適正な会計管理及び情報公開の状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

42　学校との連携状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

43　保育所、幼稚園等との連携状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

44　地域、関係機関との連携状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

45　衛生管理・安全対策の状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

平成 ２７ 年

保護者や地域社会に対して
情報公開を行っている

17,458 (77.2%)

定期的な検査や決算報告を
行っている

21,614 (95.6%)

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年 増減

学校との情報交換を
行っている

22,303 (98.7%) 21,730 (98.4%) 573

増減

14,780 (66.9%) ▲ 1,512

遊びと生活の場を広げるため
に学校施設を利用できるよう
学校との連携を図っている

16,769 (74.2%)

平成 ２７ 年 平成 ２6 年 増減

14,980 (67.8%) 1,789

－ －

－ －

15,081 (68.3%)

20,133 (91.2%)

保育所、幼稚園等との連携を
図っている

13,268 (58.7%)

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年

地域組織や関係機関等との
情報交換、相互交流を実施

している
15,448 (68.3%)

医療・保健・福祉等機関と連
携している

14,985 (66.3%)

地域住民と連携した子どもの
安全を確保する取組を実施し

ている
11,544 (51.1%)

来所・帰宅時の安全確保を
行っている

18,174 (80.4%)

平成 ２６ 年 増減

衛生管理・感染症対応を行っ
ている

20,471 (90.5%) 338

457

1,176

2,031

19,912 (88.1%)

21,543 (95.3%) 21,086 (95.5%)

18,736 (84.8%)

事故・ケガ防止と対応を行っ
ている

16,143 (73.1%)

平成 ２７ 年

－

－

▲ 96

防災・防犯対策を行っている
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46　職場倫理の自覚の状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

47　要望・苦情への対応状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

48　事業内容の向上を目指す職員集団の形成の状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

49　研修受講機会の提供状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608、26年:22,084)に対する割合である。

50　運営内容の定期的な自己評価の実施状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

【参考】事業内容の定期的な自己点検の実施状況
(か所)

19,267 (87.2%)

　注：(　　)内は全クラブ数(26年:22,084)に対する割合である。

51　運営内容の第三者評価の実施状況
(か所)

　注：(　　)内は全クラブ数(27年:22,608)に対する割合である。

すべての放課後児童支援員
等が職場倫理を自覚して職
務に当たるよう組織的に取り

組んでいる

21,405 (94.7%)

平成 ２７ 年

18,064 (81.8%) 1,210

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年 増減

要望・苦情受付窓口を設置
し、周知を図っている

20,061 (88.7%) 19,386 (87.8%) 675

自己点検の実施有り

(86.3%)

平成 ２７ 年

19,107 (86.5%)

平成 ２６ 年

403
障害児受入のための研修を

実施している
19,510

評価を行う際に、子どもや保
護者の意見を取り入れている

8,703

自己評価の実施有り 10,851

平成 ２７ 年

第三者評価の実施有り 5,426 (24.0%)

21,584 (97.7%)

－ －

(38.5%)

－

(48.0%)

資質向上のための研修を実
施している

22,002 (97.3%)

職場内での教育訓練(OJT)を
実施している

17,213 (76.1%)

418

職員集団を形成している 19,816 (87.7%)

平成 ２７ 年 平成 ２６ 年 増減

苦情解決体制を整備し、迅
速かつ適切な対応を図ってい

る
19,274 (85.3%)

平成 ２７ 年
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〔調査概要〕 （参考資料１）

１　調査の目的

２　調査の対象

　　　全国の市町村(１，７４１市町村)

３　調査の期日

　　　平成２７年５月１日現在

４　主な調査事項

５　調査の方法

　　　厚生労働省があらかじめ定めた調査票により各市町村が記入

６　調査の集計

　　　集計は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局において行った。

（参考）放課後児童健全育成事業

　　この調査は、全国の放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ)の実施状況を把握し、児童の健全育成の推進

　のための基礎資料を得ることを目的として、毎年実施している。

　　　　共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで

　　　放課後に適切な遊び、生活の場を与えてその健全育成を図る事業

　　　（平成９年の児童福祉法改正により法定化＜児童福祉法第６条の３第２項＞）

　　　児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業(放課後児童クラブ)の実施か所数、登録児

　　童数、実施場所別クラブ数、実施規模別クラブ数、年間開所日数別クラブ数、利用できなかった児童数（待機

　　児童数）等

-20-

-188-

H28説明－厚労省　課長会議.indd   188 2016/02/19   0:02:39



（参考資料２）

○ 平成２７年４月に施行された子ども・子育て支援新制度においては、放課後児童クラブ

も、子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業（１３事業）の１つに位

置づけられており、事業主からの拠出金財源や消費税財源を活用して、質・量ともに充実

を図っていくこととしている。

○ 子ども・子育て支援新制度における放課後児童クラブに関する主な改正事項は以下のと

おりである。

○ 平成２６年７月に文部科学省と共同で策定した「放課後子ども総合プラン」に基づき、

平成３１年度までに約３０万人分を新たに整備することとしている。

○共働き家庭等の「小 の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、
多様な体験・活動を行うことができるよう、一体型を中心とした放課後児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な整備等を進める

「放課後子ども総合プラン」の全体像

○平成 年度末までに
■放課後児童クラブについて、約 万
人分を新たに整備
（約 万人⇒約 万人）
・新規開設分の約 ％を小学校内で実施
■全小学校区（約２万か所）で一体的
に又は連携して実施し、うち１万か
所以上を一体型で実施
（約 か所⇒１万か所以上）を目指す
※小学校外の既存の放課後児童クラブについても、
ニーズに応じ、余裕教室等を活用
※放課後子供教室の充実（約 万カ所⇒約 万カ所）

年度末までに年度末までに年度末までに
国全体の目標

○国は「放課後子ども総合プラン」に基
づく取組等について次世代育成支援
対策推進法に定める行動計画策定指
針に記載

○市町村及び都道府県は、行動計画策定
指針に即し、市町村行動計画及び都
道府県行動計画に、
・平成 年度に達成されるべき一体型の
目標事業量
・小学校の余裕教室の活用に関する具体
的な方策
などを記載し、計画的に整備
※行動計画は、子ども・子育て支援事業計画と
一体のものとして策定も可

○学校施設の活用に当たっての責任体制の明確化
・実施主体である市町村教育委員会又は福祉部局等に管理運営の責任の所在を明確化
・事故が起きた場合の対応等の取決め等について協定を締結するなどの工夫が必要

国
全
体
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
の
具
体
的
な
推
進
方
策

学校施設の活用に当たっての学校施設の活用に当たっての責任体制の明確化学校施設の活用に当たっての責任体制の明確化
学校施設を徹底活用した実施促進

○余裕教室の徹底活用等に向けた検討
・既に活用されている余裕教室を含め、運営委員会等において活用の可否を十分協議

○放課後等における学校施設の一時的な利用の促進
・学校の特別教室などを学校教育の目的には使用していない放課後等の時間帯に活用するな
ど、一時的な利用を積極的に促進

一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施

○一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の考え方
・全ての児童の安全・安心な居場所を確保するため、同一の小学校内等で両事業を実施し、共
働き家庭等の児童を含めた全ての児童が放課後子供教室の活動プログラムに参加できるもの

 全ての児童が一緒に学習や体験活動を行うことができる共通のプログラムの充実
 活動プログラムの企画段階から両事業の従事者・参画者が連携して取り組むことが重要
 実施に当たっては、特別な支援を必要とする児童や特に配慮を必要とする児童にも十分留意
 放課後児童クラブについては、生活の場としての機能を十分に担保することが重要である
ため、市町村が条例で定める基準を満たすことが必要

○放課後児童クラブ及び放課後子供教室が小学校外で実施する場合も両事業を連携
・学校施設を活用してもなお地域に利用ニーズがある場合には、希望する幼稚園など
の社会資源の活用も検討

・現に公民館、児童館等で実施している場合は、引き続き当該施設での実施は可能一体のものとして策定も可

市町村及び都道府県の体制等

○市町村には「運営委員会」、都道府県には「推進委員会」を設置し、教育委員会と福祉部局の連携を強化
○「総合教育会議」を活用し、首長と教育委員会が、学校施設の積極的な活用など、総合的な放課後対策の在り方について十分協議

※国は「放課後子ども総合プラン」に基づく市町村等の取組に対し、必要な財政的支援策を毎年度予算編成過程において検討

共働き家庭等の「
趣旨・目的

国は に基国は「放課後子ども総合プラン」に基国は「放課後子ども総合プラン に基
市町村及び都道府県の取組

クラブ及び放課後クラブ及び放課後子供教室が小学校外で実施する場合も両事業を連携クラブ及び放課後
放課後児童クラブ及び放課後子供教室の連携による実施

（平成２６年７月３１日策定・公表）

新制度施行前 新制度施行後（平成２７年４月～）

対象児童
（児童福祉法
第 条の 第 項）

おおむね１０歳未満の留守家庭の小学生
留守家庭の小学生

設備及び運営
の基準

（法第 条の の ）

特段の定めなし

国が省令で基準を定め、市町村で条例を制定
［従事する者及び員数…従うべき基準］

［施設、開所日数、時間など…参酌すべき基準］

市町村の関与
（法第 条の 第 項）

開始後１ヶ月以内に事後の届け出など

［届け出先：都道府県］

事業開始前の事前の届け出など

［届け出先：市町村］

市町村の情報収集
（法第 条の ）

子育て支援事業に関し、必要な情報の提供
子育て支援事業に関し、必要な情報の収集及び提供、相談及び助言、

利用のあっせん又は調整、要請

事業の実施の促進
（法第 条の 第 項）

特段の定めなし
市町村の公有財産（学校の余裕教室など）

の貸付け等による事業の促進

計画等
（子ども・子育て支援法

第 条）

・「市町村行動計画」の策定。

・総合的かつ効果的に次世代育成支援

対策を推進する努力義務

・「市町村子ども・子育て支援事業計画」の策定
・区域ごとの事業量の見込みや提供体制の確保について法律上に規定

・総合的かつ計画的に事業を実施する責務

費用負担割合

事業主拠出金
（国）

都道府県

市町村 1/3

1/3

1/3

事業主拠出金
（国）

都道府県

市町村

1/3

1/3

1/3 質の向上にかかる
費用については、
税制抜本改革によ
る財源確保を前提
（公費）

※質の改善（向上）にかかる費用について、事業主拠出金は充当しない。
（平成２４年３月２日少子化社会対策会議決定）

※放課後児童健全育成事業に従事する者の処遇改善に資するための施策について検討を加え、
所要の措置を講ずる。（子ども・子育て支援法附則第２条第３項）
※子ども・子育て支援の量的拡充及び質の向上を図るための安定財源の確保に努める。

（同法附則第３条）
※幼児教育・保育・子育て支援の質・量の充実を図るためには、１兆円超程度の財源が必要
であり、今回の消費税率の引上げにより確保する０．７兆円程度以外の０．３兆円超につ
いて、速やかに確保の道筋を示す。（参・附帯決議）

※総事業費の1/2程度を保護者負担と整理のうえ
予算計上している。

※保護者の就労だけでなく、保護者の疾病や介護なども該当することを地方自治体をはじめ
関係者に周知する。（衆／参・附帯決議）

新制度施行前 新制度施行後（平成２７年４月～）

放課後児童クラブの主な法改正事項

保護者負担

保護者負担

※地域子ども・子育て支援事業については、住民のニーズを市町村の事業計画に的確に反映
させるとともに、市町村の事業計画に掲げられた各年度の取組に応じて、住民にとって必要
な量の確保と質の改善を図るための財政支援を行う仕組みとすること。（参・附帯決議）
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（単位：か所，支援の単位，人）

№ 都道府県名 クラブ数 支援の単位数 登録児童数 № 指定都市名 クラブ数 支援の単位数 登録児童数

1 北海道 619 664 25,185 48 札幌市 247 347 15,580

2 青森県 256 272 10,448 49 仙台市 157 233 8,916

3 岩手県 267 283 10,516 50 さいたま市 205 205 8,883

4 宮城県 261 310 11,877 51 千葉市 150 207 8,285

5 秋田県 187 202 8,232 52 横浜市 339 564 13,752

6 山形県 284 314 12,256 53 川崎市 124 191 5,283

7 福島県 323 356 12,750 54 相模原市 94 175 5,242

8 茨城県 776 796 31,494 55 新潟市 138 242 8,298

9 栃木県 432 448 15,971 56 静岡市 95 95 3,839

10 群馬県 309 325 13,386 57 浜松市 120 135 5,133

11 埼玉県 978 1,064 43,373 58 名古屋市 209 209 6,364

12 千葉県 757 829 31,083 59 京都市 173 286 11,628

13 東京都 1,661 2,208 92,604 60 大阪市 143 146 3,979

14 神奈川県 386 468 17,788 61 堺市 92 220 7,612

15 新潟県 336 348 12,649 62 神戸市 198 213 11,121

16 富山県 147 147 5,768 63 岡山市 144 165 5,822

17 石川県 200 203 8,108 64 広島市 196 196 7,408

18 福井県 236 277 8,694 65 北九州市 133 309 10,340

19 山梨県 237 238 9,588 66 福岡市 140 283 13,782

20 長野県 318 379 17,518 67 熊本市 128 128 4,607

21 岐阜県 280 330 12,207 3,225 4,549 165,874

22 静岡県 388 438 15,732

23 愛知県 726 802 32,263 № 中核市名 クラブ数 支援の単位数 登録児童数

24 三重県 338 342 12,031 68 函館市 49 56 1,782

25 滋賀県 234 273 10,695 69 旭川市 63 63 2,550

26 京都府 242 308 11,792 70 青森市 45 73 2,104

27 大阪府 587 717 29,808 71 盛岡市 46 46 2,197

28 兵庫県 516 567 20,434 72 秋田市 34 41 1,257

29 奈良県 203 224 9,434 73 郡山市 41 41 2,045

30 和歌山県 116 123 4,224 74 いわき市 46 46 2,291

31 鳥取県 153 157 6,248 75 宇都宮市 66 110 4,299

32 島根県 208 222 7,212 76 前橋市 57 76 2,874

33 岡山県 214 225 7,136 77 高崎市 81 81 3,659

34 広島県 294 312 11,825 78 川越市 42 42 2,168

35 山口県 295 328 10,768 79 越谷市 45 57 2,556

36 徳島県 150 152 6,388 80 船橋市 79 79 4,664

37 香川県 136 141 5,804 81 柏市 55 55 2,609

38 愛媛県 184 184 6,876 82 八王子市 116 184 5,612

39 高知県 73 73 2,870 83 横須賀市 58 58 1,625

40 福岡県 454 581 24,383 84 富山市 90 90 6,986

41 佐賀県 228 280 9,243 85 金沢市 84 84 4,489

42 長崎県 232 239 9,905 86 長野市 44 71 3,970

43 熊本県 281 281 10,895 87 岐阜市 47 88 2,300

44 大分県 204 208 7,809 88 豊橋市 74 74 2,698

45 宮崎県 167 174 5,673 89 岡崎市 43 68 2,213

46 鹿児島県 305 317 10,875 90 豊田市 85 116 3,031

47 沖縄県 265 278 10,329 91 大津市 64 79 2,675

16,443 18,407 712,147 92 豊中市 68 68 3,243

93 高槻市 64 64 2,968

94 枚方市 96 96 3,588

95 東大阪市 55 99 3,323

96 姫路市 69 110 3,926

97 尼崎市 51 51 2,231

98 西宮市 61 61 3,033

99 奈良市 73 73 3,006

100 和歌山市 76 76 2,685

101 倉敷市 67 119 4,283

102 福山市 74 102 4,508

103 下関市 41 57 2,030

104 高松市 94 94 3,478

105 松山市 88 88 4,248

106 高知市 78 78 3,740

107 久留米市 47 77 3,561

108 長崎市 90 125 4,810

109 大分市 55 85 3,687

110 宮崎市 51 68 3,139

111 鹿児島市 116 116 5,116
112 那覇市 72 87 3,357

2,940 3,572 146,614

（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 22,608 26,528 1,024,635総合計

中核市合計

放課後児童クラブ数、支援の単位数及び登録児童数（都道府県・指定都市・中核市別）

都道府県合計

指定都市合計
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（単位：か所）
№ 都道府県名 27年度 26年度 増減 № 指定都市名 27年度 26年度 増減
1 北海道 619 615 4 48 札幌市 247 233 14
2 青森県 256 230 26 49 仙台市 157 161 △ 4
3 岩手県 267 261 6 50 さいたま市 205 191 14
4 宮城県 261 254 7 51 千葉市 150 125 25
5 秋田県 187 189 △ 2 52 横浜市 339 307 32
6 山形県 284 276 8 53 川崎市 124 129 △ 5
7 福島県 323 289 34 54 相模原市 94 113 △ 19
8 茨城県 776 691 85 55 新潟市 138 128 10
9 栃木県 432 410 22 56 静岡市 95 90 5

10 群馬県 309 296 13 57 浜松市 120 118 2
11 埼玉県 978 877 101 58 名古屋市 209 206 3
12 千葉県 757 718 39 59 京都市 173 167 6
13 東京都 1,661 1,632 29 60 大阪市 143 142 1
14 神奈川県 386 359 27 61 堺市 92 91 1
15 新潟県 336 320 16 62 神戸市 198 206 △ 8
16 富山県 147 138 9 63 岡山市 144 127 17
17 石川県 200 184 16 64 広島市 196 184 12
18 福井県 236 220 16 65 北九州市 133 201 △ 68
19 山梨県 237 217 20 66 福岡市 140 253 △ 113
20 長野県 318 325 △ 7 67 熊本市 128 122 6
21 岐阜県 280 285 △ 5 3,225 3,294 △ 69
22 静岡県 388 361 27
23 愛知県 726 680 46 № 中核市名 27年度 26年度 増減
24 三重県 338 309 29 68 函館市 49 47 2
25 滋賀県 234 216 18 69 旭川市 63 57 6
26 京都府 242 268 △ 26 70 青森市 45 42 3
27 大阪府 587 579 8 71 盛岡市 46 45 1
28 兵庫県 516 469 47 72 秋田市 34 40 △ 6
29 奈良県 203 196 7 73 郡山市 41 36 5
30 和歌山県 116 115 1 74 いわき市 46 45 1
31 鳥取県 153 145 8 75 宇都宮市 66 84 △ 18
32 島根県 208 206 2 76 前橋市 57 51 6
33 岡山県 214 211 3 77 高崎市 81 77 4
34 広島県 294 286 8 78 川越市 42 32 10
35 山口県 295 290 5 79 越谷市 45 42 3
36 徳島県 150 148 2 80 船橋市 79 78 1
37 香川県 136 130 6 81 柏市 55 54 1
38 愛媛県 184 172 12 82 八王子市 116 116 0
39 高知県 73 66 7 83 横須賀市 58 54 4
40 福岡県 454 530 △ 76 84 富山市 90 84 6
41 佐賀県 228 213 15 85 金沢市 84 83 1
42 長崎県 232 229 3 86 長野市 44 44 0
43 熊本県 281 262 19 87 岐阜市 47 75 △ 28
44 大分県 204 191 13 88 豊橋市 74 67 7
45 宮崎県 167 165 2 89 岡崎市 43 43 0
46 鹿児島県 305 288 17 90 豊田市 85 84 1
47 沖縄県 265 282 △ 17 91 大津市 64 60 4

16,443 15,793 650 92 豊中市 68 60 8
93 高槻市 64 61 3
94 枚方市 96 90 6
95 東大阪市 55 73 △ 18
96 姫路市 69 91 △ 22
97 尼崎市 51 48 3
98 西宮市 61 59 2
99 奈良市 73 72 1

100 和歌山市 76 73 3
101 倉敷市 67 87 △ 20
102 福山市 74 100 △ 26
103 下関市 41 47 △ 6
104 高松市 94 86 8
105 松山市 88 69 19
106 高知市 78 71 7
107 久留米市 47 75 △ 28
108 長崎市 90 99 △ 9
109 大分市 55 84 △ 29
110 宮崎市 51 51 0
111 鹿児島市 116 101 15
112 那覇市 72 60 12

2,940 2,997 △ 57
（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 22,608 22,084 524

中核市合計
総合計

放課後児童クラブ数（都道府県・指定都市・中核市別　対前年入り）

指定都市合計

都道府県合計

※平成27年度から「越谷市と八王子市」が中核
市となったため、平成26年度公表データ「埼玉
県と東京都」から越谷市のクラブ数（42ｸﾗﾌﾞ）
と八王子市のクラブ数（116ｸﾗﾌﾞ）を減算してい
る。
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（単位：人）
№ 都道府県名 27年度 26年度 増減 № 指定都市名 27年度 26年度 増減
1 北海道 25,185 23,104 2,081 48 札幌市 15,580 13,736 1,844
2 青森県 10,448 9,055 1,393 49 仙台市 8,916 7,699 1,217
3 岩手県 10,516 10,168 348 50 さいたま市 8,883 8,219 664
4 宮城県 11,877 10,501 1,376 51 千葉市 8,285 7,234 1,051
5 秋田県 8,232 8,012 220 52 横浜市 13,752 12,028 1,724
6 山形県 12,256 11,462 794 53 川崎市 5,283 7,471 △ 2,188
7 福島県 12,750 11,394 1,356 54 相模原市 5,242 4,785 457
8 茨城県 31,494 27,831 3,663 55 新潟市 8,298 7,375 923
9 栃木県 15,971 14,966 1,005 56 静岡市 3,839 3,575 264

10 群馬県 13,386 12,556 830 57 浜松市 5,133 4,812 321
11 埼玉県 43,373 39,505 3,868 58 名古屋市 6,364 5,933 431
12 千葉県 31,083 28,210 2,873 59 京都市 11,628 9,819 1,809
13 東京都 92,604 83,982 8,622 60 大阪市 3,979 3,948 31
14 神奈川県 17,788 16,253 1,535 61 堺市 7,612 7,126 486
15 新潟県 12,649 11,072 1,577 62 神戸市 11,121 10,196 925
16 富山県 5,768 5,149 619 63 岡山市 5,822 5,270 552
17 石川県 8,108 7,317 791 64 広島市 7,408 6,692 716
18 福井県 8,694 8,007 687 65 北九州市 10,340 9,731 609
19 山梨県 9,588 8,624 964 66 福岡市 13,782 12,619 1,163
20 長野県 17,518 16,569 949 67 熊本市 4,607 5,547 △ 940
21 岐阜県 12,207 10,924 1,283 165,874 153,815 12,059
22 静岡県 15,732 14,527 1,205
23 愛知県 32,263 28,039 4,224 № 中核市名 27年度 26年度 増減
24 三重県 12,031 11,189 842 68 函館市 1,782 1,583 199
25 滋賀県 10,695 9,621 1,074 69 旭川市 2,550 2,245 305
26 京都府 11,792 10,289 1,503 70 青森市 2,104 2,055 49
27 大阪府 29,808 26,733 3,075 71 盛岡市 2,197 1,977 220
28 兵庫県 20,434 18,312 2,122 72 秋田市 1,257 1,354 △ 97
29 奈良県 9,434 8,519 915 73 郡山市 2,045 1,881 164
30 和歌山県 4,224 3,766 458 74 いわき市 2,291 2,114 177
31 鳥取県 6,248 5,637 611 75 宇都宮市 4,299 3,798 501
32 島根県 7,212 6,845 367 76 前橋市 2,874 2,535 339
33 岡山県 7,136 6,764 372 77 高崎市 3,659 3,513 146
34 広島県 11,825 10,077 1,748 78 川越市 2,168 2,029 139
35 山口県 10,768 9,958 810 79 越谷市 2,556 2,254 302
36 徳島県 6,388 5,922 466 80 船橋市 4,664 4,298 366
37 香川県 5,804 5,088 716 81 柏市 2,609 2,318 291
38 愛媛県 6,876 6,594 282 82 八王子市 5,612 5,345 267
39 高知県 2,870 2,706 164 83 横須賀市 1,625 1,570 55
40 福岡県 24,383 22,267 2,116 84 富山市 6,986 6,530 456
41 佐賀県 9,243 8,282 961 85 金沢市 4,489 4,165 324
42 長崎県 9,905 9,238 667 86 長野市 3,970 3,862 108
43 熊本県 10,895 9,906 989 87 岐阜市 2,300 1,920 380
44 大分県 7,809 7,127 682 88 豊橋市 2,698 2,376 322
45 宮崎県 5,673 5,283 390 89 岡崎市 2,213 2,091 122
46 鹿児島県 10,875 9,974 901 90 豊田市 3,031 2,733 298
47 沖縄県 10,329 11,107 △ 778 91 大津市 2,675 2,501 174

712,147 648,431 63,716 92 豊中市 3,243 2,975 268
93 高槻市 2,968 2,678 290
94 枚方市 3,588 3,314 274
95 東大阪市 3,323 2,914 409
96 姫路市 3,926 3,560 366
97 尼崎市 2,231 2,056 175
98 西宮市 3,033 2,853 180
99 奈良市 3,006 3,003 3

100 和歌山市 2,685 2,359 326
101 倉敷市 4,283 4,031 252
102 福山市 4,508 4,255 253
103 下関市 2,030 1,791 239
104 高松市 3,478 3,403 75
105 松山市 4,248 3,223 1,025
106 高知市 3,740 3,378 362
107 久留米市 3,561 3,305 256
108 長崎市 4,810 4,567 243
109 大分市 3,687 3,281 406
110 宮崎市 3,139 2,869 270
111 鹿児島市 5,116 4,472 644
112 那覇市 3,357 2,872 485

146,614 134,206 12,408
（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 1,024,635 936,452 88,183

中核市合計
総合計

放課後児童クラブ登録児童数（都道府県・指定都市・中核市別　対前年入り）

指定都市合計

都道府県合計

※平成27年度から「越谷市と八王子市」が中核
市となったため、平成26年度公表データ「埼玉
県と東京都」から越谷市の児童数（2,254人）と
八王子市の児童数（5,345人）を減算している。
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（単位：人）
№ 都道府県名 27年度 26年度 増減 № 指定都市名 27年度 26年度 増減
1 北海道 222 78 144 48 札幌市 0 0 0
2 青森県 6 2 4 49 仙台市 60 122 △ 62
3 岩手県 50 25 25 50 さいたま市 698 379 319
4 宮城県 323 159 164 51 千葉市 294 201 93
5 秋田県 62 61 1 52 横浜市 0 0 0
6 山形県 16 8 8 53 川崎市 9 0 9
7 福島県 178 149 29 54 相模原市 279 199 80
8 茨城県 342 183 159 55 新潟市 0 8 △ 8
9 栃木県 69 66 3 56 静岡市 350 137 213

10 群馬県 34 7 27 57 浜松市 311 120 191
11 埼玉県 903 440 463 58 名古屋市 0 0 0
12 千葉県 529 395 134 59 京都市 0 0 0
13 東京都 2,814 1,519 1,295 60 大阪市 0 0 0
14 神奈川県 454 377 77 61 堺市 162 169 △ 7
15 新潟県 1 4 △ 3 62 神戸市 0 0 0
16 富山県 6 0 6 63 岡山市 22 31 △ 9
17 石川県 0 7 △ 7 64 広島市 260 25 235
18 福井県 78 0 78 65 北九州市 0 0 0
19 山梨県 78 30 48 66 福岡市 0 0 0
20 長野県 21 0 21 67 熊本市 0 0 0
21 岐阜県 215 82 133 2,445 1,391 1,054
22 静岡県 311 144 167
23 愛知県 582 300 282 № 中核市名 27年度 26年度 増減
24 三重県 86 2 84 68 函館市 0 1 △ 1
25 滋賀県 156 116 40 69 旭川市 288 100 188
26 京都府 108 85 23 70 青森市 0 0 0
27 大阪府 401 476 △ 75 71 盛岡市 47 40 7
28 兵庫県 322 213 109 72 秋田市 19 6 13
29 奈良県 108 82 26 73 郡山市 17 0 17
30 和歌山県 41 46 △ 5 74 いわき市 21 10 11
31 鳥取県 88 69 19 75 宇都宮市 0 0 0
32 島根県 98 68 30 76 前橋市 46 3 43
33 岡山県 114 36 78 77 高崎市 0 2 △ 2
34 広島県 2 18 △ 16 78 川越市 0 0 0
35 山口県 255 174 81 79 越谷市 226 46 180
36 徳島県 9 5 4 80 船橋市 455 334 121
37 香川県 25 0 25 81 柏市 24 36 △ 12
38 愛媛県 64 77 △ 13 82 八王子市 326 198 128
39 高知県 33 39 △ 6 83 横須賀市 20 28 △ 8
40 福岡県 241 133 108 84 富山市 102 63 39
41 佐賀県 138 88 50 85 金沢市 0 0 0
42 長崎県 412 89 323 86 長野市 11 21 △ 10
43 熊本県 209 68 141 87 岐阜市 11 7 4
44 大分県 33 4 29 88 豊橋市 21 67 △ 46
45 宮崎県 126 149 △ 23 89 岡崎市 183 91 92
46 鹿児島県 151 75 76 90 豊田市 0 0 0
47 沖縄県 371 293 78 91 大津市 0 0 0

10,885 6,441 4,444 92 豊中市 0 0 0
93 高槻市 15 49 △ 34
94 枚方市 18 4 14
95 東大阪市 35 62 △ 27
96 姫路市 91 64 27
97 尼崎市 377 179 198
98 西宮市 15 10 5
99 奈良市 0 5 △ 5

100 和歌山市 58 43 15
101 倉敷市 58 25 33
102 福山市 0 0 0
103 下関市 0 0 0
104 高松市 183 140 43
105 松山市 0 0 0
106 高知市 97 8 89
107 久留米市 0 0 0
108 長崎市 0 10 △ 10
109 大分市 26 29 △ 3
110 宮崎市 326 178 148
111 鹿児島市 414 171 243
112 那覇市 81 83 △ 2

3,611 2,113 1,498
（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 16,941 9,945 6,996

中核市合計
総合計

※平成27年度から「越谷市と八王子市」が中核
市となったため、平成26年度公表データ「埼玉
県と東京都」から越谷市の児童数（46人）と八
王子市の児童数（198人）を減算している。

利用できなかった児童数（待機児童数）（都道府県・指定都市・中核市別　対前年入り）

指定都市合計

都道府県合計
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（単位：支援の単位）
№ 都道府県名 27年度 26年度 増減 № 指定都市名 27年度 26年度 増減
1 北海道 40 23 17 48 札幌市 0 0 0
2 青森県 4 2 2 49 仙台市 16 10 6
3 岩手県 15 5 10 50 さいたま市 60 54 6
4 宮城県 27 26 1 51 千葉市 67 51 16
5 秋田県 14 14 0 52 横浜市 0 0 0
6 山形県 5 4 1 53 川崎市 2 0 2
7 福島県 41 28 13 54 相模原市 38 25 13
8 茨城県 61 48 13 55 新潟市 0 2 △ 2
9 栃木県 23 13 10 56 静岡市 43 28 15

10 群馬県 9 3 6 57 浜松市 56 35 21
11 埼玉県 120 67 53 58 名古屋市 0 0 0
12 千葉県 89 69 20 59 京都市 0 0 0
13 東京都 424 268 156 60 大阪市 0 0 0
14 神奈川県 59 53 6 61 堺市 18 24 △ 6
15 新潟県 1 1 0 62 神戸市 0 0 0
16 富山県 1 0 1 63 岡山市 6 8 △ 2
17 石川県 0 1 △ 1 64 広島市 35 2 33
18 福井県 3 0 3 65 北九州市 0 0 0
19 山梨県 14 12 2 66 福岡市 0 0 0
20 長野県 4 0 4 67 熊本市 0 0 0
21 岐阜県 18 20 △ 2 341 239 102
22 静岡県 54 39 15
23 愛知県 102 63 39 № 中核市名 27年度 26年度 増減
24 三重県 19 1 18 68 函館市 0 1 △ 1
25 滋賀県 31 22 9 69 旭川市 25 13 12
26 京都府 17 20 △ 3 70 青森市 0 0 0
27 大阪府 55 100 △ 45 71 盛岡市 8 10 △ 2
28 兵庫県 63 37 26 72 秋田市 4 2 2
29 奈良県 17 14 3 73 郡山市 2 0 2
30 和歌山県 8 13 △ 5 74 いわき市 5 4 1
31 鳥取県 19 16 3 75 宇都宮市 0 0 0
32 島根県 18 13 5 76 前橋市 8 2 6
33 岡山県 13 9 4 77 高崎市 0 1 △ 1
34 広島県 1 9 △ 8 78 川越市 0 0 0
35 山口県 36 27 9 79 越谷市 17 6 11
36 徳島県 5 1 4 80 船橋市 37 30 7
37 香川県 7 0 7 81 柏市 12 16 △ 4
38 愛媛県 12 9 3 82 八王子市 39 28 11
39 高知県 14 8 6 83 横須賀市 6 10 △ 4
40 福岡県 34 28 6 84 富山市 18 13 5
41 佐賀県 23 17 6 85 金沢市 0 0 0
42 長崎県 26 11 15 86 長野市 2 3 △ 1
43 熊本県 24 13 11 87 岐阜市 4 3 1
44 大分県 6 2 4 88 豊橋市 7 11 △ 4
45 宮崎県 22 15 7 89 岡崎市 14 10 4
46 鹿児島県 29 15 14 90 豊田市 0 0 0
47 沖縄県 50 40 10 91 大津市 0 0 0

1,677 1,199 478 92 豊中市 0 0 0
93 高槻市 8 3 5
94 枚方市 10 2 8
95 東大阪市 8 5 3
96 姫路市 8 11 △ 3
97 尼崎市 26 17 9
98 西宮市 2 4 △ 2
99 奈良市 0 1 △ 1

100 和歌山市 9 9 0
101 倉敷市 5 4 1
102 福山市 0 0 0
103 下関市 0 0 0
104 高松市 38 24 14
105 松山市 0 0 0
106 高知市 11 3 8
107 久留米市 0 0 0
108 長崎市 0 5 △ 5
109 大分市 5 6 △ 1
110 宮崎市 33 25 8
111 鹿児島市 48 21 27
112 那覇市 17 12 5

436 315 121
（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 2,454 1,753 701総合計

利用できなかった児童（待機児童数）がいるクラブ数（都道府県・指定都市・中核市別　対前年入り）

指定都市合計

都道府県合計

※平成27年度から「越谷市と八王子市」が中核
市となったため、平成26年度公表データ「埼玉
県と東京都」から越谷市のクラブ数（6ｸﾗﾌﾞ）と
八王子市のクラブ数（28ｸﾗﾌﾞ）を減算してい
る。

中核市合計
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（単位：人）

うち常勤職員数 うち常勤職員数

1 北海道 2,346 635 27.1% 48 札幌市 846 482 57.0%

2 青森県 896 349 39.0% 49 仙台市 973 405 41.6%

3 岩手県 1,131 538 47.6% 50 さいたま市 1,134 473 41.7%

4 宮城県 1,248 166 13.3% 51 千葉市 836 441 52.8%

5 秋田県 708 106 15.0% 52 横浜市 3,165 740 23.4%

6 山形県 1,239 656 52.9% 53 川崎市 1,261 251 19.9%

7 福島県 1,293 419 32.4% 54 相模原市 1,083 64 5.9%

8 茨城県 3,507 427 12.2% 55 新潟市 917 547 59.7%

9 栃木県 2,059 951 46.2% 56 静岡市 375 6 1.6%

10 群馬県 1,479 574 38.8% 57 浜松市 761 65 8.5%

11 埼玉県 4,506 1,443 32.0% 58 名古屋市 1,605 405 25.2%

12 千葉県 3,658 971 26.5% 59 京都市 650 387 59.5%

13 東京都 10,053 3,352 33.3% 60 大阪市 978 254 26.0%

14 神奈川県 2,246 259 11.5% 61 堺市 1,087 0 0.0%

15 新潟県 1,383 276 20.0% 62 神戸市 1,242 81 6.5%

16 富山県 897 129 14.4% 63 岡山市 699 0 0.0%

17 石川県 775 262 33.8% 64 広島市 1,423 11 0.8%

18 福井県 1,130 283 25.0% 65 北九州市 1,204 188 15.6%

19 山梨県 703 362 51.5% 66 福岡市 830 0 0.0%

20 長野県 1,404 410 29.2% 67 熊本市 569 31 5.4%

21 岐阜県 1,419 340 24.0% 21,638 4,831 22.3%

22 静岡県 1,718 515 30.0%

23 愛知県 3,677 421 11.4%

24 三重県 1,881 541 28.8% うち常勤職員数

25 滋賀県 1,387 573 41.3% 68 函館市 230 108 47.0%

26 京都府 1,258 319 25.4% 69 旭川市 153 3 2.0%

27 大阪府 2,639 233 8.8% 70 青森市 158 158 100.0%

28 兵庫県 2,075 322 15.5% 71 盛岡市 206 77 37.4%

29 奈良県 900 221 24.6% 72 秋田市 206 89 43.2%

30 和歌山県 578 159 27.5% 73 郡山市 222 0 0.0%

31 鳥取県 753 183 24.3% 74 いわき市 229 122 53.3%

32 島根県 1,251 406 32.5% 75 宇都宮市 268 235 87.7%

33 岡山県 1,152 384 33.3% 76 前橋市 373 104 27.9%

34 広島県 1,089 215 19.7% 77 高崎市 417 171 41.0%

35 山口県 1,296 40 3.1% 78 川越市 153 153 100.0%

36 徳島県 728 369 50.7% 79 越谷市 198 164 82.8%

37 香川県 546 172 31.5% 80 船橋市 382 0 0.0%

38 愛媛県 823 66 8.0% 81 柏市 268 86 32.1%

39 高知県 406 154 37.9% 82 八王子 429 154 35.9%

40 福岡県 2,435 787 32.3% 83 横須賀市 313 92 29.4%

41 佐賀県 833 92 11.0% 84 富山市 571 101 17.7%

42 長崎県 1,103 418 37.9% 85 金沢市 352 156 44.3%

43 熊本県 1,172 487 41.6% 86 長野市 324 143 44.1%

44 大分県 1,112 473 42.5% 87 岐阜市 221 0 0.0%

45 宮崎県 582 205 35.2% 88 豊橋市 337 41 12.2%

46 鹿児島県 1,180 551 46.7% 89 岡崎市 189 19 10.1%

47 沖縄県 1,139 622 54.6% 90 豊田市 440 50 11.4%

77,793 21,836 28.1% 91 大津市 265 1 0.4%

92 豊中市 207 83 40.1%

93 高槻市 217 0 0.0%

94 枚方市 203 159 78.3%

95 東大阪市 465 327 70.3%

96 姫路市 421 0 0.0%

97 尼崎市 177 3 1.7%

98 西宮市 243 148 60.9%

99 奈良市 312 13 4.2%

100 和歌山市 348 7 2.0%

101 倉敷市 609 176 28.9%

102 福山市 206 0 0.0%

103 下関市 155 0 0.0%

104 高松市 298 23 7.7%

105 松山市 549 8 1.5%

106 高知市 252 0 0.0%

107 久留米市 247 95 38.5%

108 長崎市 536 172 32.1%

109 大分市 358 118 33.0%

110 宮崎市 205 17 8.3%
111 鹿児島市 651 14 2.2%
112 那覇市 321 148 46.1%

13,884 3,738 26.9%

（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 113,315 30,405 26.8%

都道府県合計

中核市合計

総合計

常勤職員
の割合

指定都市合計

№ 中核市名
常勤職員
の割合

放課後児童支援員等数 放課後児童支援員等数

放課後児童支援員等数

放課後児童支援員等数（都道府県・指定都市・中核市別うち常勤職員数・率入り）

№ 都道府県名
常勤職員
の割合

№ 指定都市名
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（単位：か所）

1 北海道 149 36 185 29.9% 48 札幌市 94 0 94 38.1%

2 青森県 68 23 91 35.5% 49 仙台市 19 1 20 12.7%

3 岩手県 41 57 98 36.7% 50 さいたま市 30 31 61 29.8%

4 宮城県 65 44 109 41.8% 51 千葉市 59 47 106 70.7%

5 秋田県 70 10 80 42.8% 52 横浜市 106 3 109 32.2%

6 山形県 65 22 87 30.6% 53 川崎市 43 70 113 91.1%

7 福島県 93 22 115 35.6% 54 相模原市 17 18 35 37.2%

8 茨城県 338 193 531 68.4% 55 新潟市 26 47 73 52.9%

9 栃木県 81 67 148 34.3% 56 静岡市 44 31 75 78.9%

10 群馬県 47 53 100 32.4% 57 浜松市 36 68 104 86.7%

11 埼玉県 297 322 619 63.3% 58 名古屋市 28 0 28 13.4%

12 千葉県 317 214 531 70.1% 59 京都市 20 7 27 15.6%

13 東京都 543 339 882 53.1% 60 大阪市 37 0 37 25.9%

14 神奈川県 148 41 189 49.0% 61 堺市 73 16 89 96.7%

15 新潟県 128 34 162 48.2% 62 神戸市 37 4 41 20.7%

16 富山県 38 38 76 51.7% 63 岡山市 37 85 122 84.7%

17 石川県 41 23 64 32.0% 64 広島市 29 39 68 34.7%

18 福井県 57 3 60 25.4% 65 北九州市 14 73 87 65.4%

19 山梨県 31 37 68 28.7% 66 福岡市 28 112 140 100.0%

20 長野県 74 53 127 39.9% 67 熊本市 17 85 102 79.7%

21 岐阜県 142 55 197 70.4% 794 737 1,531 47.5%

22 静岡県 133 122 255 65.7%

23 愛知県 200 147 347 47.8%

24 三重県 31 82 113 33.4%

25 滋賀県 58 64 122 52.1% 68 函館市 14 1 15 30.6%

26 京都府 81 88 169 69.8% 69 旭川市 23 18 41 65.1%

27 大阪府 342 208 550 93.7% 70 青森市 30 2 32 71.1%

28 兵庫県 238 142 380 73.6% 71 盛岡市 5 2 7 15.2%

29 奈良県 64 64 128 63.1% 72 秋田市 0 0 0 0.0%

30 和歌山県 36 29 65 56.0% 73 郡山市 22 13 35 85.4%

31 鳥取県 48 28 76 49.7% 74 いわき市 10 15 25 54.3%

32 島根県 48 44 92 44.2% 75 宇都宮市 14 46 60 90.9%

33 岡山県 68 43 111 51.9% 76 前橋市 6 18 24 42.1%

34 広島県 99 80 179 60.9% 77 高崎市 5 51 56 69.1%

35 山口県 94 89 183 62.0% 78 川越市 25 16 41 97.6%

36 徳島県 29 37 66 44.0% 79 越谷市 9 33 42 93.3%

37 香川県 39 37 76 55.9% 80 船橋市 34 40 74 93.7%

38 愛媛県 69 48 117 63.6% 81 柏市 11 41 52 94.5%

39 高知県 24 27 51 69.9% 82 八王子 31 38 69 59.5%

40 福岡県 128 208 336 74.0% 83 横須賀市 17 0 17 29.3%

41 佐賀県 104 78 182 79.8% 84 富山市 25 24 49 54.4%

42 長崎県 8 31 39 16.8% 85 金沢市 11 4 15 17.9%

43 熊本県 32 71 103 36.7% 86 長野市 0 0 0 0.0%

44 大分県 42 48 90 44.1% 87 岐阜市 43 0 43 91.5%

45 宮崎県 42 8 50 29.9% 88 豊橋市 13 15 28 37.8%

46 鹿児島県 29 23 52 17.0% 89 岡崎市 1 3 4 9.3%

47 沖縄県 5 13 18 6.8% 90 豊田市 37 45 82 96.5%

4,924 3,545 8,469 51.5% 91 大津市 13 25 38 59.4%

92 豊中市 59 9 68 100.0%

93 高槻市 30 31 61 95.3%

94 枚方市 22 72 94 97.9%

95 東大阪市 31 21 52 94.5%

96 姫路市 2 49 51 73.9%

97 尼崎市 10 37 47 92.2%

98 西宮市 2 56 58 95.1%

99 奈良市 15 52 67 91.8%

100 和歌山市 55 7 62 81.6%

101 倉敷市 22 30 52 77.6%

102 福山市 47 18 65 87.8%

103 下関市 29 6 35 85.4%

104 高松市 23 53 76 80.9%

105 松山市 22 50 72 81.8%

106 高知市 42 36 78 100.0%

107 久留米市 3 41 44 93.6%

108 長崎市 19 17 36 40.0%

109 大分市 8 37 45 81.8%

110 宮崎市 17 22 39 76.5%
111 鹿児島市 20 24 44 37.9%
112 那覇市 9 7 16 22.2%

886 1,125 2,011 68.4%

（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 6,604 5,407 12,011 53.1%

中核市合計

総合計

都道府県合計

学校の余裕教室及び学校敷地内専用施設で実施するクラブ数（都道府県・指定都市・中核市別）

№ 都道府県名 学校の余裕教室
学校敷地内
専用施設

合計
全クラブに
対する割合 № 指定都市名 学校の余裕教室

学校敷地内
専用施設

合計
全クラブに
対する割合

全クラブに
対する割合

指定都市合計

№ 中核市名 学校の余裕教室
学校敷地内
専用施設

合計
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（単位：か所）

1 北海道 20 4 24 0.2% 48 札幌市 94 0 94 0.8%

2 青森県 12 2 14 0.1% 49 仙台市 1 0 1 0.0%

3 岩手県 3 1 4 0.0% 50 さいたま市 22 28 50 0.4%

4 宮城県 2 7 9 0.1% 51 千葉市 21 32 53 0.4%

5 秋田県 12 1 13 0.1% 52 横浜市 106 3 109 0.9%

6 山形県 9 1 10 0.1% 53 川崎市 43 70 113 0.9%

7 福島県 10 2 12 0.1% 54 相模原市 3 1 4 0.0%

8 茨城県 77 66 143 1.2% 55 新潟市 17 33 50 0.4%

9 栃木県 11 3 14 0.1% 56 静岡市 0 1 1 0.0%

10 群馬県 4 3 7 0.1% 57 浜松市 0 0 0 0.0%

11 埼玉県 56 98 154 1.3% 58 名古屋市 28 0 28 0.2%

12 千葉県 36 6 42 0.3% 59 京都市 14 3 17 0.1%

13 東京都 443 248 691 5.8% 60 大阪市 34 0 34 0.3%

14 神奈川県 32 16 48 0.4% 61 堺市 0 0 0 0.0%

15 新潟県 7 3 10 0.1% 62 神戸市 7 0 7 0.1%

16 富山県 12 15 27 0.2% 63 岡山市 7 10 17 0.1%

17 石川県 1 0 1 0.0% 64 広島市 0 0 0 0.0%

18 福井県 5 0 5 0.0% 65 北九州市 0 0 0 0.0%

19 山梨県 6 6 12 0.1% 66 福岡市 28 111 139 1.2%

20 長野県 15 10 25 0.2% 67 熊本市 17 85 102 0.8%

21 岐阜県 26 2 28 0.2% 442 377 819 6.8%

22 静岡県 20 14 34 0.3%

23 愛知県 40 27 67 0.6%

24 三重県 0 13 13 0.1%

25 滋賀県 0 0 0 0.0% 68 函館市 0 0 0 0.0%

26 京都府 17 49 66 0.5% 69 旭川市 0 0 0 0.0%

27 大阪府 229 97 326 2.7% 70 青森市 30 2 32 0.3%

28 兵庫県 86 36 122 1.0% 71 盛岡市 0 0 0 0.0%

29 奈良県 4 9 13 0.1% 72 秋田市 0 0 0 0.0%

30 和歌山県 6 10 16 0.1% 73 郡山市 0 0 0 0.0%

31 鳥取県 0 1 1 0.0% 74 いわき市 0 0 0 0.0%

32 島根県 16 14 30 0.2% 75 宇都宮市 8 38 46 0.4%

33 岡山県 8 0 8 0.1% 76 前橋市 6 17 23 0.2%

34 広島県 11 28 39 0.3% 77 高崎市 0 0 0 0.0%

35 山口県 10 9 19 0.2% 78 川越市 0 0 0 0.0%

36 徳島県 5 2 7 0.1% 79 越谷市 4 14 18 0.1%

37 香川県 0 2 2 0.0% 80 船橋市 5 3 8 0.1%

38 愛媛県 0 0 0 0.0% 81 柏市 7 29 36 0.3%

39 高知県 4 4 8 0.1% 82 八王子 27 36 63 0.5%

40 福岡県 11 19 30 0.2% 83 横須賀市 0 0 0 0.0%

41 佐賀県 5 10 15 0.1% 84 富山市 2 0 2 0.0%

42 長崎県 2 2 4 0.0% 85 金沢市 0 0 0 0.0%

43 熊本県 8 4 12 0.1% 86 長野市 0 0 0 0.0%

44 大分県 13 7 20 0.2% 87 岐阜市 16 0 16 0.1%

45 宮崎県 0 0 0 0.0% 88 豊橋市 0 0 0 0.0%

46 鹿児島県 0 0 0 0.0% 89 岡崎市 0 0 0 0.0%

47 沖縄県 0 4 4 0.0% 90 豊田市 0 0 0 0.0%

1,294 855 2,149 17.9% 91 大津市 0 0 0 0.0%

92 豊中市 59 9 68 0.6%

93 高槻市 10 7 17 0.1%

94 枚方市 21 69 90 0.7%

95 東大阪市 0 0 0 0.0%

96 姫路市 0 0 0 0.0%

97 尼崎市 10 37 47 0.4%

98 西宮市 0 0 0 0.0%

99 奈良市 14 52 66 0.5%

100 和歌山市 0 0 0 0.0%

101 倉敷市 20 29 49 0.4%

102 福山市 0 0 0 0.0%

103 下関市 9 0 9 0.1%

104 高松市 2 5 7 0.1%

105 松山市 8 16 24 0.2%

106 高知市 0 0 0 0.0%

107 久留米市 0 0 0 0.0%

108 長崎市 2 6 8 0.1%

109 大分市 0 0 0 0.0%

110 宮崎市 0 0 0 0.0%
111 鹿児島市 0 0 0 0.0%
112 那覇市 6 6 12 0.1%

266 375 641 5.3%

（平成27年5月1日　総務課少子化総合対策室調べ） 2,002 1,607 3,609 30.0%

合計 学校内実施クラ
ブに対する割合

都道府県合計

中核市合計

総合計

指定都市合計

№ 中核市名 学校の余裕教室
学校敷地内
専用施設

同一小学校内（学校の余裕教室及び学校敷地内専用施設）で放課後子供教室の活動プログラムに
参加しているクラブ数（都道府県・指定都市・中核市別）

№ 都道府県名 学校の余裕教室
学校敷地内
専用施設

合計
学校内実施クラ
ブに対する割合 № 指定都市名 学校の余裕教室

学校内実施クラ
ブに対する割合

学校敷地内
専用施設

合計
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「
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
の
推
進

実
施
場
所

 
小
学
校

 
５
３
．
１
％
（
余
裕
教
室

 
２
９
．
２
％
、
専
用
施
設

 
２
３
．
９
％
）
、
 

児
童
館

 
１
１
．
８
％
、
そ
の
他
（専
用
施
設
、
公
的
施
設
な
ど
） 
３
５
．
１
％

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（平
成
２
７
年
５
月
）
 

 
指
導
者

 

実
施
か
所
数

 
(ク
ラ
ブ
児
童
数

) 

２
２
，
６
０
８
か
所
（１
，
０
２
４
，
６
３
５
人
）
（平
成
２
７
年
５
月
）
 

※
小
学
校
内
で
実
施
す
る
ク
ラ
ブ
（
1
2
,0

1
1
か
所
）の
う
ち
、
同
一
小
学
校
内
で
放
課
後
子
供
教
室
を
実
施
し
て
お
り
、

 
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
し
て
い
る
数

 ３
，
６
０
９
か
所

 

１
４
，
３
９
２
か
所
（平
成
２
７
年
８
月
）
 

 
趣

 
旨

 

小
学
校

 
７
４
．
０
％
、
公
民
館

 
１
１
．
８
％
、
児
童
館

 
４
．
０
％
、

 
そ
の
他
（中
学
校
、
特
別
支
援
学
校
な
ど
） 
１
０
．
２
％

 
（平
成
２
７
年
８
月
）
 

 
全
て
の
子
供
を
対
象
と
し
て
、
安
全
・安
心
な
子
供
の
活
動
拠
点
（居
場
所
）を

 
設
け
、
地
域
の
方
々
の
参
画
を
得
て
、
学
習
や
ス
ポ
ー
ツ
・文
化
芸
術
活
動
、
地
域

住
民
と
の
交
流
活
動
等
の
機
会
を
提
供
す
る
取
組
を
推
進
す
る
。
 

 
共
働
き
家
庭
な
ど
留
守
家
庭
の
小
学
校
に
就
学
し
て
い
る
児
童
に
対
し
て
、
放
課

後
に
適
切
な
遊
び
や
生
活
の
場
を
与
え
て
、
そ
の
健
全
な
育
成
を
図
る
。
（
児
童
福

祉
法
第
６
条
３
第
２
項
に
規
定
） 
※
平
成

2
4
年
の
児
童
福
祉
法
改
正
に
よ
り
、
対
象
年
齢
を

「
お
お
む
ね

1
0
歳
未
満
」
か
ら
「
小
学
校
に
就
学
し
て
い
る
」
児
童
と
し
た
。
（
平
成

2
7
年
４
月
施
行
）
 

 

放
課
後
子
供
教
室

 
（
文
部
科
学
省
）
 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

 
（
厚
生
労
働
省
）
 

放
課
後
児
童
支
援
員
等
（専
任
）
 

開
設
日
数

 
１
１
１
日

 （
平
均
） 

原
則
と
し
て
長
期
休
暇
を
含
む
年
間
２
５
０
日
以
上

 

地
域
の
協
力
者
等

 

Ｈ
2
8
予
定
額

 
５
，
２
４
６
百
万
円
の
内
数
（２
７
予
算
額
：５
，
０
７
９
百
万
円
） 

５
８
，
２
６
７
百
万
円
（
２
７
予
算
額
：５
７
，
４
９
７
百
万
円
） 

※
H
２
８
予
定
額
に
は
、
平
成
２
７
年
度
補
正
予
算
額
７
９
２
百
万
円
を
含
む
。

 

○
共
働
き
家
庭
等
の
「
小
の
壁
」
を
打
破
す
る
と
と
も
に
、
次
代
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
全
て
の
就
学
児
童
が
放
課
後
等
を
安
全
・
安
心
に
過
ご
し
、

多
様
な
体
験
・
活
動
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
一
体
型
を
中
心
と
し
た
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
及
び
放
課
後
子
供
教
室
の
計
画
的
な
整
備
等
を
進
め
る

趣
旨
・
目
的

 

■
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
つ
い
て
、
約

万
人
分
を
新
た
に
整
備
（
約

万
人
⇒
約

万
人
）

■
新
規
開
設
分
の
約

％
を
小
学
校
内
で
実
施
を
目
指
す

※
小
学
校
外
の
既
存
の
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
つ
い
て
も
、
ニ
ー
ズ
に
応
じ
、
余
裕
教
室
等
を
活
用

取
組
の
現
状

 

国
全
体
の
目
標
（
平
成
３
１
年
度
末
ま
で
）

■
全
小
学
校
区
（
約
２
万
か
所
）
で
一
体
的
に
又
は
連
携
し
て
実
施
し
、

う
ち
１
万
か
所
以
上
を
一
体
型
で
実
施
を
目
指
す

※
放
課
後
子
供
教
室
の
充
実
（
約
万
カ
所
⇒
約
万
カ
所
）

○
市
町
村
行
動
計
画
等
に
基
づ
く
計
画
的
な

整
備

○
学
校
施
設
を
徹
底
活
用
し
た
実
施
促
進

・
管
理
運
営
の
責
任
の
所
在
を
明
確
化

・
既
活
用
分
を
含
め
た
余
裕
教
室
の
徹
底
活
用

・
放
課
後
等
の
一
時
的
な
利
用
の
促
進

○
両
事
業
の
従
事
者
・
参
画
者
の
連
携
強
化
に

よ
る
共
通
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実

○
総
合
教
育
会
議
の
活
用
に
よ
る
市
町
村
に

お
け
る
総
合
的
な
放
課
後
対
策
の
協
議

（
平
成
２
６
年
７
月
３
１
日
策
定
・
公
表
）

関
連
資
料
３

 
資料３

-199-

H28説明－厚労省　課長会議.indd   199 2016/02/19   0:02:48



一
体
型
の
計
画
的
な
整
備
を
推
進
す
る
た
め
の
具
体
的
な
方
策

１
．
学
校
の
余
裕
教
室
等
の
徹
底
活
用
（
新
た
に
設
置
す
る
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
約

を
小
学
校
内
で
実
施
【
現
在
約

】
）

◆
放
課
後
に
使
用
し
て
い
な
い
教
室
の
一
時
的
利
用
（

家
庭
科
室
や
理
科
室
、
ラ
ン
チ
ル
ー
ム
）
を
含
め
た
利
用
促
進
及
び
地
方
公
共
団
体
で
の

学
校
施
設
の
活
用
に
関
す
る
好
事
例
を
紹
介

◆
実
施
主
体
で
あ
る
市
町
村
教
育
委
員
会
又
は
福
祉
部
局
等
に
管
理
運
営
の
責
任
の
所
在
を
明
確
化

２
．
学
校
区
毎
の
協
議
会
を
新
た
に
設
置

◆
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
企
画
段
階
か
ら
、
両
事
業
の
関
係
者
や
学
校
関
係
者
な
ど
が
参
画
す
る
場
と
し
て
新
た
に
学
校
区
毎
の
協
議
会
を
設
置
し
、

活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
や
学
校
施
設
の
活
用
等
に
つ
い
て
具
体
的
に
検
討

３
．
新
た
に
設
置
さ
れ
る
総
合
教
育
会
議
の
活
用
（
教
育
委
員
会
と
地
方
公
共
団
体
の
長
が
協
議
す
る
機
関
と
し
て
新
た
に
設
置
）

◆
昨
年
６
月
に
改
正
さ
れ
た
「
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
に
お
い
て
、
新
た
に
設
置
さ
れ
る

「
総
合
教
育
会
議
」
を
活
用
し
、
首
長
と
教
育
委
員
会
が
、
学
校
施
設
の
積
極
的
な
活
用
な
ど
、
総
合
的
な
放
課
後
対
策
の
在
り
方
に
つ
い
て
十
分
協
議

４
．
市
町
村
に
お
け
る
新
た
な
数
値
目
標
の
設
定

◆
昨
年
４
月
に
改
正
さ
れ
た
「
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
」
に
基
づ
く
行
動
計
画
策
定
指
針
に
お
い
て
、
市
町
村
行
動
計
画
に
一
体
型
の

課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
放
課
後
子
供
教
室
の
目
標
事
業
量
等
を
新
た
に
記
載

５
．
魅
力
的
な
学
習
・
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
一
層
の
充
実

◆
大
学
生
・
企
業
Ｏ
Ｂ
、
地
域
の
高
齢
者
、
民
間
教
育
事
業
者
、
文
化
・
芸
術
団
体
等
の
様
々
な
人
材
の
参
画
に
よ
り
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の

児
童
も
対
象
に
、
多
様
な
か
つ
魅
力
的
な
学
習
・
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
放
課
後
子
供
教
室
を
一
体
型
で
行
う
メ
リ
ッ
ト

１
．
学
校
の
余
裕
教
室
等
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
児
童
に
と
っ
て
安
心
・
安
全
な
居
場
所
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
学
校
と
連
携
し
た
取
組
を
推
進

２
．
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
児
童
も
含
め
た
全
て
の
児
童
を
対
象
と
し
て
充
実
し
た
学
習
・
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供

一
体
型
を
推
進
す
る
た
め
の
具
体
的
な
方
策

放
課
後
子
ど
も
プ
ラ
ン
の
推
進
（
平
成
１
９
年
度
か
ら
実
施
）

○
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
（
厚
生
労
働
省
）
と
放
課
後
子
供
教
室
（
文
部
科
学
省
）
の
連
携
を
推
進

【
主
な
成
果
】
市
町
村
毎
の
運
営
委
員
会
へ
の
教
育
委
員
会
及
び
福
祉
部
局
担
当
者
の
参
画
や
、
両
事
業
の
指
導
者
研
修
の
合
同
開
催
等

【
主
な
課
題
】
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
放
課
後
子
供
教
室
の
連
携
が
不
十
分
、
学
校
施
設
の
活
用
が
不
十
分

な
ど

文
部
科
学
省
で
は
「
新
教
育
委
員
会
制
度
へ
の
移
行
に
関
す
る
調
査
」
を
実
施
。
第
回
総
合
教
育
会
議
の
内
容
が
、
「
福
祉
部
局
と
連
携
し
た
総
合
的
な
放
課
後
対
策
」
と
答
え
た
自
治
体
は
、

都
道
府
県
・
指
定
都
市
、

市
町
村
。
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 ○
 
小
学
校
の
余
裕
教
室
の
活
用
や
、
学
校
敷
地
内
や
公
共
施
設
の
空
き
室
な
ど
で
の

「
学
童
保
育
室
」
の
整
備
、
定
員
の
見
直
し
な
ど
に
よ
り
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
受
入

児
童
数
を
対
前
年
度

3
4
9
人
増
員
し
た
（平
成

2
7
年
度
）。

 

○
 
「
放
課
後
の
す
ご
し
方
ガ
イ
ド
」の
配
付
に
よ
り
、
平
成

2
7
年
度
は
、
前
年
度
よ
り
新
１

年
生
の
児
童
数
が
増
加
し
た
に
も
関
わ
ら
ず
、
学
童
保
育
室
の
新
１
年
生
の
申
込
み

が
、
対
前
年
度
約

1
0
0
名
減
少
し
た
。
 

学
童
保
育
室

 
（放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
） 

活
動
日
数
ま
た
は
講
座
数

 
約

29
0日

 

実
施
場
所

 
「
住
区
セ
ン
タ
ー
」
、
小
学
校
内
等

 

共
通
の
活
動
場
所

 
小
学
校
内

 

～
地
域
ぐ
る
み
で
取
り
組
む
放
課
後
の
子
ど
も
達
の
安
全
・
安
心
な
居
場
所
づ
く
り
～

 
東
京
都

足
立
区

○
 
「
学
童
保
育
室
」
の
確
保
の
た
め
、
地
域
の
理
解
を
得
な
が
ら
小
学
校
の
余
裕
教
室
等
の
活
用
、
区
有
地
（公
園
な
ど
）
の
転
用
を
進
め
て
い
る
。

 

○
 
足
立
区
で
は
、
平
成

2
7
年
度
よ
り
、
小
学
校
の
新
１
年
生
の
保
護
者
向
け
に
、
就
学
時
健
診
時
に
「放
課
後
す
ご
し
方
ガ
イ
ド
」を
配
付
し
、
放
課
後

子
供
教
室
や
児
童
館
、
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
な
ど
、
「学
童
保
育
室
」以
外
の
放
課
後
の
居
場
所
に
つ
い
て
、
周
知
の
強
化
を
図
っ
て
い
る
。

 

○
 
児
童
館
で
は
、
特
例
利
用
（学
校
か
ら
帰
宅
せ
ず
直
接
児
童
館
へ
来
館
）も
実
施
し
、
学
校
休
業
日
の
開
館
時
間
を
早
め
た
り
、
入
退
室
メ
ー
ル
配

信
サ
ー
ビ
ス
を
導
入
す
る
な
ど
、
高
学
年
児
童
や
保
護
者
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
放
課
後
の
安
全
・
安
心
な
居
場
所
の
確
保
を
進
め
て
い
る
。

 

○
 
｢あ
だ
ち
放
課
後
子
ど
も
教
室
｣を
所
管
し
て
い
る
教
育
委
員
会
や
関
係
機
関
と
「足
立
区
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
に
つ
い
て
協
議
を
重
ね
、
小

学
校
の
改
築
時
な
ど
に
｢学
童
保
育
室
｣の
小
学
校
内
へ
の
設
置
を
促
進
す
る
こ
と
や
、
一
体
型
の
運
営
に
つ
い
て
定
期
的
に
関
係
者
で
会
議
を
行
う

こ
と
な
ど
を
プ
ラ
ン
に
盛
り
込
む
こ
と
で
合
意
し
た
。
（「
足
立
区
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
は
、
平
成

2
8
年
３
月
末
策
定
予
定
。
） 

  
足
立
区
で
は
昭
和
５
５
年
か
ら
、
児
童
館
、
老
人
館
、
学
童
保
育
室
（＝
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
）、
集
会
室

を
備
え
た
複
合
施
設
「
住
区
セ
ン
タ
ー
」の
整
備
を
進
め
て
き
た
（
平
成

2
7
年
度
現
在
４
８
館
）。

 
住
区
セ
ン
タ
ー
の
運
営
は
周
辺
地
域
町
会
役
員
な
ど
で
構
成
さ
れ
た
管
理
運
営
委
員
会
に
委
託
し
、
「学

童
保
育
室
」
の
運
営
も
地
域
の
子
育
て
経
験
者
な
ど
が
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
担
っ
て
き
た
。
 

 
小
学
校
の
余
裕
教
室
や
公
共
施
設
の
空
き
室
、
公
園
な
ど
を
活
用
し
て
「
学
童
保
育
室
」を
新
設
し
た
場

合
も
、
「
住
区
セ
ン
タ
ー
」の
分
室
と
位
置
づ
け
、
地
域
に
運
営
の
協
力
を
得
て
き
た
。
 

ポ
イ
ン
ト

 

取
組
の
効
果

 

概
要

 

基
礎
デ
ー
タ

 

※
足
立
区
に
お
け
る
取
組
の
一
事
例
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放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
関
係

平
成

年
度
補
正
予
算
及
び
平
成

年
度
予
算
（
案
）
の
概
要

○
「
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
（
平
成

年
７
月

日
文
部
科
学
省
と
共
同
で
策
定
）
に
基
づ
き
、
平
成

年
度
末
ま
で
に
約

万
人
分
の
受
け
皿
を
整
備
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
、
「
量
的
拡
充
」
の
た
め
の
支
援
策
を
平
成

年
度
に
引
き
続
き
強
化
す
る

た
め
、
各
種
新
規
メ
ニ
ュ
ー
を
盛
り
込
み
、
待
機
児
童
が
多
く
存
在
す
る
市
町
村
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
の
前
倒
し

実
施
を
含
め
、
受
入
児
童
数
の
更
な
る
拡
大
を
促
し
、
待
機
児
童
の
解
消
に
向
け
た
取
組
の
よ
り
一
層
の
強
化
を
図
る
よ
う
、

市
町
村
へ
の
支
援
の
充
実
を
図
る
。

○
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
関
係
予
算

５
８
２
．
７
億
円
（
５
７
５
．
０
億
円
）

・
受
入
児
童
数
の
拡
大

人
（
平
成

年
度
）
→

人
（
平
成

年
度
）
［
約

万
人
増
］

万
人

（
実
績
）

平
成

年
度

年
度

年
度

・
・
・
・

万
人

（
予
算
）

万
人

約
万
人
分

市
町
村
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
の
期
間
（
平
成

～
年
度
）

万
人

（
予
算
）

年
度

約
万
人
分

（
参
考
）
 

（
※
）
平
成

年
度
の
数
値
は
、
潜
在
ニ
ー
ズ
も
含
め
た
利
用
ニ
ー
ズ
（
「
量
の
見
込
み
」
）
の
全
国
集
計
値

関
連
資
料
４

 
資料４
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１
．
運
営
費
等

４
４
６
．
０
億
円
（
４
３
１
．
７
億
円
）

（
１
）
量
的
拡
充
（
「
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」
に
よ
る
量
的
拡
充
の
た
め
の
市
町
村
へ
の
支
援
策
の
充
実
）

①
放
課
後
子
ど
も
環
境
整
備
事
業
の
充
実

ア
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
設
置
促
進
事
業
の
充
実
【
拡
充
】

 
 

  
 
（
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
  

 
 
 
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
設
置
促
進
事
業
（小
学
校
の
余
裕
教
室
や
民
家
・ア
パ
ー
ト等
の
既
存
施
設
の
改
修
、
設
備
の
整
備
・修
繕
及
び

 
 
 

 
  

 
 
備
品
の
購
入
を
行
う
事
業
）の
国
庫
補
助
基
準
額
の
引
上
げ
を
行
う
。
 

 
 

  
（
イ
）補
助
基
準
額
（
案
）：
１
２
，
０
０
０
千
円
（７
，
０
０
０
千
円
）

イ
一
体
型
の
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
・
放
課
後
子
供
教
室
の
強
力
な
推
進
【
継
続
】

 
 

 
 

 （
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 

 
 小
学
校
の
余
裕
教
室
を
改
修
等
し
て
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
設
置
す
る
と
と
も
に
放
課
後
子
供
教
室
と
一
体
的
に
実
施
す
る
場
合
に

 
 
 

 
 

 
 

 は
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
設
置
促
進
費
及
び
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
環
境
改
善
費
に
加
え
て
、
一
体
的
に
実
施
す
る
際
に
必
要
と
な
る
設

 
 
 

 
 

 
 

 備
の
整
備
・
修
繕
及
び
備
品
の
購
入
に
係
る
経
費
の
上
乗
せ
補
助
を
行
う
。

 
 
 

 
 

 
 

 
［
（
※
）
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
市
町
村
行
動
計
画
へ
の
一
体
型
の
目
標
事
業
量
等
の
記
載
を
補
助
要
件
と
す
る
。
］
 

 
 
  
（
イ
）補
助
基
準
（
加
算
）額
（案
）：
１
，
０
０
０
千
円

 

ウ
幼
稚
園
・
認
定
こ
ど
も
園
等
の
活
用
の
促
進
【
継
続
】

 
 

 
 

 （
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

  
 
 
幼
稚
園
、
認
定
こ
ど
も
園
等
を
活
用
し
て
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
設
置
促
進
を
図
る
た
め
に
必
要
と
な
る
小
学
生
向
け
の
遊
具
等
を
購

 
  
  
 

 
  

 
入
等
す
る
た
め
の
環
境
改
善
経
費
（設
備
の
整
備
・
修
繕
及
び
備
品
の
購
入
）の
補
助
を
行
う
。
 

 
 

 
 

 
 

 
［
（
※
）
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
市
町
村
行
動
計
画
へ
の
一
体
型
の
目
標
事
業
量
等
の
記
載
を
補
助
要
件
と
す
る
。
］
 

 
 
  
（
イ
）補
助
基
準
額
（
案
）
：５
，
０
０
０
千
円

 
 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
：内

閣
府
予
算
に
計
上
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②
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
運
営
支
援
事
業

ア
賃
借
料
補
助
【
継
続
】

 
 

 
 （
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

  
 
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
待
機
児
童
の
解
消
を
図
る
た
め
の
措
置
と
し
て
、
待
機
児
童
が
存
在
し
て
い
る
地
域
等
に
お
い
て
、
学
校

 
 
 

 
 

 
 敷
地
外
の
民
家
・
ア
パ
ー
ト
等
を
活
用
し
て
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
平
成

2
7
年
度
以
降
に
新
た
に
運
営
す
る
た
め
に
必
要
な
賃
借
料
の

 
 
 

 
 

 
 補
助
を
行
う
。

 
 
 

 
 

 
 ［
（
※
）
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
市
町
村
行
動
計
画
へ
の
一
体
型
の
目
標
事
業
量
等
の
記
載
を
補
助
要
件
と
す
る
。
］ 

 
 

 
 （
イ
）
補
助
基
準
額
（
案
）
：３
，
０
５
２
千
円
（３
，
０
８
０
千
円
） 

イ
移
転
関
連
費
用
補
助
【
新
規
】

 
 

 
 （
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
  

 
 
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
待
機
児
童
の
解
消
を
図
る
た
め
の
措
置
と
し
て
、
待
機
児
童
が
存
在
し
て
い
る
地
域
等
に
お
い
て
、
学
校

 
 
 

 
  

 
敷
地
外
の
民
家
・
ア
パ
ー
ト
等
か
ら
、
よ
り
広
い
場
所
に
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
移
転
し
て
、
受
入
児
童
数
を
増
や
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
そ

 
 
 

 
 

 
 の
移
転
に
係
る
経
費
の
補
助
を
行
う
。
 
 

 
 

 

 
 

  
（
イ
）
補
助
基
準
額
（
案
）：
２
，
５
０
０
千
円
［
１
支
援
の
単
位
当
た
り
年
額
］ 

 

ウ
土
地
借
料
補
助
【
新
規
】

 
 

 
 （
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
  
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
待
機
児
童
の
解
消
を
図
る
た
め
の
措
置
と
し
て
、
待
機
児
童
が
存
在
し
て
い
る
地
域
等
に
お
い
て
、
学
校

 
 
 

 
  

 
敷
地
外
の
土
地
を
活
用
し
て
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
設
置
す
る
際
に
必
要
な
土
地
借
料
へ
の
補
助
を
行
う
。
 
 

 
 

 

 
  

 （
イ
）
補
助
基
準
額
（
案
）：
６
，
１
０
０
千
円
［
１
支
援
の
単
位
当
た
り
年
額
］ 

 
 

  
（
ウ
）
補
助
対
象
：
施
設
整
備
費
の
対
象
と
な
る
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
、
学
校
法
人
、
公
益
法
人
以
外
の
民
間
団
体
等

 
 

③
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
送
迎
支
援
事
業
【
継
続
】

 
  
（
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

  
授
業
終
了
後
に
学
校
敷
地
外
の
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
移
動
す
る
際
に
、
子
ど
も
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
地
域
に
お
い
て

 
 
 

 
 

 子
ど
も
の
健
全
育
成
等
に
関
心
を
持
つ
高
齢
者
や
主
婦
等
の
活
用
等
に
よ
る
送
迎
支
援
を
行
う
た
め
に
必
要
な
経
費
の
補
助
を
行
う
。
 

 
  
（
イ
）
補
助
基
準
額
（
案
）
：４
５
４
千
円
（
４
３
５
千
円
）
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（
２
）
質
の
向
上

①
放
課
後
児
童
支
援
員
等
処
遇
改
善
等
事
業
【
継
続
】

 
 

 
（
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 
保
育
所
と
の
開
所
時
間
の
乖
離
を
縮
小
し
、
保
育
の
利
用
者
が
就
学
後
も
引
き
続
き
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
円
滑
に
利
用
で
き
る
よ
う
に
、
 

 
 

 
 

 
1
8
時
半
を
超
え
て
開
所
す
る
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
い
て
、
 

 
 

 
 

 
 
（
ⅰ
）
家
庭
、
学
校
等
と
の
連
絡
及
び
情
報
交
換
等
に
主
担
当
と
し
て
従
事
す
る
者
を
配
置
す
る
場
合
に
、
非
常
勤
職
員
１
名
分
の
賃
金

 
 
 

 
 

 
 

 
 
改
善
経
費
の
上
乗
せ

 
 
 

 
 

 
 
（
ⅱ
）
ま
た
は
、
（
ⅰ
）
に
加
え
、
地
域
と
の
連
携
、
協
力
等
に
主
担
当
と
し
て
従
事
す
る
常
勤
職
員
を
配
置
す
る
場
合
に
、
そ
の
賃
金
改
善

 
 
 

 
 

 
 

 
 
経
費
を
含
む
当
該
常
勤
職
員
を
配
置
す
る
た
め
の
経
費
の
上
乗
せ

 
 
 

 
 

 
を
行
う
た
め
に
必
要
な
経
費
の
補
助
を
行
う
。
 

 
 

 
（
イ
）
補
助
基
準
額
（
案
）：
（
ⅰ
）
１
，
５
８
１
千
円
（１
，
５
３
９
千
円
） 
（
ⅱ
）
２
，
９
３
２
千
円
（２
，
８
３
１
千
円
）
 

②
障
害
児
受
入
強
化
推
進
事
業
【
継
続
】

 
 

 
（
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
で
障
害
児
の
受
入
れ
を
行
う
場
合
、
受
け
入
れ
る
障
害
児
数
に
関
わ
ら
ず
職
員
を
１
名
加
配
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る

 
 
 

 
 

 
が
、
障
害
児
５
人
以
上
の
受
入
れ
を
行
う
場
合
に
つ
い
て
は
、
加
配
職
員
１
名
に
追
加
し
て
更
に
１
名
を
配
置
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
の

 
 
 

 
 

 
補
助
を
行
う
。

 

 
 

 
（
イ
）
補
助
基
準
額
（
案
）：
１
，
７
４
８
千
円
（
１
，
７
１
２
千
円
）
 

③
小
規
模
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
支
援
事
業
【
継
続
】

 
 

 
（
ア
）
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 
「
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
」で
は
、
放
課
後
児
童
支
援
員
等
の
２
人
以
上
の
配
置
を
基
本
と

 
 
 

 
 

 
し
て
い
る
た
め
、

1
9
人
以
下
の
小
規
模
ク
ラ
ブ
に
つ
い
て
、
複
数
配
置
し
て
運
営
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
必
要
な
経
費
の
補
助
を

 
 
 

 
 

 
行
う
。

 

 
 

 
（
イ
）
補
助
基
準
額
（
案
）：
５
４
４
千
円
（５
３
２
千
円
） 
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２
．
整
備
費

１
２
８
．
８
億
円
（
１
４
３
．
３
億
円
）

（
１
）
創
設
整
備
等
【
継
続
】

 
 
  
  

 
市
町
村
が
、
子
ど
も
・子

育
て
支
援
法
に
基
づ
く
市
町
村
子
ど
も
・子

育
て
支
援
事
業
計
画
及
び
「放

課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
」に
位
置
付

 
 
 

 
 

 
け
た
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
整
備
を
行
う
た
め
の
経
費
に
対
す
る
補
助
を
行
う
。
 
 

 

 
 

 
 

 
①
実
施
主
体
：
市
町
村

 

 
 

 
 

 
②
補
助
対
象
事
業
者
：
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
、
学
校
法
人
、
公
益
法
人

 

 
 

 
 

 
③
補
助
基
準
額
（
案
）
： 

 
 

 
 

 
  
ア

 
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
に
基
づ
く
学
校
敷
地
内
で
の
創
設
整
備
の
場
合

 
４
９
，
９
２
８
千
円
（４
８
，
８
５
９
千
円
） 

 
 

 
 

 
 

  
［
（
※
）
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
市
町
村
行
動
計
画
へ
の
一
体
型
の
目
標
事
業
量
等
の
記
載
を
補
助
要
件
と
す
る
。
］
 

 
 
イ

 
上
記
以
外
の
場
合
：
 
２
４
，
９
６
４
千
円
（２
４
，
４
２
７
千
円
）
 

 
 

 
 

 
④
補
助
率
：
１
／
３
 

   
（
２
）
土
地
借
料
加
算
【
新
規
】
 

 
 

 
 

 
  
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
待
機
児
童
の
解
消
を
図
る
た
め
の
措
置
と
し
て
、
待
機
児
童
が
存
在
し
て
い
る
地
域
等
に
お
い
て
、
学
校

 
 
 

 
  

 
敷
地
外
の
土
地
を
活
用
し
て
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
設
置
す
る
際
に
必
要
な
土
地
借
料
に
係
る
加
算
を
行
う
。

 
 

 

 
 

 
 

 
①
実
施
主
体
：
市
町
村

 

  
  
  

 
 ②
補
助
対
象
事
業
者
：
市
町
村
、
社
会
福
祉
法
人
、
学
校
法
人
、
公
益
法
人

 

 
 

 
 

 
③
補
助
基
準
額
（案

）
：６
，
１
０
０
千
円

 

 
 

 
 

 
④
補
助
率
：
１
／
３
 

 
国
：
１
／
３
、
都
道
府
県
１
／
３
、
市
町
村
１
／
３
 

 
国
：
２
／
９
、
都
道
府
県
２
／
９
、
市
町
村
２
／
９
、
社
会
福
祉
法
人
等
１
／
３
 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
整
備
交
付
金
：内

閣
府
予
算
に
計
上

 
国
：
１
／
３
、
都
道
府
県
１
／
３
、
市
町
村
１
／
３
 

 
国
：
２
／
９
、
都
道
府
県
２
／
９
、
市
町
村
２
／
９
、
社
会
福
祉
法
人
等
１
／
３
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３
．
そ
の
他
（
放
課
後
児
童
支
援
員
等
研
修
関
係
）

（
１
）
職
員
の
資
質
向
上
・
人
材
確
保
等
研
修
事
業

１
５
．
８
億
円
の
内
数
（
１
５
．
７
億
円
の
内
数
）

①
放
課
後
児
童
支
援
員
認
定
資
格
研
修
事
業
【
継
続
】

 
 

 
（
ア
）
 
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 
「
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
」に
基
づ
き
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
従
事
す
る
放
課
後
児
童
支
援
員

 
 
 

 
 

 
と
し
て
認
定
さ
れ
る
た
め
に
修
了
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
都
道
府
県
知
事
が
行
う
研
修
（
認
定
資
格
研
修
）を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る

 
 
 

 
 

 
経
費
の
補
助
を
行
う
。

 

 
 

 
（
イ
）
 
実
施
主
体
：
都
道
府
県
（
一
部
委
託
可
） 

 
 

 
（
ウ
）
 
補
助
基
準
額
（案
）：
厚
生
労
働
大
臣
が
認
め
る
額

 （
１
回
当
た
り
９
８
３
千
円
（８
１
０
千
円
）を
目
安
と
し
て
、
予
算
の
範
囲
内
で
必
要
な
経
費
を
補
助
）
 

 
 

 
（
エ
）
 
補
助
率
：
国
１
／
２
、
都
道
府
県
１
／
２
 

 
 

 
（
オ
）
 
そ
の
他
：
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
従
事
し
て
い
る
者
が
認
定
資
格
研
修
を
受
講
す
る
際
の
代
替
職
員
の
雇
上
げ
等
経
費
に
つ
い
て
は
、
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 運
営
費
に
計
上

 
 

②
放
課
後
児
童
支
援
員
等
資
質
向
上
研
修
事
業
【
継
続
・
拡
充
】

 
 

 
（
ア
）
 
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 
平
成

2
7
年
３
月
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
「
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
従
事
す
る
者
の
研
修
体
系
の
整
理
－
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
質
の
向
上

 
 
 

 
 

 
の
た
め
の
研
修
企
画
検
討
会
ま
と
め
－
」
に
お
い
て
、
「放
課
後
児
童
支
援
員
等
の
資
質
の
向
上
を
図
る
た
め
に
は
、
個
々
の
職
員
の
経
験

 
 
 

 
 

 
年
数
や
保
有
資
格
、
ス
キ
ル
に
応
じ
て
、
（略
）計
画
的
に
育
成
し
て
い
く
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
」と
の
指
摘
を
踏
ま
え
、

 
 
 

 
 

 
都
道
府
県
及
び
市
町
村
が
実
施
す
る
現
任
の
従
事
者
向
け
の
研
修
に
つ
い
て
、
平
成

2
8
年
度
に
お
い
て
は
、
初
任
者
研
修
（１
年
～
５
年

 
 
 

 
 

 
未
満
を
目
安
）
と
中
堅
者
研
修
（５
年
以
上
を
目
安
）を
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
の
補
助
を
行
う
。

 

 
 

 
（
イ
）
 
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）（
委
託
可
） 

 
 

 
（
ウ
）
 
補
助
基
準
額
（
案
）：
厚
生
労
働
大
臣
が
認
め
る
額

 （
１
か
所
当
た
り
１
，
９
９
２
千
円
（１
，
４
２
４
千
円
）を
目
安
と
し
て
、
予
算
の
範
囲
内
で
必
要
な
経
費

 
  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
を
補
助
）
 

 
 

 
（
エ
）
 
補
助
率
：
国
１
／
２
、
都
道
府
県
・市
町
村
１
／
２
 

 
 

 
（
オ
）
 
そ
の
他
：
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
従
事
し
て
い
る
者
が
当
該
研
修
を
受
講
す
る
際
の
代
替
職
員
の
雇
上
げ
等
経
費
に
つ
い
て
は
、
運
営

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
費
に
計
上

 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
対
策
推
進
事
業
費
補
助
金
：
厚
生
労
働
省
予
算
に
計
上
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４
．
そ
の
他
（
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
け
る
勤
務
環
境
の
改
善
）
７
．
９
億
円
（
平
成

年
度
補
正
予
算
）

○
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
環
境
改
善
整
備
推
進
事
業
（
仮
称
）
【
新
規
】

 
 

 
（
ア
）
 
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 

 
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
お
い
て
は
、
平
成
２
７
年
３
月
に
策
定
さ
れ
た
「放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
運
営
指
針
」に
お
い
て
、
 

 
 

 
 

 
 

 
・
子
ど
も
の
育
成
支
援
の
目
標
や
計
画

 
 
 

 
 

 
 

 
・
日
々
の
子
ど
も
の
状
況
や
育
成
支
援
の
内
容
の
記
録

 
 
 

 
 

 
 
な
ど
に
つ
い
て
作
成
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
対
応
に
伴
う
放
課
後
児
童
支
援
員
等
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
パ
ソ
コ

 
 
 

 
 

 
 
ン
や
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
な
ど
の
購
入
に
必
要
な
経
費
の
補
助
を
行
う
。

 

 
 

 
（
イ
）
 
実
施
主
体
：
市
町
村
（
委
託
等
可
） 

 
 

 
（
ウ
）
 
補
助
基
準
額
（
案
）：
５
０
０
千
円

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
［
１
支
援
の
単
位
当
た
り
年
額
］
 

 
 

 
（
エ
）
 
補
助
率
：
国
３
／
４
、
市
町
村
１
／
４
 

厚
生
労
働
省
予
算
に
計
上

（
２
）
指
導
者
養
成
等
研
修
事
業

１
．
３
億
円
の
内
数
（
１
．
３
億
円
の
内
数
）

○
都
道
府
県
認
定
資
格
研
修
講
師
養
成
研
修
【
継
続
】

 
 

 
（
ア
）
 
事
業
内
容

 
 
 

 
 

 
 

 都
道
府
県
知
事
が
行
う
研
修
（
認
定
資
格
研
修
）の
講
師
と
な
る
者
を
養
成
す
る
た
め
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
放
課
後
児
童
支
援
員
と

 
 
 

 
 

 
し
て
従
事
す
る
た
め
に
必
要
な
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
、
役
割
及
び
育
成
支
援
の
内
容
等
の
共
通
の
理
解
と
そ
れ
を
実
践
す
る
際
の
基
本
的
な

 
 
 

 
 

 
考
え
方
や
心
得
を
共
通
の
認
識
と
し
て
持
ち
、
講
師
と
し
て
の
一
定
の
資
質
及
び
水
準
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
全
国
を
ブ
ロ
ッ
ク
に

 
 
 

 
 

 
分
け
て
本
研
修
を
実
施
す
る
。
 

 
 

 
（
イ
）
 
実
施
主
体
：
国
（
民
間
団
体
に
委
託
し
て
実
施
）
 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
対
策
推
進
事
業
委
託
費

：
厚
生
労
働
省
予
算
に
計
上

育
成
支
援
計
画
や
子
ど
も
の

日
々
の
記
録
等
に
つ
い
て
デ
ー

タ
上
で
作
成
・
管
理
す
る
た
め
の

パ
ソ
コ
ン
や
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
な
ど

の
購
入
を
支
援

 

※
 
本
経
費
に
つ
い
て
は
、
国
に
お
い
て
次
年
度
へ
の
予
算
の

 
 

  
繰
越
手
続
を
行
う
予
定
で
あ
る
た
め
、
市
町
村
に
お
け
る
予

 
 

 算
措
置
は
、
平
成

2
8
年
度
予
算
で
の
対
応
も
可
と
す
る
予

 
 

 定
で
あ
る
。
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※
国
庫
補
助
基
準
額
は
児
童
数

36
～

45
人
を
除
き
、
１
人
ご
と
に
異
な
る
。

 
※

19
人
以
下
の
国
庫
補
助
基
準
額
に
は
、
質
の
向
上
の
「
小
規
模
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
支
援
事
業
」
（
H

27
年
度
：
53

2千
円
、

H
28
年
度
案
：
54

4千
円
）
を
含
む
。

 

平
成

年
度
と
平
成

年
度
（
案
）
の
国
庫
補
助
基
準
額
の
比
較

（
参
考
１
）
 

1,
47

7,
00

0 
 

2,
26

7,
00

0 
 

1,
50

2,
00

0 
 

2,
30

4,
00

0 
 

0

50
0,

00
0

1,
00

0,
00

0

1,
50

0,
00

0

2,
00

0,
00

0

2,
50

0,
00

0

1～
19
人

 
20
人
～

 

（
特
例
分
（

20
0～

24
9日

開
所
）
）

 

平
成

27
年
度

 

平
成

28
年
度

 

1,
58

5,
00

0 
 1,

95
6,

00
0 

 

3,
47

2,
00

0 
 

3,
70

6,
00

0 
 

3,
52

6,
00

0 
 

3,
13

6,
00

0 
 

2,
91

7,
00

0 
 

1,
61

3,
00

0 
 

1,
99

1,
00

0 
 

3,
51

4,
50

0 
 

3,
74

4,
00

0 
 

3,
55

5,
00

0 
 3,
14

5,
50

0 
 

2,
91

7,
00

0 
 

0

50
0,

00
0

1,
00

0,
00

0

1,
50

0,
00

0

2,
00

0,
00

0

2,
50

0,
00

0

3,
00

0,
00

0

3,
50

0,
00

0

4,
00

0,
00

0

5人
 

19
人

 
27
人

 
36
～

45
人

 
51
人

 
64
人

 
71
人
～

 

平
成

27
年
度

 

平
成

28
年
度
（
案
）

 主
な
補
助
単
価
（
単
位
：
円
）

児
童
数

開
設
日
数

日
以
上

特
例
分
（

～
日
）

人 人

人 人 人 ～
人

人 人 人
～
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放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
「
支
援
の
単
位
」
当
た
り
の
運
営
費
の
内
容

平
成

28
年
度
（
案
）

 
（

36
～

45
人
単
価
）

 

基
本
額

 
7,

41
2,

00
0円

 
 

事
業
費
ベ
ー
ス
：

 
7,

48
8,

00
0円

 
（
国
庫
補
助
基
準
額
：

 
3,

74
4,

00
0円

）
 

開
所
日
数
加
算

 
（

30
,0

00
円
×
日
数
）

 

（
参
考
２
）
 

長
時
間
開
所
加
算

 
        

（
58

5,
00

0円
×

 
年
間
平
均
時
間
数
）

 
※
平
日
分

 

（
26

3,
00

0円
×

 
年
間
平
均
時
間
数
） 

※
長
期
休
暇
等
分

 

平
成

27
年
度

 
（

36
～

45
人
単
価
）

 

事
業
費
ベ
ー
ス
：

 
7,

41
2,

00
0円

 
（
国
庫
補
助
基
準
額
：

 
3,

70
6,

00
0円

）
 

う
ち
人
件
費
相

当
分
：

 
5,

32
9,

00
0円

 
う
ち
研
修
関
係

経
費
：

 
79

3,
00

0円
 

基
本
額

 
7,

48
8,

00
0円

 
 

開
所
日
数
加
算

 
（

30
,0

00
円
×
日
数
）

 

長
時
間
開
所
加
算

 
        

（
59

6,
00

0円
×

 
年
間
平
均
時
間
数
）

 
※
平
日
分

 

（
26

8,
00

0円
×

 
年
間
平
均
時
間
数
）

 
※
長
期
休
暇
等
分

 

う
ち
人
件
費
相

当
分
：

 
5,

44
1,

00
0円

 
う
ち
研
修
関
係

経
費
：

 
80

4,
00

0円
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平
成
２
７
年
度
放
課
後
児
童
支
援
員
等
処
遇
改
善
等
事
業
の
実
施
状
況
①
（
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
事
前
協
議
ベ
ー
ス
）

（
※
）
①
は
、
非
常
勤
を
含
む
職
員
の
賃
金
改
善
に
必
要
な
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
事
業
を
実
施
し
て
い
る
市
町
村

 
②
は
、
常
勤
職
員
を
配
置
す
る
た
め
の
追
加
費
用
（
賃
金
改
善
に
必
要
な
費
用
を
含
む
）
の
一
部
を
補
助
す
る
事
業
を
実
施
し
て
い
る
市
町
村

 

都
道
府
県

実
施

市
区
町
村
数

（
う
ち
②
実
施
数
）

市
区
町
村

北
海
道

（
）

札
幌
市
①

函
館
市
①

名
寄
市
①

帯
広
市
①

青
森
県

（
）

藤
崎
町
①

三
戸
町
①

新
郷
村
①

岩
手
県

（
）

大
船
渡
市
①

花
巻
市
①

北
上
市
①
②

久
慈
市
①
②

一
関
市
①

陸
前
高
田
市
②

滝
沢
市
①

宮
城
県

（
）

仙
台
市
①

秋
田
県

（
）

能
代
市
①

山
形
県

（
）

山
形
市
②

米
沢
市
②

鶴
岡
市
①
②

酒
田
市
①

新
庄
市
②

寒
河
江
市
②

村
山
市
②

天
童
市
②

東
根
市
②

大
江
町
②

大
石
田
町
①
②

遊
佐
町
①

福
島
県

（
）

会
津
若
松
市
①
②

い
わ
き
市
①

茨
城
県

（
）

水
戸
市
①

古
河
市
①

栃
木
県

（
）

佐
野
市
①

日
光
市
①

那
須
塩
原
市
①
②

野
木
町
②

群
馬
県

（
）

前
橋
市
②

高
崎
市
①

伊
勢
崎
市
①

太
田
市
①

館
林
市
①

渋
川
市
①

藤
岡
市
①
②

富
岡
市
①

安
中
市
①

邑
楽
町
①

埼
玉
県

（
）

さ
い
た
ま
市
①

熊
谷
市
①

飯
能
市
①

加
須
市
①

本
庄
市
①
②

深
谷
市
②

富
士
見
市
①

坂
戸
市
②

幸
手
市
①

鶴
ヶ
島
市
①

日
高
市
①

嵐
山
町
②

小
川
町
①

川
島
町
①

吉
見
町
①

鳩
山
町
①
②

と
き
が
わ
町
①

上
里
町
①

寄
居
町
①

千
葉
県

（
）

船
橋
市
①

柏
市
①

成
田
市
①

佐
倉
市
①

習
志
野
市
①

印
西
市
②

白
井
市
①

東
京
都

（
）

葛
飾
区
①
②

神
奈
川
県

（
）

平
塚
市
①

鎌
倉
市
①

茅
ヶ
崎
市
②

伊
勢
原
市
①

南
足
柄
市
①

綾
瀬
市
①

松
田
町
①

新
潟
県

（
）

燕
市
①

魚
沼
市
①

富
山
県

（
）

石
川
県

（
）

金
沢
市
①

七
尾
市
①

小
松
市
①

羽
咋
市
①

か
ほ
く
市
①

津
幡
町
①

福
井
県

（
）

山
梨
県

（
）

長
野
県

（
）

松
本
市
①
②

上
田
市
①
②

須
坂
市
①

佐
久
市
①

岐
阜
県

（
）

岐
阜
市
①

大
垣
市
①

瑞
浪
市
②

恵
那
市
①

静
岡
県

（
）

静
岡
市
①

伊
東
市
②

富
士
市
①

焼
津
市
①
②

愛
知
県

（
）

名
古
屋
市
①

津
島
市
②

東
海
市
①

三
重
県

（
）

津
市
①

伊
勢
市
①

松
阪
市
①

桑
名
市
①

鈴
鹿
市
①

亀
山
市
①
②

熊
野
市
①

御
浜
町
①

資料５
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都
道
府
県

実
施

市
区
町
村
数

（
う
ち
②
実
施
数
）

市
区
町
村

滋
賀
県

（
）

守
山
市
①

栗
東
市
②

野
洲
市
①
②

湖
南
市
①
②

高
島
市
①

東
近
江
市
①

日
野
町
①

竜
王
町
①

京
都
府

（
）

大
阪
府

（
）

堺
市
①

豊
中
市
①

枚
方
市
①

熊
取
町
①
②

兵
庫
県

（
）

神
戸
市
②

宝
塚
市
①

川
西
市
①

加
西
市
①

奈
良
県

（
）

奈
良
市
①

天
理
市
①

橿
原
市
①

生
駒
市
①

和
歌
山
県

（
）

橋
本
市
①

湯
浅
町
①

広
川
町
②

串
本
町
②

有
田
川
町
②

鳥
取
県

（
）

島
根
県

（
）

大
田
市
①

岡
山
県

（
）

岡
山
市
①

倉
敷
市
①

広
島
県

（
）

東
広
島
市
①

山
口
県

（
）

徳
島
県

（
）

小
松
島
市
①

吉
野
川
市
①

石
井
町
①

香
川
県

（
）

高
松
市
①

愛
媛
県

（
）

高
知
県

（
）

福
岡
県

（
）

久
留
米
市
①

柳
川
市
①

み
や
ま
市
①

鞍
手
町
①

糸
田
町
①

佐
賀
県

（
）

小
城
市
①

長
崎
県

（
）

長
崎
市
①

佐
世
保
市
①

諫
早
市
①

大
村
市
①

西
海
市
①

長
与
町
①

時
津
町
①

東
彼
杵
町
①

川
棚
町
①

熊
本
県

（
）

八
代
市
①
②

水
俣
市
①

玉
名
市
①

菊
池
市
①
②

阿
蘇
市
①

天
草
市
①

合
志
市
①

菊
陽
町
①

嘉
島
町
①

山
郁
町
①

湯
前
町
①

大
分
県

（
）

臼
杵
市
①

由
布
市
①

宮
崎
県

（
）

都
城
市
①

延
岡
市
①

高
鍋
町
①

高
千
穂
町
①

鹿
児
島
県

（
）

指
宿
市
①

薩
摩
川
内
市
①
②

霧
島
市
①

い
ち
き
串
木
野
市
①

南
大
隅
町
①

肝
付
町
①

長
島
町
①

沖
縄
県

（
）

那
覇
市
①
②

宜
野
湾
市
①

浦
添
市
①

名
護
市
①

糸
満
市
①

沖
縄
市
①

豊
見
城
市
①

う
る
ま
市
①
②

宮
古
島
市
①

南
城
市
①

本
部
町
①

北
谷
町
①

北
中
城
村
①

西
原
町
①

南
風
原
町
①
②

合
計

（
）

（
参
考
：
①
実
施
市
区
町
村
数

）

平
成
２
７
年
度
放
課
後
児
童
支
援
員
等
処
遇
改
善
等
事
業
の
実
施
状
況
②
（
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
事
前
協
議
ベ
ー
ス
）

（
※
）
①
は
、
非
常
勤
を
含
む
職
員
の
賃
金
改
善
に
必
要
な
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
事
業
を
実
施
し
て
い
る
市
町
村

 
②
は
、
常
勤
職
員
を
配
置
す
る
た
め
の
追
加
費
用
（
賃
金
改
善
に
必
要
な
費
用
を
含
む
）
の
一
部
を
補
助
す
る
事
業
を
実
施
し
て
い
る
市
町
村
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備
前
市

人
口
：

人
（
平
成

年
月

日
現
在
）

出
生
数
：

人
（
平
成

年
度
）

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
：
か
所
（
平
成

年
度
）

利
用
者
支
援
事
業
：
か
所
（
平
成

年
度
）

開
始
年
度

平
成

年

開
設
日
・
時
間

毎
週
火
～
金
曜
日
。

月
曜
・
土
曜
日
は
隔
週
開
設
。

１
０
：
０
０
～
１
５
：
０
０

相
談
件
数

３
１
３
件
（
月
～

月
）

担
当
ス
タ
ッ
フ

４
名
（
勤
務
は
２
名
体
制
）

～
利
用
者
支
援
事
業
（
基
本
型
）
の
先
進
事
例
①
～

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
子
ど
も
達
の
環
境
を
考
え
る
ひ
こ
う
せ
ん
「
ま
あ
る
」
の
取
組

岡
山
県

備
前
市

○
個
別
相
談
へ
の
対
応
（
主
な
相
談
内
容
：
子
ど
も
の
健
康
、
発
達
・
発
育
、
生
活
習
慣
、
し
つ
け
、
地
域
の
こ

と
、
自
分
自
身
の
こ
と
、
家
族
、
夫
婦
、
仕
事
、
就
園
・
就
学
な
ど
）

○
関
係
機
関
と
の
協
力
体
制
作
り
（
子
育
て
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
役
割
紹
介
、
関
係
機
関
か
ら
の
情
報
収

集
、
連
携
内
容
の
確
認
等
を
実
施
。
連
携
機
関
は
９
９
機
関
（
平
成
２
８
年
２
月
現
在
）
《
例
：
保
育
園
、
幼
稚

園
、
こ
ど
も
園
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
、
小
中
学
校
、
高
校
、
大
学
、
老
人
ク
ラ
ブ
、
産
婦
人
科
、
小
児
科
、
行

政
機
関
他
》
）

○
個
別
な
ニ
ー
ズ
を
持
つ
親
子
へ
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
（
双
子
ち
ゃ
ん
サ
ロ
ン
→
連
携
先
：
行
政
機
関
、
発
達
障

が
い
の
あ
る
子
ど
も
と
親
へ
の
支
援
→
連
携
先
：
行
政
機
関
・
大
学
・
療
育
機
関
）

○
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
に
よ
る
支
援
（
具
体
例
：
産
婦
人
科
や
乳
幼
児
健
診
へ
定
期
訪
問
、
地
域
の
親
子
交
流
会
へ
訪

問
、
園
庭
開
放
へ
訪
問
、
市
内
へ
の
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
へ
の
訪
問
、
公
民
館
の
地
域
活
動
へ
訪
問
等
）

○
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
（
例
：
発
達
障
が
い
児
支
援
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
所
属
、
お
か
や
ま
地
域
子
育
て
支

援
拠
点
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
務
局
担
当
、
岡
山
子
育
て
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
研
究
会
事
務
局
担
当
等
）

な
ど

築
１
０
０
年
の
古
民
家
を
拠
点
に
、
地
域
の
み
ん
な
が
、
ま
あ
る
く
輪
に
な
り
つ
な
が
っ
て
笑
顔
が
た
く
さ
ん
増
え
る
こ
と
を
願
っ
て
、
子
育
て
に
必

要
な
様
々
な
情
報
（
保
育
園
・
幼
稚
園
・
こ
ど
も
園
、
一
時
預
か
り
、
習
い
事
、
医
療
機
関
、
相
談
窓
口
、
予
防
接
種
健
診
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
民
間
の

お
店
や
活
動
な
ど
）
の
把
握
に
努
め
、
地
域
全
体
で
子
育
て
が
サ
ポ
ー
ト
で
き
る
よ
う
に
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
し
て
い
く
。

○
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
や
支
援
に
結
び
つ
い
て
い
な
い
方
へ
の
情
報
提
供
が
で
き
た
。

○
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
い
う
役
割
や
、
守
秘
義
務
の
宣
言
を
示
す
こ
と
に
よ
り
各
機
関
と
の
関
係
が
築
き
や
す
く
な
っ
た
。

○
個
別
の
相
談
を
継
続
的
に
受
け
る
こ
と
に
よ
り
、
個
々
の
家
庭
状
況
に
合
わ
せ
て
必
要
な
支
援
を
当
事
者
と
と
も
に
選
択

し
な
が
ら
一
歩
ず
つ
前
に
進
ん
で
い
る
実
感
が
あ
る
。

○
相
談
を
受
け
て
い
く
過
程
で
必
要
と
感
じ
た
社
会
資
源
を
、
関
係
機
関
と
と
も
に
作
っ
て
い
く
方
向
性
が
見
え
て
き
た
。

○
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
の
ス
タ
ッ
フ
と
の
連
携
を
密
に
取
る
こ
と
に
よ
り
、
拠
点
全
体
の
成
長
に
繋
が
っ
て
い
る
。

ポ
イ
ン
ト

 

取
組
の
効
果

 

概
要

 

基
礎
デ
ー
タ

 

○
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
ス
タ
ッ
フ
と
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
連
携
方
法
に
つ
い
て
も
う
一
工
夫
必
要
。

○
親
子
へ
「
子
育
て
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
」
の
存
在
が
ま
だ
十
分
浸
透
し
て
い
な
い
。

○
「
相
談
室
」
な
ど
、
ハ
ー
ド
面
の
整
備
。

拠
点
で
育
ち
あ
っ
た
親
子
が

地
域
社
会
で
活
躍
で
き
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト

を
大
切
に

今
後
の
課
題

 

資料６
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～
利
用
者
支
援
事
業
（
基
本
型
）
の
先
進
事
例
②
～

香
川
県
高
松
市
の
取
組

香
川
県

高
松
市

○
複
数
の
団
体
で
利
用
者
支
援
事
業
を
行
い
、
各
団
体
の
専
門
性
を
発
揮
し
て
支
援
を

行
う
（
月
に
１
回
以
上
、
打
ち
合
わ
せ
会
を
行
い
、
情
報
共
有
、
意
識
統
一
、
ス
キ
ル

ア
ッ
プ
等
に
努
め
て
い
る
）
。

○
エ
リ
ア
に
「
顔
見
知
り
」
を
つ
く
る
活
動
（
高
松
市
を
４
エ
リ
ア
に
分
け
て
担
当
を
決
め
、
幼
稚
園
・

保
育
所
・
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
の
全
て
を
訪
問
し
て
情
報
を
収
集
）
を
展
開
し
、
現
場
と
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
が
存
在
を
認
識
し
合
い
、
（
顔
で
つ
な
が
る
）
互
い
の
役
割
の
確
認
を
行
う
。

○
敷
居
は
低
く
奥
行
き
は
深
く
（
は
じ
め
は
気
軽
な
「
問
い
合
わ
せ
」
。
そ
こ
か
ら
奥
行
き
の
深
い
支
援
へ
）
。

○
各
地
域
の
状
況
を
把
握
す
る
た
め
、
地
域
巡
回
（
幼
稚
園
・
保
育
所
や
子
育
て
支
援
施
設
を
定
期
訪
問
。

地
域
の
子
育
て
サ
ー
ク
ル
等
の
活
動
も
支
援
）
を
行
い
、
現
場
で
の
課
題
（
ニ
ー
ズ
等
）
を
的
確
に

キ
ャ
ッ
チ
す
る
。

○
当
事
者
の
ニ
ー
ズ
を
丁
寧
に
聞
き
取
り
、
社
会
資
源
の
開
発
（
必
要
な
支
援
で
な
い
も
の
は
つ
く
る
。

例
：
極
低
体
重
児
の
親
子
の
会
の
発
足
）
を
行
う
。

高
松
市
の
利
用
者
支
援
事
業
は
、
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
２
か
所
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
）
、
小
児
科
併
設
の
地
域
子

育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
（
医
療
法
人
）
、
保
育
園
併
設
の
地
域
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
（
社
会
福
祉
法
人
）
の
計
４

拠
点
で
連
携
し
な
が
ら
行
っ
て
い
る
。

複
数
で
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
各
団
体
の
専
門
性
を
発
揮
で
き
る
、
地
域
資
源
の
開
発
の
際
に
も
各
団
体
の
個

性
を
発
揮
で
き
る
、
視
野
が
広
が
る
等
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

○
複
数
の
団
体
で
利
用
者
支
援
事
業
を
行
う
こ
と
で
、
利
用
者
側
も
各
団
体
の
個
性
を
あ
ら
か

じ
め
理
解
し
、
相
談
先
を
選
択
す
る
ケ
ー
ス
も
見
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

○
各
団
体
に
よ
る
月
に
１
回
以
上
の
打
ち
合
わ
せ
を
行
う
こ
と
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
経
験
を
持
ち

寄
り
、
複
眼
的
に
ケ
ー
ス
を
検
討
す
る
こ
と
が
で
き
、
支
援
の
行
き
詰
ま
り
を
事
前
に
予
防
す

る
効
果
が
あ
る
。
ま
た
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
孤
立
を
防
ぐ
仕
組
み
と
し
て
も
有
効
で
あ
る
。

ポ
イ
ン
ト

 

取
組
の
効
果

 

概
要

 

高
松
市

人
口
：

人
（
平
成

年
月

日
現
在
）

出
生
数
：

人
（
平
成

年
度
）

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
：

か
所
（
平
成

年
度
）

利
用
者
支
援
事
業
：
か
所
（
平
成

年
度
）

開
始
年
度

平
成

年
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
の
地

域
機
能
強
化
型
と
し
て
は
平
成

年
月
か
ら
）

開
設
日
・
時
間

月
曜
日
～
金
曜
日

９
：
０
０
～
１
７
：
０
０

相
談
件
数

件
（
平
成

年
度
）
（
施
設
の
合
計
）

担
当
ス
タ
ッ
フ

名
（
専
任

名
、
補
助

名
）
（
施
設
の
合
計
）

○
連
携
体
制
の
強
化

○
と
も
に
育
つ
経
験
の
蓄
積

○
課
題
を
捉
え
て
資
源
開
発

○
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
と
人
材
育
成

相
談
件
数

件
（
平
成

年
度
）
（
施
設
の
合
計
）

担
当
ス
タ
ッ
フ

名
（
専
任

名
、
補
助

名
）
（
施
設
の
合
計
）

       は
じ
め
は
気
軽
な

  
奥
行
の
深
い

 
 
「
問
い
合
わ
せ
」

支
援
へ

 

     

聴
き
と
り
で

 
見
え
て
く
る

 
様
々
な

 
問
題
・
課
題

 

敷
居
は
低
く
奥
行
き
は
深
く

必
要
に
応
じ
た
連
携

ケ
ー
ス
会
議
等

 
課
題
に
応
じ
た

 
地
域
資
源
の
開
発

 
①
敷
居
の
低
い
相
談
の
場
拠
点
ス
タ
ッ
フ
は
身
近
な
存
在

②
遊
び
に
来
る
つ
い
で
に
相
談
で
き
る
安
心
感

③
拠
点
ス
タ
ッ
フ
と
の
信
頼
関
係

④
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
地
域
資
源
と
の
つ
な
が
り

⑤
当
事
者
目
線
で
の
幅
広
い
子
育
て
相
談

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
で
利
用
者
支
援
事
業
を
行
う
メ
リ
ッ
ト

基
礎
デ
ー
タ

 

今
後
の
課
題
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～
利
用
者
支
援
事
業
（
基
本
型
）
の
先
進
事
例
③
～

上
越
市
「
じ
ょ
う
え
つ
子
育
て
ｉ
ｎ
ｆ
ｏ
」
の
取
組

新
潟
県

上
越
市

①
初
め
て
子
育
て
す
る
親
、
転
入
者
へ
の
積
極
的
な
働
き
か
け
を
行
い
、
子
育
て
支
援
情
報
を
提
供
す
る

（
市
の
窓
口
で
転
入
手
続
き
時
や
母
子
健
康
手
帳
交
付
時
に
、
窓
口
で
紹
介
冊
子
を
渡
す
。
紹
介
冊
子

（
子
育
て
ｉ
ｎ
ｆ
ｏ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
）
は
、
質
問
の
多
か
っ
た
項
目
を
集
め
、
利
用
者
目
線
で
作
成
）
。

②
子
育
て
サ
ー
ビ
ス
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
（
個
々
の
背
景
を
聞
き
取
っ
た
上
で
、
官
民
含
め
た
オ
ー
ダ
ー
メ

イ
ド
の
子
育
て
支
援
を
行
う
）
。

③
地
域
と
連
携
し
て
子
育
て
家
庭
を
支
え
る
仕
組
み
の
構
築
（
公
共
、
民
間
の
各
機
関
を
結
び
つ
け
る
。
イ

ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
支
援
と
結
び
付
け
る
）
。

④
利
用
者
へ
の
同
行
支
援
を
行
う
（
病
院
、
健
診
、
予
防
接
種
、
諸
手
続
の
同
行
支
援
。
子
育
て
サ
ー
ビ
ス

利
用
時
の
同
行
支
援
）
。

※
④
、
⑤
に
つ
い
て
は
、
委
託
先
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
独
自
事
業

⑤
訪
問
支
援
（
訪
問
し
て
、
共
に
問
題
解
決
を
図
る
）
。

じ
ょ
う
え
つ
子
育
て
ｉ
ｎ
ｆ
ｏ
は
、
子
ど
も
及
び
そ
の
保
護
者
等
が
子
育
て
に
関
す
る
様
々
な
サ
ー
ビ
ス
を
円
滑
に

利
用
で
き
る
よ
う
必
要
な
支
援
を
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
（
認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
マ
ミ
ー
ズ
・
ネ
ッ
ト
）
と
連
携
し
、
事
業
を
行
っ
て

い
る
。
ま
た
、
「
子
育
て
ｉ
ｎ
ｆ
ｏ
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
」
を
製
作
、
配
布
す
る
な
ど
、
初
め
て
子
育
て
す
る
親
や
転
入
者
へ
の
積

極
的
な
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
る
。

○
転
入
者
や
１
人
目
の
子
育
て
の
人
へ
必
要
な
情
報
を
届
け
る
こ
と
が
で
き
た
。

○
「
問
い
合
わ
せ
」
か
ら
相
談
に
つ
な
が
る
こ
と
も
で
き
る
た
め
、
子
育
て
の

不
安
・
負
担
感
の
軽
減
、
虐
待
予
防
に
も
つ
な
が
る
。

○
子
育
て
と
仕
事
の
両
立
を
支
援
。

○
民
間
も
含
め
た
子
育
て
支
援
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
が
可
能
に
。

概
要

 
上
越
市

人
口
：

人
（
平
成

年
月

日
）

出
生
数
：

人
（
平
成

年
）

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
：

か
所
（
平
成
２
７
年
度
）

利
用
者
支
援
事
業
：
か
所
（
平
成
２
７
年
度
）

開
始
年
度

平
成

年
（
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
の
地
域

機
能
強
化
型
と
し
て
は
平
成

年
か
ら
）

開
設
日
・
時
間

毎
日
（
毎
月
第
３
水
曜
、
年
末
年
始
を
除
く
）

９
：
０
０
～
１
６
：
３
０

相
談
件
数

件
（
平
成
２
６
年
度
）

担
当
ス
タ
ッ
フ

名
で
交
代
制
（
勤
務
は

名
）

①
妊
娠
期
か
ら
情
報
を
伝
え
ら
れ
る
体
制
づ
く
り
→
出
産
前
後
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
関
わ
る
支
援
者
と
つ
な
が
る
こ
と
で
、
出
産
前

か
ら
情
報
を
伝
え
ら
れ
る
方
法
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

②
開
設
場
所
か
ら
離
れ
た
場
所
に
住
む
利
用
者
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
→
市

内
全
中
学
校
区
単
位
で
開
設
し
て
い
る
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
に
出
向
く
必
要
が
あ
る
。
③
１
名
の
勤
務
に
お
い
て
も
、
ス
タ
ッ
フ
が

地
域
連
携
の
た
め
に
外
出
す
る
こ
と
が
多
い
の
で
、
そ
の
際
の
施
設
内
の
相
談
体
制
の
あ
り
方

④
利
用
者
支
援
事
業
が
あ
る
と
い
う

こ
と
を
、
行
政
機
関
の
福
祉
部
門
以
外
や
地
域
の
人
に
周
知
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
の
効
果
的
な
方
法

親
子

 

子
育

て
in

fo
 

支
援

機
関

 

一
緒
に
支
え
る
（直
接
的
な
関
わ
り
と
し
て
）

連 携
 

民
間
企
業

 
N

PO
支
援
組
織

 
マ
ス
コ
ミ

 
小
児
科

 
産
婦
人
科

 
大
学

 
…
な
ど

 

地
域

連
携
し
て
子

育
て
し
や
す
い

地
域
づ
く
り
を

行
う

保
健
師

家
庭
相
談
員

栄
養
士

女
性
相
談
員

社
会
福
祉
士

ﾌ
ｧ
ﾐﾘ
ｰ
ｻ
ﾎ
ﾟｰ
ﾄｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

発
達
支
援
セ
ン
タ
ー

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

 

臨
床
心
理
士

助
産
師
会

ﾗ
ｲ
ﾌ
ｻ
ﾎ
ﾟｰ
ﾄｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

育
児
サ
ー
ク
ル

子
育
て
支
援

保
育
ﾎ
ﾞﾗ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ

社
会
福
祉
協
議
会

地
域
と
連
携
し
て
子
育
て
家
庭
を
支
え
る
仕
組
み
の
構
築

基
礎
デ
ー
タ

 

ポ
イ
ン
ト

 

取
組
の
効
果

 

今
後
の
課
題

 

④
、
⑤
に
つ
い
て
は
、
委
託
先
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
独
自
事
業

知 り た い 項 目 を

効 率 よ く 紹 介  

「
間
口
は
広
く
、
奥
行
は
深
く
」

～
親
子
に
と
っ
て
身
近
な
場
で
の

支
援
～
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６
．
運
営

 
①
設
備
：
集
会
室
・
遊
戯
室
等
児
童
館
活
動
を
実
施
す
る
た
め
の
設
備
・
備
品
を
備
え
る
。

 
②
運
営
主
体
：
子
ど
も
の
福
祉
や
地
域
の
実
情
を
十
分
に
理
解
し
、
安
定
し
た
財
政
基
盤

 
に
よ
り
、
継
続
的
・
安
定
的
に
運
営
で
き
る
よ
う
に
努
め
る
。

 
③
運
営
管
理
：
利
用
す
る
子
ど
も
の
把
握
・
保
護
者
と
の
連
絡
、
運
営
協
議
会
等
の
設
置
、

 
運
営
管
理
規
程
の
定
め
と
法
令
遵
守
、
安
全
・
防
災
対
策
等
を
行
う
。

 
職
員
に
つ
い
て
は
、
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準

 
第

38
条
に
規
程
す
る
「
児
童
の
遊
び
を
指
導
す
る
者
」
の
資
格
を
有
す
る

 
者
を
２
人
以
上
置
く
こ
と
。

 
. 

５
．
職
員

 
①
館
長

 
運
営
統
括
、
児
童
厚
生
員
の
指
導
、
他
組
織
と
の
連
携
、
相
談
・
問
題
解
決
等
に
努
め
る
。

 
②
児
童
厚
生
員

 
地
域
の
子
育
て
の
実
態
把
握
、
子
ど
も
の
成
長
支
援
・援
助
、
育
成
環
境
の
整
備
、
児
童

 
虐
待
防
止
等
に
努
め
る
。

 
 

４
．
家
庭
・
学
校
・
地
域
と
の
連
携

 
①
家
庭
と
の
連
携

 
・
子
ど
も
の
活
動
の
様
子
等
か
ら
必
要
が
あ
る
場
合
は
、
継
続
的
に
援
助
・
支
援
。

 
②
学
校
と
の
連
携

 
・
問
題
発
生
時
速
や
か
に
適
切
な
対
応
が
取
れ
る
よ
う
、
情
報
交
換
と
連
絡
体
制
を
整
備
。

 
③
地
域
と
の
連
携

 
・
地
域
住
民
へ
の
情
報
提
供
や
利
用
の
働
き
か
け
に
よ
り
、
連
携
・
協
力
関
係
を
構
築
。

 
 

３
．
活
動
内
容

 
①
遊
び
に
よ
る
子
ど
も
の
育
成

⑤
地
域
の
健
全
育
成
の
環
境
づ
く
り

 
②
子
ど
も
の
居
場
所
の
提
供

⑥
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
育
成
と
活
動

 
③
保
護
者
の
子
育
て
の
支
援

   
   

   
   

   
   

   
⑦
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
実
施

 
④
子
ど
も
が
意
見
を
述
べ
る
場
の
提
供

   
   

  ⑧
配
慮
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
の
対
応

 
 

２
．
機
能
・
役
割

 
①
発
達
の
増
進

 
子
ど
も
と
長
期
的
・
継
続
的
に
関
わ
り
、
遊
び
及
び
生
活
を
通
し
て
子
ど
も
の
発
達
の

 
増
進
を
図
る
こ
と
。

 
②
日
常
の
生
活
の
支
援

 
子
ど
も
の
遊
び
の
拠
点
と
居
場
所
と
な
り
、
子
ど
も
の
活
動
の
様
子
か
ら
必
要
に
応
じ

 
て
家
庭
や
地
域
の
子
育
て
環
境
の
調
整
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
子
ど
も
の
安
定
し
た
日

 
常
の
生
活
を
支
援
す
る
こ
と
。

 
③
問
題
の
発
生
予
防
・
早
期
発
見
と
対
応

 
子
ど
も
と
子
育
て
家
庭
が
抱
え
る
可
能
性
の
あ
る
問
題
の
発
生
を
予
防
し
、
か
つ
、
早

 
期
発
見
に
努
め
、
専
門
機
関
と
連
携
し
て
適
切
に
対
応
す
る
こ
と
。

 
④
子
育
て
家
庭
へ
の
支
援

 
子
育
て
家
庭
に
対
す
る
相
談
・
援
助
を
行
い
、
子
育
て
の
交
流
の
場
を
提
供
し
、
地
域

 
に
お
け
る
子
育
て
家
庭
を
支
援
す
る
こ
と
。

 
⑤
地
域
組
織
活
動
の
育
成

 
地
域
組
織
活
動
の
育
成
を
支
援
し
、
子
ど
も
の
育
ち
に
関
す
る
組
織
や
人
と
の
ネ
ッ
ト

 
ワ
ー
ク
の
中
心
と
な
り
、
地
域
の
子
ど
も
を
健
全
に
育
成
す
る
拠
点
と
し
て
の
役
割
を

 
担
う
こ
と
。

 

１
．
理
念
と
目
的

 
①
理
念
：
「
す
べ
て
国
民
は
、
児
童
が
心
身
と
も
に
健
や
か
に
生
ま
れ
、
か
つ
、
育
成
さ
れ

 
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
い
う
児
童
福
祉
法
の
理
念
に
基
づ
き
、
そ

 
れ
を
地
域
社
会
の
中
で
具
現
化
す
る
児
童
福
祉
施
設
。
故
に
保
護
者
を
は
じ

 
め
と
す
る
地
域
の
人
々
と
共
に
子
ど
も
の
育
成
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
②
目
的
：
18
歳
未
満
の
す
べ
て
の
子
ど
も
を
対
象
と
し
、
遊
び
及
び
生
活
の
援
助
と
地
域

 
に
お
け
る
子
育
て
支
援
を
行
い
、
子
ど
も
を
心
身
と
も
に
健
や
か
に
育
成
す
る
。

 
 

「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て
」
（
平
成
２
３
年
３
月
３
１
日

厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長
通
知
）
 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
概
要

 

○
児
童
館
の
運
営
や
活
動
が
地
域
の
期
待
に
応
え
る
た
め
の
基
本
的
事
項
を
示
し
、
望
ま
し
い
方
向
を
目
指
す
も
の
。

 
 ○

本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
参
考
に
し
て
、
常
に
児
童
館
に
お
け
る
活
動
や
運
営
の
向
上
を
図
る
。

 

趣
旨

 
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て

 
関
連
資
料
６

 
資料７
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 ○
 
体
験
活
動
に
よ
り
、
生
活
の
中
で
必
要
と
な
る
事
柄
や
他
者
と
の
協
調
性
、
社
会
性
を
学

び
、
生
活
意
欲
や
自
己
肯
定
感
を
培
い
、
生
き
る
意
欲
や
学
習
意
欲
の
向
上
に
つ
な
が
る
。
 

○
 
遊
び
と
い
う
子
ど
も
の
主
体
的
な
行
為
と
学
習
の
機
会
を
提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
ス
ム
ー

ズ
に
学
習
に
取
り
組
む
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
継
続
的
な
学
習
支
援
機
関
に
つ
な
ぐ
こ
と
が
で

き
る
。

 

な
ん
で
も
チ
ャ
レ
ン
ジ

 

開
始
年
度

 
平
成

26
年
度

 

活
動
日

 
年
５
回
（
日
曜
日
：
不
定
期
開
催
）

 

対
象

 
ひ
と
り
親
家
庭
の
小
学
５
、
６
年
生

 

参
加
費

 
無
料
（
但
し
、
食
材
料
費
等
は
実
費
負
担
）

 

～
ひ
と
り
親
家
庭
の
子
ど
も
を
対
象
と
し
た
学
習
支
援
事
業
「
な
ん
で
も
チ
ャ
レ
ン
ジ
」
～

 
八
王
子
市
の
児
童
館
の
取
組
紹
介

 

東
京
都

八
王
子
市

 ○
 
児
童
館
は
、

 
 
 
・
 
子
ど
も
に
寄
り
添
う
様
々
な
支
援
を
実
践
し
て
い
る
場
で
あ
る
こ
と

 
 
 
・
 
児
童
館
が
持
つ
「居
場
所
」と
し
て
の
機
能
に
よ
り
、
事
業
実
施
時
で
な
く
と
も
支
援
の
必
要
な
子
ど
も
達

の
居
場
所
と
な
れ
る
こ
と

 
 
 
・
 
地
域
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト力
を
有
し
て
い
る
こ
と

 
 
 か
ら
、
「
な
ん
で
も
チ
ャ
レ
ン
ジ
」の
事
業
実
施
場
所
と
な
り
、
事
業
全
般
に
係
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト、
体
験
活
動

の
実
施
を
担
っ
て
い
る
。

 

○
 
午
前
中
は
「
体
験
事
業
」
と
し
て
、
児
童
館
の
職
員
が
中
心
と
な
り
、
料
理
教
室
や
工
芸
作
品
の
製
作
な
ど
、

体
験
活
動
を
通
じ
た
生
活
習
慣
の
習
得
等
を
図
る
事
業
を
行
い
、
午
後
は
「
学
習
支
援
」と
し
て
、
民
間
の

学
習
支
援
団
体
の
協
力
を
得
て
、
国
語
、
算
数
、
英
語
を
１
コ
マ

4
0
分
ず
つ
行
っ
て
お
り
、
学
生
の
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
も
募
っ
て
、
様
々
な
大
人
と
接
す
る
機
会
を
提
供
し
て
い
る
。
 

 
「
な
ん
で
も
チ
ャ
レ
ン
ジ
」は
、
八
王
子
市
の
ひ
と
り
親
家
庭
の
子
ど
も
を
対
象
と
し
た
、
社
会
性
の
向
上
や

自
立
支
援
、
家
庭
で
の
学
習
習
慣
の
定
着
や
学
習
の
意
欲
向
上
を
目
指
す
、
体
験
活
動
と
学
習
支
援
の

プ
ロ
グ
ラ
ム
で
、
子
ど
も
達
の
居
場
所
で
あ
る
市
立
児
童
館
に
お
い
て
、
子
ど
も
が
楽
し
み
な
が
ら
遊
び
や
体

験
を
通
し
て
、
学
習
支
援
の
専
門
ス
タ
ッ
フ
が
学
習
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

 
 
子
ど
も
が
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
に
関
わ
ら
ず
、
心
身
と
も
に
健
や
か
に
成
長
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
市

の
ひ
と
り
親
家
庭
支
援
の
所
管
で
あ
る
子
育
て
支
援
課
と
子
ど
も
に
寄
り
添
う
様
々
な
支
援
を
実
践
し
て
い
る

児
童
青
少
年
課
児
童
館
が
中
心
と
な
り
、
本
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。
 

ポ
イ
ン
ト

 

取
組
の
効
果

 

概
要

 

基
礎
デ
ー
タ

 
※

八
王
子
市
に
お
け
る
取
組
の
一
事
例

 

１
日
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
例
）

 

【
午
前
】

体
験
事
業

～

【
午
後
】

学
習
支
援

～

持
ち
物

｢つ
く
っ
て
み
よ

う
！
｣

～
ル
ー
か
ら
つ

く
る
カ
レ
ー
ラ
イ

ス
～

①
国
語

｢漢
字
し
り
と
り
｣

②
算
数

｢倍
数
と
約
数
｣

③
英
語

｢英
語
で
歌
お
う
｣

④
ま
と
め

筆
記
用
具
・
室
内

履
き
・
飲
み
物
・

タ
オ
ル
・
エ
プ
ロ
ン
・

バ
ン
ダ
ナ
・
食
器

（
カ
レ
ー
皿
・
コ
ッ

プ
・
ス
プ
ー
ン
）
・

参
加
費

円

資料８
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○
昭
和
６
０
年
に
国
が
設
置
し
た
「
こ
ど
も
の
城
」
は
、
こ
れ
ま
で
、
先
駆
的
な
遊
び
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
し
、
来
館
し
た
子
ど
も
た
ち
に
提
供
す

る
ほ
か
、
全
国
の
児
童
館
等
に
情
報
提
供
す
る
と
い
っ
た
役
割
を
果
た
し
て
き
た
。

○
こ
う
し
た
約
３
０
年
に
わ
た
り
蓄
積
さ
れ
て
き
た
遊
び
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
「
こ
ど
も
の
城
」
が
果
た
し
て
き
た
機
能
及
び
役
割
に
つ
い
て
は
、
今
後

も
国
が
引
き
継
ぎ
、
関
係
団
体
や
地
域
の
児
童
館
等
の
協
力
を
得
て
、
そ
の
機
能
を
継
承
す
る
こ
と
と
す
る
。

こ
の
た
め
、
今
般
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
果
た
し
て
き
た
機
能
及
び
役
割
を
国
が
継
承
す
る
に
当
た
り
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携

わ
っ
て
き
た
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
全
国
的
に
ど
の
程
度
普
及
し
活
用
が
図
ら
れ
て
き
た
か
、
効
果
、
影
響
な
ど
の
実
践
状
況
の
調
査
を
行
っ
た
と
こ
ろ

で
あ
る
。

ア
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
の
影
響
に
つ
い
て

①
地
域
の
児
童
館
等
（
以
下
「
児
童
館
」
と
い
う
。
」
）
に
お
い
て
、
そ
の
運
営
や
活
動
内
容
に
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を

受
け
た
と
回
答
し
た
児
童
館
が
６
０
．
４
％
、
一
方
で
、
影
響
を
受
け
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
が
３
３
．
８
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版

詳
細
・
Ｐ
１
５
参
照
】

運
営
主
体
別
で
は
、
影
響
を
受
け
た
と
回
答
し
た
児
童
館
は
、
公
設
民
営
（
指
定
）
（
７
３
．
３
％
）
及
び
民
設
民
営
（
社
福
）
（
６
９
．

４
％
）
の
割
合
が
比
較
的
高
く
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
都
道
府
県
別
で
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
静
岡
県
（
９
０
．
０
％
）
、
千
葉
県
（
８
９
．
２
％
）
、
愛
媛
県
（
８
８
．
６
％
）
、
岡

山
県
（
８
７
．
８
％
）
、
福
岡
県
（
８
５
．
７
％
）
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
高
知
県
（
２
５
．
０
％
）
、
滋
賀
県
（
２
７
．
８
％
）
、
大
阪
府

（
３
２
．
０
％
）
で
は
低
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
６
参
照
】

②
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を
受
け
た
と
回
答
し
た
児
童
館
は
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
実
施
割
合
が
９
割
を
超
え
て
い
る
一
方
で
、
影
響
を
受
け
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
の
３
割
超
が
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は

普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
て
い
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
８
参
照
】

（
１
）
調
査
結
果
概
要

１
．
「
こ
ど
も
の
城
」
が
果
た
し
て
き
た
機
能
及
び
役
割
に
つ
い
て

社
会
保
障
審
議
会
児
童
部
会
「
遊
び
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
に
関
す
る
専
門
委
員
会
」

「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
遊
び
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る

活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
践
状
況
調
査
結
果
の
主
な
分
析
及
び
評
価
の
と
り
ま
と
め

関
連
資
料
８

 
資料９
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③
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を
受
け
た
と
回
答
し
た
児
童
館
で
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
に
至
っ
た
経
緯
で
は
、
「
『
こ
ど
も
の
城
』
が
主
催
し
た
研
修
会
等
で
学
ん
だ
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
っ
た
」
等
の
「
こ
ど
も
の
城
」

が
直
接
児
童
館
と
関
わ
り
を
も
っ
た
内
容
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
影
響
を
受
け
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
で
は
、
「
他
の
児
童

館
で
実
施
し
て
お
り
、
効
果
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
と
感
じ
た
た
め
」
等
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
２
０
参
照
】

④
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を
受
け
た
と
回
答
し
た
児
童
館
に
お
い
て
、
障
害
の
あ
る
児
童
な
ど
が
参
加
し
や
す
い
よ
う
配
慮

し
て
い
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
数
は
、
影
響
を
受
け
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
数
の
約
６
倍
と
高
い
状
況
に
な
っ
て
い
る

一
方
で
、
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を
受
け
た
と
回
答
し
た
児
童
館
に
お
い
て
、
障
害
の
あ
る
児
童
な
ど
が
参
加
し
や
す
い
よ

う
配
慮
し
て
い
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
は
９
割
を
超
え
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
２
３
参
照
】

⑤
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を
受
け
た
内
容
で
は
、
「
お
も
ち
ゃ
作
り
や
遊
び
の
方
法
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
り
方
」
、

「
児
童
館
の
運
営
方
法
」
、
「
人
材
育
成
の
ノ
ウ
ハ
ウ
」
の
順
で
割
合
が
高
く
な
っ
て
お
り
、
運
営
主
体
別
で
は
、
公
設
民
営
（
委
託
）
で
「
児
童

館
の
運
営
方
法
」
及
び
「
人
材
育
成
の
ノ
ウ
ハ
ウ
」
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
２
７
参
照
】

イ
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
に
つ
い
て

①
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
践
し
た
際
の
効
果
に
つ
い
て
、
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
７
６
．
１
％
と
な
っ
て
い
る
。

【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
４
８
参
照
】

都
道
府
県
別
で
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
岡
山
県
（
９
５
．
３
％
）
、
静
岡
県
（
９
３
．
５
％
）
、
愛
媛
県
（
９
１
．
７
％
）
、
千
葉
県

（
９
１
．
２
％
）
、
福
島
県
（
９
０
．
９
％
）
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
島
根
県
（
１
６
．
７
％
）
、
滋
賀
県
（
３
６
．
８
％
）
、
高
知
県
（
３
７
．

５
％
）
で
は
低
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
４
９
参
照
】

②
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
参
加
者
同
士
の
交
流
が
図
ら
れ
た
」
、
「
年
齢
等
に
関
係
な
く
全
員
が
楽
し
め

た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者
が
増
加
し
、
定
着
し
た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
利
用
者
の
違
っ
た
一
面
が
発
見
で
き
た
」
と
回
答

し
た
中
に
は
、
「
相
手
を
気
遣
い
、
協
力
す
る
一
面
を
見
る
こ
と
が
で
き
た
」
、
「
自
己
中
心
的
行
動
の
子
ど
も
が
ル
ー
ル
を
守
っ
て
遊
ぼ
う
と
す

る
姿
勢
が
見
ら
れ
た
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
５
２
参
照
】

③
効
果
が
得
ら
れ
た
要
因
と
し
て
は
、
「
子
ど
も
に
受
け
入
れ
や
す
か
っ
た
た
め
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
柔
軟
性
が
あ
っ
た
た
め
」
の
順
で
高
い
割

合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
参
加
者
の
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
内
容
を
実
践
す
る
こ
と
が
で
き
た
た
め
」
、
「
普
段
経
験

（
体
験
）
で
き
な
い
非
日
常
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
っ
た
た
め
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
５
４
参
照
】

④
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
践
し
た
際
の
効
果
に
つ
い
て
、
効
果
的
で
は
な
か
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
の
割
合
が
１
０
．
６
％
と

な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
５
５
参
照
】

「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を
受
け
た
と
回
答
し
た
児
童
館
で
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ

（
１
）
調
査
結
果
概
要
（
続
き
）
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⑤
効
果
的
で
は
な
か
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
参
加
者
が
増
加
せ
ず
、
定
着
し
な
か
っ
た
」
、
「
年
齢
等
に
よ
り
グ

ル
ー
プ
化
し
て
し
ま
っ
た
」
、
「
参
加
の
前
後
で
、
子
ど
も
に
特
に
大
き
な
変
化
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
【
全

体
版
詳
細
・
Ｐ
５
７
参
照
】

⑥
効
果
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
要
因
と
し
て
は
、
「
子
ど
も
に
受
け
入
れ
に
く
か
っ
た
た
め
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
柔
軟
性
が
な
か
っ
た
た
め
」
の
順

で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
保
護
者
に
共
感
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
選
べ
な
か
っ
た
た
め
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
子
ど
も
に
任
せ
た
こ
と
で
参
加
者
が
決
ま
っ
て
き
て
広
が
ら
な
か
っ
た
た
め
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
５
９
参
照
】

ウ
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
や
地
域
と
の
関
係
性
に
与
え
た
影
響
に
つ
い
て

①
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
自
体
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
が
８
０
．
３
％
、
一
方
で
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回
答
し

た
児
童
館
が
１
４
．
８
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
７
３
参
照
】

都
道
府
県
別
で
は
、
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
山
梨
県
（
９
６
．
６
％
）
、
沖
縄
県
（
９
５
．
２
％
）
、

長
野
県
（
９
４
．
０
％
）
、
茨
城
県
（
９
３
．
３
％
）
、
福
岡
県
（
９
３
．
１
％
）
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
滋
賀
県
（
６
２
．
５
％
）
、
新
潟
県

（
６
５
．
９
％
）
、
福
井
県
（
６
６
．
２
％
）
で
は
低
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
７
４
参
照
】

②
児
童
館
の
運
営
自
体
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
を
恒
常
的
に
行
う
よ
う
に
な
っ
た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
充
実
し
た
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
利
用
が
少
な
か
っ
た
年
代
の
利
用
が
増
加
し
た
」
、
「
職
員
の
志
気
が
高
ま
り
、
一
体
感
が
強
く
な
っ
た
」

の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
子
ど
も
達
の
新
し
い
体
験
の
一
つ
と
な
り
、
子
ど
も
が
ま
た
友
達
を

誘
っ
て
き
て
く
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
ま
た
、
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
頻
度

に
変
化
が
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
充
実
し
た
が
、
利
用
す
る
年
代
の
広
が
り
が
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て

い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
７
６
参
照
】

③
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
と
そ
の
地
域
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
が
６
１
．
５
％
、
一
方
で
与
え
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児
童

館
が
３
１
．
７
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
８
０
参
照
】

都
道
府
県
別
で
は
、
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
神
奈
川
県
（
９
０
．
７
％
）
、
鹿
児
島
県
（
８
８
．

９
％
）
、
大
阪
府
（
８
５
．
７
％
）
、
岡
山
県
（
８
２
．
９
％
）
、
京
都
府
（
８
２
．
７
％
）
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
福
岡
県
（
２
２
．
４
％
）
、

三
重
県
（
３
５
．
７
％
）
、
大
分
県
（
４
７
．
６
％
）
が
低
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
８
１
参
照
】

（
１
）
調
査
結
果
概
要
（
続
き
）
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ア
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
の
影
響
に
つ
い
て

○
調
査
結
果
で
は
、
児
童
館
の
運
営
や
活
動
内
容
に
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
か
ら
影
響
を
受
け
た
も
の
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が

約
６
割
（
１
６
１
７
館
）
あ
り
、
こ
の
う
ち
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
て
い
る
割
合
は
９
割

を
超
え
て
い
る
な
ど
、
全
国
の
児
童
館
で
「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
が
幅
広
く
取
り
入
れ
ら
れ
て
き
た
こ
と
が
明
ら
か
と
な
り
、
「
こ
ど
も
の
城
」

が
果
た
し
て
き
た
機
能
及
び
役
割
に
つ
い
て
一
定
の
評
価
が
示
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

○
ま
た
、
「
こ
ど
も
の
城
」
か
ら
影
響
を
受
け
た
も
の
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
に
至
っ
た
経
緯
で
は
、
「
『
こ
ど

も
の
城
』
が
主
催
し
た
研
修
会
等
で
学
ん
だ
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
っ
た
」
、
「
『
動
く
こ
ど
も
の
城
』
が
派
遣
さ
れ
実
施
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
っ
た
」
な

ど
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
直
接
児
童
館
と
関
わ
っ
た
内
容
の
割
合
が
高
く
（
７
６
．
７
％
）
、
遊
び
の
方
法
や
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
り
方
な
ど
を
職
員

か
ら
職
員
に
伝
え
て
い
っ
た
こ
と
が
、
効
果
的
だ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

○
「
こ
ど
も
の
城
」
か
ら
影
響
を
受
け
た
も
の
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
の
都
道
府
県
別
で
は
、
静
岡
県
（
９
０
．
０
％
）
、
千
葉
県
（
８
９
．

２
％
）
、
愛
媛
県
（
８
８
．
６
％
）
な
ど
の
割
合
が
高
い
一
方
で
、
高
知
県
（
２
５
．
０
％
）
、
滋
賀
県
（
２
７
．
８
％
）
、
大
阪
府
（
３
２

０
％
）
な
ど
は
低
く
な
っ
て
お
り
、
地
域
に
よ
っ
て
大
き
な
差
が
生
じ
て
い
る
状
況
が
み
ら
れ
、
ま
た
、
運
営
主
体
別
で
も
、
公
設
民
営
（
指
定
）

及
び
民
設
民
営
（
社
福
）
の
割
合
が
高
い
一
方
で
、
公
設
民
営
（
委
託
）
及
び
公
設
公
営
が
低
く
な
っ
て
お
り
、
児
童
館
へ
の
関
わ
り
（
ア
プ
ロ
ー

チ
）
の
方
法
な
ど
に
よ
っ
て
地
域
差
な
ど
が
生
じ
た
の
で
は
な
い
か
と
想
定
さ
れ
る
が
、
更
な
る
検
証
が
必
要
で
あ
る
。

○
「
こ
ど
も
の
城
」
か
ら
影
響
を
受
け
た
も
の
が
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
が
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
実
施
し
て
い
る
割
合
は
約
６
５
％
と
比
較
的
高
く
な
っ
て
い
る
が
、
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
に
至
っ
た
経
緯
で
は
、
「
他
児
童
館
で
実

施
し
て
お
り
、
効
果
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
と
感
じ
た
」
、
「
利
用
者
か
ら
の
要
望
が
あ
っ
た
」
の
割
合
が
７
４
．
２
％
で
、
「
こ
ど
も
の
城
」

が
直
接
児
童
館
と
関
わ
っ
た
内
容
の
割
合
（
１
１
．
２
％
）
を
大
き
く
上
回
っ
て
お
り
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
自
体
の
魅
力
や
実
施
の
必
要
性
を
他
動
的
要

因
で
感
じ
つ
つ
も
、
実
施
に
至
ら
な
い
場
合
も
み
ら
れ
る
な
ど
、
効
果
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
情
報
伝
達
の
方
法
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

「
こ
ど
も
の
城
」
の
実
践
や
考
え
方
の
影
響
に
つ
い
て

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性

➃
児
童
館
と
そ
の
地
域
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
地
域
で
の
認
知
度
が
高
ま
り
、
児
童
館
に
関
心
を
も
つ
地
域
住
民
が
増
加
し

た
」
、
「
地
域
の
関
係
機
関
と
の
連
携
が
よ
り
図
ら
れ
た
」
、
「
地
域
の
行
事
に
積
極
的
に
参
加
す
る
な
ど
、
重
要
な
役
割
を
担
う
よ
う
に
な
っ

た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
地
域
の
方
々
が
子
ど
も
達
の
こ
と
を
皆
で
見
守
り
、
助
け
て
く
れ

る
よ
う
に
な
っ
た
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
８
３
参
照
】

ま
た
、
影
響
を
受
け
て
い
な
い
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
地
域
の
関
係
機
関
と
の
関
係
に
特
に
変
化
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
、
「
地
域
の
中
で

の
役
割
に
特
に
変
化
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
８
５
参
照
】

➃
児
童
館
と
そ
の
地
域
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
地
域
で
の
認
知
度
が
高
ま
り
、
児
童
館
に
関
心
を
も
つ
地
域
住
民
が
増
加
し

（
１
）
調
査
結
果
概
要
（
続
き
）
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○
こ
の
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で
「
こ
ど
も
の
城
」
が
果
た
し
て
き
た
機
能
及
び
役
割
に
つ
い
て
、
一
定
の
評
価
が
示
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
調
査

結
果
を
受
け
て
、
課
題
を
整
理
す
る
と
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

①
こ
れ
ま
で
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
効
果
的
に
普
及
啓
発
し
て
い
く
た
め
に
、
国
に
お
い
て
活
動

事
例
を
掲
載
し
た

の
積
極
的
な
活
用
、

の
配
布
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
く
他
、
県
立
児
童
館
等
の
活
用
に
よ
る
人
か
ら
人
に
直
接
承
継

し
て
い
く
伝
達
手
段
（
方
法
）
を
ど
の
よ
う
に
確
保
し
て
い
く
か
。

②
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
率
が
高
い
状
況
か
ら
、
今
後
も
国
が
継
続
的
に
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
開
発
に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
が
、
児
童
館
で
の
実
践
に
ど
の
よ
う
に
つ
な
げ
て
い
く
か
。

③
「
こ
ど
も
の
城
」
か
ら
影
響
を
受
け
た
も
の
で
、
「
児
童
館
の
運
営
方
法
」
や
「
人
材
育
成
の
ノ
ウ
ハ
ウ
」
な
ど
も
多
く
み
ら
れ
た
が
、
今
後

も
国
が
児
童
館
長
や
指
導
的
立
場
に
あ
る
者
な
ど
の
資
質
の
向
上
を
図
る
た
め
の
研
修
や
セ
ミ
ナ
ー
の
充
実
に
ど
の
よ
う
に
取
り
組
ん
で
い
く
か
。

イ
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
に
つ
い
て

○
調
査
結
果
で
は
、
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
７
６
．
１
％
（
２
，
０
３
８
館
）
あ
り
、
地
域
の
児
童
館
で
行
わ

れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関
す
る
同
じ
調
査
で
は
、
５
４
．
５
％
（
１
，
４
５
９
館
）
で
あ
っ
た
た
め
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
に
関
し
て
も
一

定
の
評
価
が
示
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
運
営
主
体
別
で
の
有
意
な
差
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
が
、
都
道
府
県
別
で
は
、
島
根
県
（
１
６
．

７
％
）
、
滋
賀
県
（
３
６
．
８
％
）
、
高
知
県
（
３
７
．
５
％
）
が
低
い
状
況
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
都
道
府
県
は
、
「
こ
ど
も
の
城
」
か
ら

影
響
を
受
け
た
割
合
も
低
く
な
っ
て
い
る
た
め
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
に
も
、
「
こ
ど
も
の
城
」
の
関
わ
り
が
少
な
か
ら
ず
影
響
し
た
も
の
と
考
え

ら
れ
る
。

○
ま
た
、
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
理
由
の
中
で
、
「
子
ど
も
が
日
常
生
活
に
お
い
て
基
本
的
な
ル
ー
ル
を
守
れ
る
よ
う
に

な
っ
た
」
（
１
５
．
５
％
）
、
「
子
ど
も
が
困
っ
て
い
る
仲
間
に
手
を
差
し
伸
べ
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
」
（
１
５
．
５
％
）
、
「
相
手
を
気
遣
い
、

協
力
す
る
一
面
を
見
る
こ
と
が
で
き
た
」
、
「
自
己
中
心
的
行
動
の
子
ど
も
が
ル
ー
ル
を
守
っ
て
遊
ぼ
う
と
す
る
姿
勢
が
見
ら
れ
た
」
な
ど
、
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
実
践
を
通
じ
て
、
子
ど
も
が
日
常
の
生
活
の
中
で
変
化
し
て
い
く
様
子
を
捉
え
て
評
価
し
て
い
る
児
童
館
も
見
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
子
ど
も
の
成
長
発
達
に
資
す
る
も
の
と
の
観
点
で
内
容
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
効
果
が
得
ら
れ
た
要
因
で
は
、
「
子
ど
も
に
受
け
入
れ
ら
れ
や
す
か
っ
た
た
め
」
（
７
３
．
４
％
）
、
「
参
加
者
の
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
内
容
を
実

践
す
る
こ
と
が
で
き
た
た
め
」
な
ど
が
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
子
ど
も
の
視
点
や
意
見
を
生
か
す
と
と

も
に
、
保
護
者
を
含
む
参
加
者
の
ニ
ー
ズ
を
十
分
汲
み
取
っ
て
、
内
容
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性
（
続
き
）
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○
さ
ら
に
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
効
果
的
に
実
施
し
て
い
く
に
は
、
児
童
の
遊
び
を
指
導
す
る
者
（
児
童
厚
生
員
）
の
専
門
性
を
高
め
、
そ
の
役
割
を
明

確
化
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
都
道
府
県
等
に
お
い
て
児
童
厚
生
員
等
研
修
事
業
を
積
極
的
に
活
用
し
、
職
員
の
資
質
の
向
上
を
図
る
と
と

も
に
、
児
童
の
遊
び
を
指
導
す
る
者
（
児
童
厚
生
員
）
の
役
割
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

ウ
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
や
地
域
と
の
関
係
性
に
与
え
た
影
響
に
つ
い
て

○
調
査
結
果
で
は
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
自
体
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
が
８
０
．
３
％
（
１
，
７
８
２
館
）
あ
り
、

運
営
主
体
別
で
の
有
意
な
差
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
が
、
都
道
府
県
別
で
は
、
滋
賀
県
（
６
２
．
５
％
）
、
新
潟
県
（
６
５
．
９
％
）
、
福
井
県
（
６

６
．
２
％
）
が
比
較
的
低
い
状
況
に
あ
る
。
こ
れ
ら
の
都
道
府
県
は
、
「
こ
ど
も
の
城
」
か
ら
影
響
を
受
け
た
割
合
が
一
概
に
低
い
と
は
言
え
ず
、

「
こ
ど
も
の
城
」
と
の
関
わ
り
と
は
関
連
性
が
薄
い
と
考
え
ら
れ
る
。

○
児
童
館
と
そ
の
地
域
に
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回
答
し
た
理
由
の
中
に
は
、
「
地
域
が
関
わ
り
に
く
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
っ
た
か
ら
」
、
「
プ
ロ

グ
ラ
ム
の
実
施
は
、
館
内
の
み
で
あ
り
、
地
域
ま
で
声
か
け
は
し
て
い
な
い
」
な
ど
も
み
ら
れ
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
に
も
よ
る
が
、
地
域
の
方
々

に
児
童
館
を
身
近
に
感
じ
て
い
た
だ
き
、
児
童
館
が
地
域
の
中
で
重
要
な
役
割
を
担
え
る
よ
う
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
地
域
と
の

連
携
・
協
力
を
常
に
念
頭
に
入
れ
な
が
ら
、
内
容
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性
（
続
き
）
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２
．
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
及
び
影
響
に
つ
い
て

ア
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
に
つ
い
て

①
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
践
し
た
際
の
効
果
に
つ
い
て
、
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
５
４
．
５
％
と
な
っ
て
い
る
。

【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
６
１
参
照
】

都
道
府
県
別
で
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
高
知
県
（
８
７
．
５
％
）
、
島
根
県
（
８
３
．
３
％
）
、
福
岡
県
（
８
１
．
０
％
）
、
秋
田
県

（
７
７
．
０
％
）
、
鹿
児
島
県
（
７
３
．
３
％
）
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
山
梨
県
（
３
１
．
４
％
）
、
滋
賀
県
（
３
１
．
６
％
）
、
福
島
県
（
３

１
．
８
％
）
で
は
低
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
６
２
参
照
】

②
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
参
加
者
同
士
の
交
流
が
図
ら
れ
た
」
、
「
年
齢
等
に
関
係
な
く
全
員
が
楽
し
め

た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者
が
増
加
し
、
定
着
し
た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
利
用
者
の
違
っ
た
一
面
が
発
見
で
き
た
」
と
回
答

し
た
中
に
は
、
「
活
動
を
通
し
て
、
日
常
生
活
で
は
見
ら
れ
な
い
子
ど
も
達
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
力
や
問
題
解
決
力
、
忍
耐
力
、
個
性
を
発
見

で
き
た
」
、
「
控
え
目
な
子
ど
も
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
自
信
を
も
っ
て
他
の
子
ど
も
に
教
え
て
い
る
姿
が
見
ら
れ
た
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。

【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
６
５
参
照
】

③
効
果
が
得
ら
れ
た
要
因
と
し
て
は
、
「
子
ど
も
に
受
け
入
れ
や
す
か
っ
た
た
め
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
柔
軟
性
が
あ
っ
た
た
め
」
の
順
で
高
い
割

合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
企
画
の
段
階
か
ら
子
ど
も
の
意
見
を
主
体
に
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
り
に
参
加
し
て
進
め
て

い
っ
た
た
め
」
、
「
地
域
住
民
が
参
加
し
や
す
い
（
受
け
入
れ
ら
れ
や
す
い
）
プ
ロ
グ
ラ
ム
だ
っ
た
た
め
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・

Ｐ
６
７
参
照
】

④
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
践
し
た
際
の
効
果
に
つ
い
て
、
効
果
的
で
は
な
か
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
５
．
９
％
と
な
っ
て

い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
６
８
参
照
】

⑤
効
果
的
で
は
な
か
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者
が
増
加
せ
ず
、
定
着
し
な
か
っ
た
」
、
「
参
加
者

同
士
が
互
い
に
交
流
す
る
こ
と
が
な
か
っ
た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
の
前
後
で
、
子
ど
も
に
特
に
大
き
な
変
化
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
の
順
で
高

い
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
７
０
参
照
】

地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
に
つ
い
て

（
１
）
調
査
結
果
概
要

○
今
後
の
地
域
の
児
童
館
の
あ
り
方
等
を
検
討
す
る
に
当
た
り
、
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
、
そ
の
効
果
や
影
響

に
つ
い
て
調
査
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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⑥
効
果
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
要
因
と
し
て
は
、
「
子
ど
も
に
受
け
入
れ
に
く
か
っ
た
た
め
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
柔
軟
性
が
な
か
っ
た
た
め
」
の
順

で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
指
導
者
の
力
量
不
足
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
進
行
が
ス
ム
ー
ズ
に
い
か
な
か
っ

た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
施
設
の
大
き
さ
に
合
っ
て
い
な
か
っ
た
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
７
２
参
照
】

イ
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
や
地
域
と
の
関
係
性
に
与
え
た
影
響
に
つ
い
て

①
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
自
体
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
が
８
８
．
６
％
、
一
方
で
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回

答
し
た
児
童
館
が
７
．
０
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
８
８
参
照
】

都
道
府
県
別
で
は
、
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
の
割
合
が
１
０
０
．
０
％
が
１
１
府
県
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
奈
良
県
（
６
３
．

６
％
）
、
高
知
県
（
７
１
．
４
％
）
で
は
低
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
９
１
参
照
】

②
児
童
館
の
運
営
自
体
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
を
恒
常
的
に
行
う
よ
う
に
な
っ
た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
充
実
し
た
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
利
用
が
少
な
か
っ
た
年
代
の
利
用
が
増
加
し
た
」
、
「
職
員
の
志
気
が
高
ま
り
、
一
体
感
が
強
く
な
っ
た
」

の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
子
ど
も
達
が
普
段
の
遊
び
に
取
り
入
れ
て
、
自
主
的
に
活
動
す
る
よ
う

に
な
っ
た
」
な
ど
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
９
３
参
照
】
ま
た
、
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
充

実
し
た
が
、
利
用
す
る
年
代
の
広
が
り
が
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
頻
度
に
変
化
が
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
の
順
で
高
い
割
合
と

な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
９
５
参
照
】

③
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
と
そ
の
地
域
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
が
７
８
．
０
％
、
一
方
で
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回

答
し
た
児
童
館
が
１
５
．
７
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
９
７
参
照
】

都
道
府
県
別
で
は
、
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
静
岡
県
・
福
岡
県
（
１
０
０
％
）
、
神
奈
川
県
（
９
６
．

６
％
）
、
岡
山
県
（
９
５
．
８
％
）
、
愛
媛
県
（
９
５
．
５
％
）
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、
高
知
県
（
４
２
．
９
％
）
、
徳
島
県
（
４
４
．
４
％
）
、

長
野
県
（
５
６
．
３
％
）
で
は
低
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
０
２
参
照
】

➃
児
童
館
と
そ
の
地
域
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
地
域
で
の
認
知
度
が
高
ま
り
、
児
童
館
に
関
心
を
も
つ
地
域
住
民
が
増
加
し

た
」
、
「
地
域
の
関
係
機
関
と
の
連
携
が
よ
り
図
ら
れ
た
」
、
「
地
域
の
行
事
に
積
極
的
に
参
加
す
る
な
ど
、
重
要
な
役
割
を
担
う
よ
う
に
な
っ

た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
中
に
は
、
「
地
域
の
方
々
の
中
・
高
校
生
の
イ
メ
ー
ジ
が
変
化
し
た
」
な
ど
が

み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
０
４
参
照
】
ま
た
、
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
地
域
の
関
係
機
関
と
の
関
係
に
特
に

変
化
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
、
「
地
域
の
中
で
の
役
割
に
特
に
変
化
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
」
の
順
で
高
い
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・

Ｐ
１
０
６
参
照
】

⑥
効
果
が
得
ら
れ
な
か
っ
た
要
因
と
し
て
は
、
「
子
ど
も
に
受
け
入
れ
に
く
か
っ
た
た
め
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
柔
軟
性
が
な
か
っ
た
た
め
」
の
順

（
１
）
調
査
結
果
概
要
（
続
き
）
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ア
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
に
つ
い
て

○
調
査
結
果
で
は
、
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
５
４
．
５
％
（
１
，
４
５
９
館
）
と
高
い
割
合
と
は
言
え
な
い
状

況
で
あ
り
、
運
営
主
体
別
で
の
有
意
な
差
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
が
、
都
道
府
県
別
で
は
、
高
知
県
（
８
７
．
５
％
）
、
島
根
県
（
８
３
．
３
％
）
が

高
く
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
都
道
府
県
は
、
「
こ
ど
も
の
城
」
か
ら
影
響
を
受
け
た
割
合
が
低
く
な
っ
て
い
る
た
め
、
独
自
で
取
り
組
ん
だ
活
動

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
高
く
評
価
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

○
効
果
的
だ
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
理
由
及
び
効
果
が
得
ら
れ
た
要
因
か
ら
考
え
ら
れ
る
評
価
等
は
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又

は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
同
様
で
あ
る
。

イ
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
や
地
域
と
の
関
係
性
に
与
え
た
影
響
に
つ
い
て

○
調
査
結
果
で
は
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
の
運
営
自
体
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
が
８
８
．
６
％
（
１
，
５
９
０
館
）
と
非

常
に
高
く
、
１
０
０
．
０
％
が
１
１
府
県
と
な
っ
て
お
り
、
独
自
で
取
り
組
ん
だ
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
運
営
に
大
き
く
影
響
を
与
え
て
い
る
と
考
え

ら
れ
る
。

○
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
が
児
童
館
と
そ
の
地
域
に
影
響
を
与
え
た
と
回
答
し
た
児
童
館
も
７
８
．
０
％
（
１
，
３
９
９
館
）
と
高
い
割
合
に
な
っ
て

い
る
が
、
影
響
を
与
え
て
い
な
い
と
回
答
し
た
理
由
で
は
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
同
様
で
あ
る
た

め
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
地
域
と
の
連
携
・
協
力
を
常
に
念
頭
に
入
れ
な
が
ら
、
内
容
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性
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３
．
障
害
の
あ
る
児
童
な
ど
が
参
加
し
や
す
い
よ
う
配
慮
し
て
い
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て

①
障
害
の
あ
る
児
童
な
ど
が
参
加
し
や
す
い
よ
う
配
慮
し
て
い
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
４
．
３
％
（
１
１
４
館
）
、
一
方
で
、

プ
ロ
グ
ラ
ム
が
無
い
と
回
答
し
た
児
童
館
が
９
５
．
７
％
（
２
５
６
４
館
）
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
３
８
参
照
】

ま
た
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
に
つ
い
て
、
運
営
主
体
別
で
は
公
設
民
営
（
指
定
）
、
人
口
規
模
別
で
は
５
０
万
人
以
上
に
あ
る

児
童
館
が
多
い
状
況
と
な
っ
て
お
り
、
都
道
府
県
別
で
は
福
岡
県
（
４
２
館
）
、
東
京
都
（
１
８
館
）
、
宮
城
県
及
び
神
奈
川
県
（
６
館
）
が
多
い
一

方
で
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
無
い
と
回
答
が
あ
っ
た
の
が
、
２
３
府
県
に
及
ん
だ
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
３
９
参
照
】

②
障
害
に
配
慮
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
の
職
員
数
に
つ
い
て
は
、
職
員
数
が
多
い
児
童
館
ほ
ど
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
一
方

で
、
職
員
数
が
少
な
い
児
童
館
は
割
合
が
低
く
な
っ
て
い
る
。
都
道
府
県
別
で
は
、
実
施
館
数
が
多
い
福
岡
県
及
び
東
京
都
に
お
い
て
も
、
職
員
数
が

多
い
児
童
館
ほ
ど
多
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
４
１
参
照
】

➂
障
害
に
配
慮
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
に
つ
い
て
、
職
員
の
保
有
資
格
別
の
実
施
状
況
で
は
、
公
設
民
営
（
指
定
）
及
び
公
設

公
営
と
も
に
、
「
②
保
育
士
の
資
格
を
有
す
る
者
」
が
い
る
児
童
館
、
「
⑤
教
諭
と
な
る
資
格
を
有
す
る
者
」
が
い
る
児
童
館
、
「
④
２
年
以
上
の
児

童
福
祉
事
業
に
従
事
し
た
者
」
が
い
る
児
童
館
の
順
に
多
く
な
っ
て
お
り
、
特
に
、
公
設
公
営
で
は
、
「
②
保
育
士
の
資
格
を
有
す
る
者
」
が
い
る
児

童
館
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
４
２
参
照
】

➃
実
施
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
中
で
は
、
「
児
童
館
で
行
う
ほ
と
ん
ど
の
行
事
に
、
障
害
を
も
っ
て
い
る
子
ど
も
も
参
加
で
き
る
よ
う
に
、
ル
ー
ル
な
ど

を
工
夫
し
て
い
る
」
も
の
や
、
「
発
達
障
害
の
児
童
を
対
象
と
し
て
街
め
ぐ
り
を
行
う
」
も
の
な
ど
が
み
ら
れ
た
。

（
１
）
調
査
結
果
概
要

○
様
々
な
ニ
ー
ズ
を
持
つ
子
ど
も
た
ち
に
、
健
全
な
遊
び
を
提
供
で
き
る
居
場
所
を
確
保
す
る
こ
と
は
大
変
重
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
今
般
、
障
害

の
あ
る
児
童
な
ど
が
参
加
し
や
す
い
よ
う
配
慮
し
て
い
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
も
調
査
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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○
障
害
の
あ
る
児
童
な
ど
が
参
加
し
や
す
い
よ
う
配
慮
し
て
い
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
４
．
３
％
（
１
１
４
館
）
、
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
実
施
が
な
い
都
道
府
県
が
２
３
府
県
と
い
う
状
況
で
あ
る
が
、
実
態
と
し
て
は
、
日
常
的
に
障
害
の
あ
る
子
ど
も
が
利
用
者
し
て
い
る
児
童
館
が

あ
る
と
想
定
さ
れ
、
こ
れ
は
、
本
調
査
の
設
問
内
容
が
特
定
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
を
イ
メ
ー
ジ
さ
せ
る
も
の
と
し
て
理
解
さ
れ
た
た
め
回
答
が
少
な

か
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
。

○
障
害
に
配
慮
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館
に
つ
い
て
、
「
こ
ど
も
の
城
」
の
影
響
を
受
け
た
も
の
が
あ
る
と
回
答
し
た
児
童
館

（
９
４
館
）
が
、
影
響
を
受
け
た
も
の
が
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
（
１
５
館
）
の
約
６
倍
と
高
い
状
況
と
な
っ
て
お
り
、
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発

又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
有
効
に
活
用
し
て
実
践
に
つ
な
げ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

○
今
後
、
時
代
の
要
請
に
対
応
し
た
障
害
児
や
配
慮
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
を
含
め
た
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
し
て
い
く
た
め
に
、
国
に
お
い
て

実
践
事
例
の
収
集
、
図
表
化
及
び

へ
の
掲
載
に
取
り
組
ん
で
い
く
と
と
も
に
、
都
道
府
県
等
が
実
施
す
る
児
童
厚
生
員
等
研
修
事
業
に
お
い
て
実
践

事
例
の
紹
介
及
び
ノ
ウ
ハ
ウ
の
伝
達
な
ど
を
実
施
す
る
よ
う
、
働
き
か
け
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
児
童
館
の
実
践
に
つ
な
げ
て
い
く
た
め
の
試

行
的
実
施
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性
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４
．
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
践
に
お
け
る
課
題
等
に
つ
い
て

①
今
後
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
充
実
し
て
い
く
上
で
一
番
重
要
な
こ
と
で
は
、
「
ア
イ
デ
ア
・
発
想
」
（
５
０
．
６
％
）
、
「
指
導
力
」
（
２
７
．
２
％
）
、

「
人
員
」
（
２
３
．
７
％
）
が
高
い
割
合
と
な
っ
て
お
り
、
「
ア
イ
デ
ア
・
発
想
」
と
回
答
し
た
児
童
館
の
う
ち
、
運
営
主
体
別
で
は
、
公
設
公
営

（
５
１
．
８
％
）
の
割
合
が
高
い
の
に
対
し
、
民
設
民
営
（
社
福
）
（
３
６
．
１
％
）
の
割
合
が
低
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
１
２
，

Ｐ
１
１
３
参
照
】

②
今
後
、
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
す
る
予
定
の
有
無
に
つ
い
て
は
、
「
有
」
が
３
６
．
２
％
、
「
無
」
が
５
６
．
５
％
と
な
っ
て
お
り
、
「
有
」

と
回
答
し
た
児
童
館
の
う
ち
、
運
営
主
体
別
で
は
、
公
設
民
営
（
指
定
）
（
４
４
．
９
％
）
の
割
合
が
高
い
の
に
対
し
、
公
設
公
営
（
２
８
．
７
％
）

の
割
合
が
低
く
、
都
道
府
県
別
で
は
、
福
岡
県
（
７
９
．
４
％
）
、
神
奈
川
県
（
５
９
．
２
％
）
、
広
島
県
（
５
４
．
５
％
）
の
割
合
が
高
い
の
に
対

し
、
長
崎
県
（
５
．
０
％
）
、
滋
賀
県
（
１
０
．
５
％
）
、
高
知
県
（
１
２
．
５
％
）
の
割
合
が
低
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
１
５
，

Ｐ
１
１
６
参
照
】

③
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
し
よ
う
と
考
え
た
理
由
で
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
「
他
の
児
童
館
で
実
施
し
て
お
り
、
効
果
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム

で
あ
る
と
感
じ
た
た
め
」
、
「
先
駆
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
と
ら
え
よ
う
と
し
た
と
考
え
た
た
め
」
、
「
利
用
者
か
ら
の
要
望
が
あ
っ
た
た
め
」
と

な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
１
７
参
照
】

④
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
す
る
予
定
が
な
い
理
由
で
は
、
そ
の
割
合
の
高
い
順
に
、
「
人
員
が
不
足
し
て
い
る
」
、
「
必
要
と
思
わ
れ
る
プ
ロ
グ

ラ
ム
は
す
で
に
導
入
さ
れ
て
い
る
」
、
「
予
算
が
不
足
し
て
い
る
」
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
２
０
参
照
】

（
１
）
調
査
結
果
概
要

○
「
こ
ど
も
の
城
」
が
開
発
又
は
普
及
に
携
わ
っ
て
き
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
地
域
の
児
童
館
で
行
わ
れ
て
い
る
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
共
通
し
て
、
今
後
、

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
充
実
し
て
い
く
上
で
一
番
重
要
な
こ
と
、
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
す
る
予
定
な
ど
、
児
童
館
が
抱
え
て
い
る
課
題
等
の
調
査
を

行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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○
今
後
、
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
す
る
予
定
の
児
童
館
に
ど
の
よ
う
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
か
聞
い
た
と
こ
ろ
、
貧
困
や
不
登
校
な
ど
に
よ
る
中
・
高
校

生
の
学
習
支
援
、
中
・
高
校
生
向
け
の
居
場
所
作
り
、
ラ
ン
ド
セ
ル
来
館
な
ど
、
今
日
的
な
喫
緊
の
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
お
り
、
今
後
、
児

童
館
の
役
割
を
高
め
る
た
め
に
も
、
こ
う
し
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
必
要
な
地
域
で
実
施
す
る
た
め
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
環
境
設
定
な
ど
を
検
討
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

○
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
す
る
予
定
が
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
で
は
、
「
人
員
が
不
足
」
、
「
予
算
が
不
足
」
、
「
来
年
度
か
ら
放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
に
移
行
す
る
た
め
」
な
ど
、
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
し
よ
う
と
し
て
も
、
物
理
的
か
つ
財
政
的
に
困
難
な
状
況
が
見
ら
れ
る
た
め
、
地
域

で
児
童
館
の
必
要
性
を
再
確
認
・
再
認
識
す
る
た
め
の
児
童
館
が
果
た
す
べ
き
機
能
及
び
役
割
の
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性
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５
．
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て

①
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
内
容
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
９
２
．
７
％
、
一
方
で
、
さ
れ
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児

童
館
が
５
．
２
％
（
１
３
８
館
）
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
８
参
照
】

運
営
主
体
別
で
は
、
民
設
民
営
の
す
べ
て
の
児
童
館
で
運
営
さ
れ
て
い
る
と
回
答
が
あ
り
、
都
道
府
県
別
で
は
、
す
べ
て
の
児
童
館
に
お
い
て
運
営

さ
れ
て
い
る
と
回
答
が
あ
っ
た
の
が
１
４
県
あ
っ
た
一
方
で
、
神
奈
川
県
（
３
７
．
０
％
）
、
和
歌
山
県
（
５
８
．
６
％
）
は
低
い
割
合
と
な
っ
て
い

る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
９
参
照
】

②
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
内
容
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
と
回
答
し
た
児
童
館
の
活
動
内
容
で
、
「
遊
び
に
よ
る
子
ど
も
の
育
成
」
、
「
子

ど
も
の
居
場
所
の
提
供
」
、
「
保
護
者
の
子
育
て
の
支
援
」
の
実
施
割
合
が
９
割
を
超
え
て
い
る
が
、
「
子
ど
も
が
意
見
を
述
べ
る
場
の
提
供
」
は
５

７
．
５
％
、
「
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
実
施
」
は
５
３
．
６
％
と
比
較
的
低
く
な
っ
て
い
る
。

都
道
府
県
別
で
「
子
ど
も
が
意
見
を
述
べ
る
場
の
提
供
」
が
高
い
の
は
、
神
奈
川
県
（
９
６
．
３
％
）
、
福
岡
県
及
び
大
分
県
（
８
６
．
４
％
）
と

な
っ
て
い
る
一
方
で
、
低
い
の
は
、
滋
賀
県
及
び
佐
賀
県
（
１
１
．
１
％
）
、
栃
木
県
（
２
０
．
０
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
「
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
実
施
」
が
高
い
の
は
、
宮
城
県
（
９
５
．
２
％
）
、
福
井
県
（
９
３
．
３
％
）
、
山
梨
県
（
８
８
．
６
％
）
と

な
っ
て
い
る
一
方
で
、
低
い
の
は
、
高
知
県
（
０
．
０
％
）
、
徳
島
県
（
５
．
９
％
）
、
岡
山
県
（
７
．
０
％
）
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・

Ｐ
１
１
参
照
】

③
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
「
活
動
内
容
」
及
び
「
家
庭
・
学
校
・
地
域
と
の
連
携
」
に
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
で
活
動
し
て
い
る
も
の
で

は
、
貧
困
家
庭
や
ひ
と
り
親
家
庭
等
の
学
習
支
援
な
ど
の
子
ど
も
の
自
立
に
向
け
て
の
生
活
支
援
、
子
ど
も
の
社
会
参
画
の
機
会
（
中
学
生
の
職
業
体

験
、
福
祉
体
験
）
の
提
供
な
ど
に
つ
い
て
も
取
り
組
ん
で
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
参
照
】

（
１
）
調
査
結
果
概
要

○
平
成
２
３
年
３
月
３
１
日
に
国
が
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
し
て
か
ら
４
年
が
経
過
し
た
現
在
、
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
検
証
と
今
日

的
課
題
へ
の
対
応
及
び
今
後
の
あ
り
方
に
関
す
る
検
討
に
資
す
る
た
め
、
運
営
や
活
動
内
容
等
に
関
す
る
調
査
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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○
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
内
容
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
と
回
答
し
た
児
童
館
が
９
２
．
７
％
、
運
営
主
体
別
で
は
、
民
設
民
営
、
都
道
府

県
別
で
は
、
１
４
県
が
す
べ
て
の
児
童
館
に
お
い
て
運
営
さ
れ
て
い
る
と
回
答
が
あ
っ
た
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
、
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が
児

童
館
の
運
営
や
活
動
の
向
上
を
図
る
上
で
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
一
方
で
、
運
営
さ
れ
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
も
約

５
％
あ
り
、
神
奈
川
県
や
和
歌
山
県
で
低
く
な
っ
て
い
る
。
そ
の
理
由
で
も
「
『
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
』
を
知
ら
な
い
」
又
は
「
『
児
童
館
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
』
を
知
っ
て
い
る
が
、
内
容
を
よ
く
理
解
し
て
い
な
い
」
と
回
答
し
た
児
童
館
が
３
割
（
４
３
館
）
も
あ
る
な
ど
、
児
童
館
長
や
職
員
へ
の
意

識
啓
発
及
び
周
知
徹
底
を
図
る
方
法
な
ど
を
更
に
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
内
容
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
と
回
答
し
た
児
童
館
の
活
動
内
容
の
多
く
が
９
割
を
超
え
て
い
る
中
で
、
「
子
ど

も
が
意
見
を
述
べ
る
場
の
提
供
」
が
約
６
割
、
「
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
実
施
」
で
は
約
５
割
と
低
く
な
っ
て
お
り
、
地
域
に
よ
っ
て
差
も
生
じ
て
い

る
状
況
が
見
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
活
動
が
低
調
な
都
道
府
県
に
要
因
の
分
析
・
検
証
に
取
り
組
み
、
実
施
に
向
け
た
検
討
を
促
す
必
要
が
あ
る
。

○
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
「
活
動
内
容
」
等
に
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
で
活
動
し
て
い
る
も
の
で
は
、
貧
困
家
庭
や
ひ
と
り
親
家
庭
等
の

学
習
支
援
な
ど
の
子
ど
も
の
自
立
に
向
け
て
の
生
活
支
援
等
の
現
在
社
会
問
題
化
し
て
い
る
今
日
的
課
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て
も
取
り
組
ん
で
い
る
状

況
で
あ
り
、
児
童
館
の
役
割
を
高
め
る
た
め
に
も
、
こ
う
し
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
必
要
な
地
域
で
実
施
す
る
た
め
の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
環
境
設
定
な
ど

を
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性

④
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
「
児
童
館
の
機
能
・
役
割
」
に
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
で
の
機
能
・
役
割
と
し
て
は
、
移
動
児
童
館
、
子
ど
も

１
１
０
番
の
家
（
駆
け
込
み
児
童
館
）
、
若
年
者
の
就
労
支
援
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
参
照
】

⑤
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
内
容
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
な
い
と
回
答
し
た
児
童
館
に
つ
い
て
、
そ
の
理
由
と
し
て
は
、
「
『
児
童
館
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
』
を
知
ら
な
い
」
が
１
５
．
９
％
（
２
２
館
）
、
「
内
容
を
よ
く
理
解
し
て
い
な
い
」
が
１
５
．
２
％
（
２
１
館
）
あ
り
、
都
道
府
県
別
で
は
、

神
奈
川
県
（
４
６
館
）
、
和
歌
山
県
（
１
２
館
）
、
岐
阜
県
（
９
館
）
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
参
照
】

（
１
）
調
査
結
果
概
要
（
続
き
）
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○
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の
「
児
童
館
の
機
能
・
役
割
」
に
記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
で
の
機
能
・
役
割
と
し
て
は
、
移
動
児
童
館
、
子
ど
も

１
１
０
番
の
家
（
駆
け
込
み
児
童
館
）
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
活
動
の
連
携
拠
点
な
ど
を
担
っ
て
お
り
、
地
域
社
会
の
中
で
の
児
童
館
の
役
割
や
位

置
付
け
を
高
め
、
身
近
な
地
区
や
地
域
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
核
と
な
る
た
め
に
も
、
そ
の
あ
り
方
の
更
な
る
検
証
が
必
要
で

あ
る
。

○
こ
の
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が
児
童
館
の
運
営
や
活
動
の
向
上
を
図
る
上
で
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら

か
と
な
っ
た
が
、
調
査
結
果
を
受
け
て
、
課
題
を
整
理
す
る
と
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

①
児
童
館
の
役
割
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に
、
子
ど
も
を
取
り
巻
く
貧
困
問
題
等
の
今
日
的
課
題
へ
の
対
応
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
取
り
組
ん
で
い
く
か
。

②
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
推
進
調
査
研
究
事
業
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
児
童
館
の
活
動
や
運
営
の
向
上
の
参
考
と
な
る
「
児
童
館
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

の
更
な
る
周
知
を
図
る
と
と
も
に
、
今
後
、
児
童
館
が
果
た
す
べ
き
機
能
及
び
役
割
の
検
討
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
進
め
て
い
く
か
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性
（
続
き
）
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６
．
利
用
者
調
査
（
保
護
者
及
び
子
ど
も
）
に
つ
い
て

ア
保
護
者
用

①
子
ど
も
の
学
年
に
つ
い
て
は
、
乳
幼
児
３
９
．
２
％
、
小
学
校
１
～
３
年
生
３
５
．
９
％
と
多
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
２
５
参

照
】

②
利
用
頻
度
に
つ
い
て
は
、
ほ
ぼ
毎
日
が
３
３
．
８
％
、
週
に
何
回
か
が
３
０
．
９
％
と
多
く
な
っ
て
お
り
、
特
に
小
学
校
１
～
３
年
生
の
６
５
％

が
。
一
ほ
ぼ
毎
日
利
用
し
て
い
る
方
で
、
年
に
数
回
し
か
利
用
し
な
い
割
合
も
、
８
．
９
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
２
５
参
照
】

行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
し
た
割
合
は
、
８
１
．
６
％
に
上
っ
て
い
る
一
方
で
、
参
加
し
な
い
割
合
も
１
７
．
２
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版

詳
細
・
Ｐ
１
２
６
参
照
】

③
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
は
、
参
加
し
た
理
由
で
は
「
内
容
に
興
味
が
あ
っ
た
た
め
」
が
約
６
割
、
「
同
世
代
の
子
ど
も
を
持
つ
親
と
情
報
交
換
を

し
た
い
と
思
っ
た
た
め
」
が
約
２
割
と
多
く
な
っ
て
い
る
。
参
加
し
て
良
か
っ
た
点
で
は
、
「
気
分
転
換
に
な
り
、
子
ど
も
と
の
関
係
を
よ
り
良
好

に
保
て
る
よ
う
に
な
っ
た
」
、
「
同
世
代
の
子
ど
も
を
持
つ
親
と
知
り
合
い
、
交
流
で
き
、
様
々
な
情
報
が
得
ら
れ
た
」
、
「
子
ど
も
の
家
庭
で
は

み
ら
れ
な
い
一
面
を
知
る
こ
と
が
で
き
た
」
が
多
い
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
２
６
，
Ｐ
１
２
７
参
照
】

④
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
子
ど
も
を
参
加
さ
せ
て
良
か
っ
た
点
に
つ
い
て
は
、
利
用
頻
度
が
「
ほ
ぼ
毎
日
」
と
「
年
に
数
回
」
を
比
べ
る
と
、
「
ほ
ぼ
毎

日
」
と
回
答
し
た
方
が
、
「
他
の
行
事
等
に
も
積
極
的
に
参
加
す
る
よ
う
に
な
っ
た
」
、
「
日
常
生
活
に
お
い
て
基
本
的
な
ル
ー
ル
を
守
る
よ
う
に

な
っ
た
」
な
ど
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
回
答
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
１
参
照
】

⑤
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
改
善
し
た
方
が
い
い
点
に
つ
い
て
は
、
「
参
加
者
同
士
が
も
っ
と
話
せ
る
時
間
を
作
っ
た
方
が
よ
い
」
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施

す
る
際
に
、
子
ど
も
か
ら
意
見
を
聞
い
た
方
が
よ
い
」
や
、
実
施
回
数
の
増
、
時
間
の
延
長
、
参
加
人
数
の
増
な
ど
の
回
答
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体

版
詳
細
・
Ｐ
１
３
４
参
照
】

⑥
児
童
館
の
存
在
と
し
て
は
、
安
心
し
て
子
ど
も
を
遊
ば
せ
る
こ
と
が
で
き
、
駆
け
込
み
寺
の
よ
う
な
存
在
で
あ
る
な
ど
の
回
答
が
み
ら
れ
た
。

【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
４
参
照
】

（
１
）
調
査
結
果
概
要

○
こ
れ
か
ら
の
児
童
館
の
果
た
す
べ
き
機
能
や
役
割
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
検
討
に
資
す
る
た
め
、
現
在
児
童
館
を
利
用
さ
れ
て
い
る
方
に
も
、
そ
の

利
用
状
況
や
活
動
内
容
、
児
童
館
へ
の
評
価
等
に
関
す
る
調
査
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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イ
子
ど
も
用

①
学
年
に
つ
い
て
は
、
小
学
校
３
年
生
１
９
．
５
％
、
小
学
校
２
年
生
１
８
．
２
％
と
多
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
６
参
照
】

②
利
用
頻
度
に
つ
い
て
は
、
ほ
ぼ
毎
日
が
４
０
．
３
％
、
週
に
何
回
か
が
３
０
．
７
％
と
多
く
な
っ
て
お
り
、
特
に
、
小
学
校
１
～
３
年
生
の
半
数

以
上
が
ほ
ぼ
毎
日
利
用
し
て
い
る
。
一
方
で
、
年
に
数
回
し
か
利
用
し
な
い
割
合
も
、
８
．
６
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
６
参

照
】

③
児
童
館
を
利
用
す
る
理
由
と
し
て
は
、
「
楽
し
い
か
ら
」
、
「
遊
べ
る
か
ら
」
、
「
友
達
が
い
る
か
ら
」
が
高
い
割
合
と
な
っ
て
い
る
一
方
で
、

「
暇
だ
か
ら
」
も
比
較
的
高
い
割
合
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
７
参
照
』

④
行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
し
た
割
合
は
、
７
８
．
１
％
に
上
っ
て
い
る
一
方
で
、
参
加
し
な
い
割
合
も
２
０
．
２
％
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版

詳
細
・
Ｐ
１
３
８
参
照
】

⑤
行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に
つ
い
て
は
、
参
加
し
た
理
由
で
は
、
「
楽
し
そ
う
だ
っ
た
か
ら
」
、
「
友
達
が
参
加
す
る
（
し
て
い
る
）
か
ら
」
が
高
い
割

合
と
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
３
８
参
照
】

参
加
す
る
前
後
で
変
わ
っ
た
こ
と
は
、
利
用
頻
度
が
「
ほ
ぼ
毎
日
」
と
「
年
に
数
回
」
を
比
べ
る
と
、
「
ほ
ぼ
毎
日
」
と
回
答
し
た
方
が
、
「
他

の
行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に
積
極
的
に
参
加
す
る
よ
う
に
な
っ
た
」
、
「
児
童
館
の
職
員
と
何
で
も
話
せ
る
よ
う
に
な
っ
た
」
な
ど
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
回

答
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
。
【
全
体
版
詳
細
・
Ｐ
１
４
６
参
照
】

⑥
行
事
や
イ
ベ
ン
ト
を
よ
く
し
た
い
点
に
つ
い
て
は
、
「
友
達
と
も
っ
と
話
せ
る
時
間
が
あ
っ
た
方
が
良
い
」
、
「
も
っ
と
自
分
達
が
中
心
と
な
っ

て
参
加
で
き
た
方
が
良
い
」
や
、
低
学
年
（
高
学
年
）
だ
け
に
し
て
ほ
し
い
、
簡
単
な
ル
ー
ル
の
方
が
い
い
、
な
ど
の
回
答
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体

版
詳
細
・
Ｐ
１
５
０
参
照
】

⑦
児
童
館
の
好
き
な
と
こ
ろ
で
は
、
友
達
が
で
き
る
、
宿
題
が
で
き
る
、
居
心
地
が
い
い
、
落
ち
つ
け
る
な
ど
の
回
答
が
み
ら
れ
た
。
【
全
体
版
詳

細
・
Ｐ
１
５
３
参
照
】

イ
子
ど
も
用

（
１
）
調
査
結
果
概
要
（
続
き
）
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ア
保
護
者
用

○
利
用
す
る
理
由
と
し
て
は
、
「
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
に
興
味
が
あ
っ
た
」
が
高
く
な
っ
て
お
り
、
こ
う
し
た
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
捉
え
て
、
プ
ロ
グ

ラ
ム
を
工
夫
し
な
が
ら
実
践
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

○
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
し
た
こ
と
で
気
分
転
換
に
な
っ
た
、
交
流
・
情
報
交
換
が
で
き
た
、
職
員
と
相
談
で
き
た
な
ど
の
回
答
が
多
く
み
ら
れ
る
な

ど
、
児
童
館
が
保
護
者
に
と
っ
て
も
身
近
で
利
用
し
や
す
い
居
場
所
で
あ
る
こ
と
の
周
知
を
積
極
的
に
行
う
と
と
も
に
、
職
員
が
保
護
者
へ
の
関
わ

り
の
大
切
さ
や
支
援
者
と
し
て
の
役
割
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
の
必
要
性
な
ど
を
学
ぶ
機
会
を
定
期
的
に
設
け
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

○
利
用
頻
度
が
「
ほ
ぼ
毎
日
」
と
「
年
に
数
回
」
を
比
べ
る
と
、
「
ほ
ぼ
毎
日
」
の
方
が
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
回
答
が
多
く
な
っ
て
お
り
、
児
童
館
を
継

続
的
に
利
用
し
て
も
ら
う
た
め
の
工
夫
や
利
用
し
た
こ
と
が
な
い
人
へ
の
働
き
か
け
を
積
極
的
か
つ
効
果
的
に
行
っ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

イ
子
ど
も
用

○
行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
す
る
理
由
と
し
て
は
、
「
楽
し
そ
う
だ
っ
た
か
ら
」
が
高
く
な
っ
て
お
り
、
こ
う
し
た
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
捉
え
て
、
子

ど
も
の
意
見
を
聞
き
な
が
ら
、
行
事
や
イ
ベ
ン
ト
を
工
夫
し
な
が
ら
実
践
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

○
行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
し
た
こ
と
で
、
新
た
な
発
見
が
あ
っ
た
、
新
し
い
友
達
が
で
き
た
、
普
段
で
き
な
い
体
験
が
で
き
た
な
ど
の
回
答
が
多

く
み
ら
れ
る
な
ど
、
児
童
館
が
地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の
健
全
育
成
及
び
安
全
・
安
心
な
居
場
所
で
あ
る
こ
と
の
周
知
徹
底
を
行
う
と
と
も
に
、
職

員
の
遊
ぶ
技
術
の
向
上
や
子
ど
も
の
発
達
に
関
す
る
知
識
、
子
ど
も
の
個
別
的
・
集
団
的
援
助
の
方
法
な
ど
を
学
ぶ
機
会
を
定
期
的
に
設
け
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。

○
利
用
頻
度
が
「
ほ
ぼ
毎
日
」
と
「
年
に
数
回
」
を
比
べ
る
と
、
「
ほ
ぼ
毎
日
」
の
方
が
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
回
答
が
多
く
な
っ
て
お
り
、
児
童
館
を
継

続
的
に
利
用
し
て
も
ら
う
た
め
の
工
夫
や
学
校
等
と
連
携
し
て
利
用
し
た
こ
と
が
な
い
子
ど
も
へ
の
働
き
か
け
を
積
極
的
か
つ
効
果
的
に
行
っ
て
い

く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

（
２
）
評
価
及
び
検
証
、
今
後
の
方
向
性
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○
平
成
２
８
年
度
予
算
案

千
円
（
モ
デ
ル
児
童
館
１
か
所
あ
た
り

千
円
✕

か
所
）

○
平
成
２
８
年
度

平
成
２
８
年
度

３
．
予
算
案
額児
童
館
等
に
お
け
る
「
遊
び
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
開
発
・
普
及
（
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
推
進
調
査
委
託
費
）

平
成

年
度
に
社
会
保
障
審
議
会
児
童
部
会
の
下
に
設
置
し
た
「
遊
び
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
に
関
す
る
専
門
委
員
会
（
以
下
、
「
専
門
委
員
会
」
と
い

う
。
）
」
に
お
い
て
、
時
代
の
要
請
に
対
応
し
た
障
害
児
や
配
慮
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
を
含
め
た
新
た
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
な
ど
を
検
討
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
が
、
特
に
、
発
達
障
害
な
ど
子
ど
も
の
特
性
を
踏
ま
え
た
取
組
を
推
進
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
の
全
国
的
な
普
及
啓
発
を
図
る
た
め
、
専
門

委
員
会
に
お
い
て
、
こ
う
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
践
事
例
の
把
握
を
行
う
と
と
も
に
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
積
極
的
に
実
践
し
て
い
る
、
ま
た
は
実
践
し
よ
う

と
し
て
い
る
児
童
館
を
選
定
（
指
定
）
す
る
。

当
該
経
費
は
、
モ
デ
ル
的
に
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
践
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
子
ど
も
の
成
長
発
達
段
階
に
お
い
て
、
ど
の
よ
う
な
効
果

を
も
た
ら
す
の
か
な
ど
を
分
析
し
、
ひ
い
て
は
、
地
域
の
児
童
館
等
が
果
た
す
べ
き
機
能
及
び
役
割
に
つ
い
て
の
検
証
、
検
討
に
資
す
る
た
め
の
調
査

研
究
を
実
施
す
る
。

平
成

年
度
に
社
会
保
障
審
議
会
児
童
部
会
の
下
に
設
置
し
た
「
遊
び
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
に
関
す
る
専
門
委
員
会
（
以
下
、
「
専
門
委
員
会
」
と
い

１
．
調
査
主
旨

２
．
実
施
内
容

○
専
門
委
員
会
に
お
い
て
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
践
事
例
の
把
握
及
び
検
討
を
行
っ
た
上
で
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
践
す
る
児
童
館
（
以
下
、
「
モ
デ
ル

児
童
館
」
と
い
う
。
）
を
１
０
か
所
選
定
（
指
定
）

→
モ
デ
ル
児
童
館
の
選
定
（
指
定
）
に
当
た
っ
て
は
、
児
童
館
等
の
規
模
、
地
域
性
及
び
利
用
者
の
年
齢
等
を
考
慮

① 調 査 研 究 委 員 会 の 設 置

② プ ロ グ ラ ム の 実 施

・
モ
デ
ル
児
童
館
に
お
い
て
、
効
果
的
に

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
践
す
る
た
め
に
、
プ
ロ

グ
ラ
ム
講
師
、
地
域
の
有
識
者
、
児
童
館

職
員
な
ど
で
構
成
さ
れ
る
調
査
研
究
委
員

会
を
設
置

・
具
体
的
な
実
施
方
法
、
実
施
体
制
、
実

施
時
期
な
ど
に
つ
い
て
検
討

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

→
調
査
研
究
の
成
果
と
し
て
記
録
す
る

た
め
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
ま
で
の
検
討

経
過
や
実
施
内
容
、
参
加
者
の
声
な
ど

を
収
録
し
た

を
作
成

・
事
後
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
の
事
前
打
ち
合
わ
せ

③ 報 告 書 の 作 成

・
調
査
研
究
委
員
会
に
お
い
て
、
プ
ロ
グ

ラ
ム
の
実
施
内
容
や
参
加
者
の
反
応
、
プ

ロ
グ
ラ
ム
実
施
の
効
果
な
ど
を
ま
と
め
た

報
告
書
を
作
成

・
報
告
書
の
作
成
に
当
た
っ
て
は
、
実
践

し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
子
ど
も
の
成
長
発
達

段
階
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
効
果
を
も
た

ら
す
の
か
な
ど
の
観
点
も
取
り
入
れ
る
よ

う
留
意

モ
デ
ル
児
童
館
に
お
け
る
取
組
内
容

関
連
資
料
９
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現
状
と
課
題

 
提

言
 

 ■
活
動
の
範
囲

 
・
業
務
の
範
囲
を
超
え
た
活
動

 
・
法
律
等
に
よ
る
「
協
力
」
、
「
連
携
」
に
よ
る
過
剰
な
業
務

 
・
「
個
別
支
援
活
動
」
、
「
民
児
協
活
動
」
、
「
地
域
の
福
祉
活
動
」
の
バ
ラ
ン
ス

 
・
「
見
守
り
」
は
民
生
委
員
・
児
童
委
員
が
中
心
的
に
行
う
べ
き
も
の
と
い
う
雰
囲
気

 
  ■
求
め
ら
れ
る
役
割
の
多
様
化
と
負
担

 
・
世
帯
の
課
題
の
複
雑
化
・
多
様
化
に
よ
る
支
援
の
困
難
性

 
・
居
住
環
境
（
大
規
模
高
層
住
宅
、
市
町
村
合
併
）
に
よ
る
定
数
基
準
の
妥
当
性

 
・
民
生
委
員
・
児
童
委
員
活
動
中
の
事
故
等
へ
の
対
応

 
・
経
験
の
少
な
さ
（
Ⅰ
期
、
Ⅱ
期
（

6年
未
満
）
が

6割
）

 
・
地
域
で
の
様
々
な
「
充
て
職
」

 
  ■
対
応
す
る
問
題
の
複
雑
化
・
多
様
化
と
力
量

 
・
経
歴
に
よ
る
福
祉
へ
の
精
通
度
合
い

 
・
生
活
困
窮
者
や
複
雑
・
多
様
化
す
る
世
帯
の
問
題
へ
の
理
解

 
・
認
知
症
高
齢
者
、
障
害
者
な
ど
の
特
性
へ
の
理
解

・
外
国
籍
住
民
へ
の
対
応

 

■
災
害
時
の
活
動

 
・
広
範
囲
な
活
動
範
囲
と
時
間
的
、
財
政
的
な
負
担

 
・
避
難
生
活
の
長
期
化
に
よ
る
心
の
健
康
問
題
等
の
専
門
職
と
の
連
携

 
・
避
難
行
動
要
支
援
者
の
避
難
支
援
の
直
接
の
担
い
手
と
し
て
の
期
待

 

■
個
人
情
報
の
取
扱
と
関
係
機
関
と
の
情
報
共
有

 
・
要
支
援
者
情
報
の
行
政
や
関
係
機
関
か
ら
の
提
供

 
・
個
人
情
報
の
取
扱
に
関
す
る
理
解

 
・
自
治
会
や
町
内
会
、
福
祉
協
力
員
と
の
情
報
共
有

 

    ■
活
動
へ
の
支
援
・
協
力
体
制

 
・
サ
ポ
ー
ト
体
制

 
・
専
門
職
と
の
関
わ
り

 
・
連
合
民
児
協
、
単
位
民
児
協
機
能
の
強
化

 
    ■
社
会
的
な
理
解
の
促
進
と
継
続
性
の
確
保

 
・
民
生
委
員
制
度
・
活
動
の
理
解
（
行
政
や
関
係
機
関
、
地
域
住
民
）

 
・
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
制
度
・
活
動
に
対
す
る
理
解

 
・
児
童
委
員
・
主
任
児
童
委
員
制
度
・
活
動
の
役
割
に
対
す
る
周
知

 
・
新
任
民
生
委
員
・
児
童
委
員
に
対
す
る
制
度
・
活
動
に
対
す
る
説
明

 

 （
１
）

 活
動
へ
の
支
援
の
充
実

 
①

 民
生
委
員
・
児
童
委
員
が
安
心
し
て
活
動
す
る
た
め
の
取
組

 
・
保
険
制
度

 
②

 民
生
委
員
・
児
童
委
員
、
民
児
協
活
動
へ
の
支
援

 
・
活
動
費

・
行
政
の
サ
ポ
ー
ト
体
制

 
・
関
係
機
関
と
の
連
携

・
地
域
福
祉
計
画
へ
の
位
置
づ
け

 
③

 災
害
時
の
民
生
委
員
・
児
童
委
員
活
動
へ
の
支
援

 
 （
２
）

 力
量
を
高
め
る
取
組

 
①

 研
修
の
充
実

 
②

 都
道
府
県
等
に
お
け
る
民
生
委
員
・
児
童
委
員
活
動
の
評
価

 
③

 民
生
委
員
・
児
童
委
員
活
動
に
参
加
で
き
る
よ
う
職
場
、
家
族
、

 
   

   
  地
域
団
体
の
理
解
と
協
力
の
促
進

 

早
期
に
対
応
で
き
る
も
の

 

（
３
）

 自
治
体
等
の
理
解
の
促
進
に
向
け
た
取
組
（
主
に
制
度
）

 
①

 民
生
委
員
・
児
童
委
員
制
度
・
活
動
の
正
し
い
理
解
の
促
進

 
②

 個
人
情
報
の
取
扱
い
の
適
切
な
理
解
に
よ
る
活
動
し
や
す
い

 
  環
境
づ
く
り

 

（
４
）

 国
民
の
理
解
の
促
進
に
向
け
た
取
組
（主
に
活
動
） 

①
 創
意
工
夫
に
よ
る
広
報
へ
の
取
組

 
②

 「
な
り
手
」
不
足
の
解
消
に
向
け
た
試
み

 

 ①
 民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
活
動
範
囲
に
係
る
他
制
度
の
整
理

 
 ②

 時
代
の
変
遷
に
即
し
た
定
数
基
準
や
区
域
の
見
直
し

 
 ③

 研
修
等
に
よ
る
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
「
な
り
手
」
へ
の
仕
組
み
づ
く
り

 
 ④

 民
児
協
、
単
位
民
児
協
事
務
局
機
能
の
強
化

 

時
間
を
か
け
て
慎
重
に
検
討
す
る
も
の

 

「
民
生
委
員
・
児
童
委
員
の
活
動
環
境
の
整
備
に
関
す
る
検
討
会
」
報
告
書
の
概
要
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事 務 連 絡

平成２１年１２月２２日

都道府県

各 指定都市 児童委員、主任児童委員事務担当者 殿

中 核 市

厚 生労働省雇 用均等 ・児 童家庭局育 成環境課

円滑な児童委員・主任児童委員活動について（依頼）

児童委員、主任児童委員活動の推進につきましては、平素よりご協力を賜り厚く

御礼申し上げます。

さて、近年、少子化や核家族化に伴う育児不安や子育ての孤立化に加えて、児

童虐待をはじめ、いじめや不登校、少年非行等、支援を必要とする子どもや家庭を

めぐる問題が複雑化・深刻化している中、児童委員・主任児童委員は、住民の立

場に立ち、住民との信頼関係の中で子どもや子育て家庭への支援活動を行う地域

のボランティアとして活動を行っており、児童委員・主任児童委員に対する期待は

高まっています。

子育て家庭等が必要な時に児童委員・主任児童委員へ相談できる環境づくりが

求められているところあり、子育て家庭に「児童委員・主任児童委員」制度を周知

し、児童委員・主任児童委員についての理解を広げることが重要であると考えてい

ます。

このため、今般、平成21年12月21日付け雇児母発１２２１第1号厚生労働省雇

用均等・児童家庭局母子保健課長通知により、母子健康手帳の任意様式に児童

委員・主任児童委員の活動についての記述を盛り込んだところです（別紙参照）。

管内市区町村及び関係機関等に御周知いただき、地域住民に対して、児童委

員、主任児童委員制度の正しい理解が得られるようご配慮願います。

また、児童委員・主任児童委員活動には、日頃から地域住民の状況を適切に把

握しておくことが重要であることから、各自治体におかれましては、活動の重要性を

ご認識いただき、円滑な活動に必要な情報の提供につき特段のご配慮をお願いい

たします。

（本件担当）

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

育成環境課育成環境係

℡03-5253-1111 内7905、7910
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2
0
1
6
年 ７
月

・
物
品
発
送
時
期
等
に
係
る
事
務
連
絡

・
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス

厚
労
省

厚
生
局

自
治
体

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

１
月

定
数
報
告
、
物
品
必
要
数
報
告

８
月
末
〆

推
薦
名
簿
、
感
謝
状
名
簿
提
出

９
月
末
〆

委
嘱
状
、
解
嘱
状
、
感
謝
状
等
発
送

直
接
自
治
体
へ
（
１
０
月
上
旬
頃
）

徽
章
発
送

直
接
自
治
体
へ
（
１
０
月
下
旬
頃
）

一
斉
改
選

自
治
体
あ
て
（
７
月
下
旬
頃
）

平
成
２
８
年

民
生
委
員
・
児
童
委
員
、
主
任
児
童
委
員
の
一
斉
改
選
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
予
定
）
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民
生
委
員
制
度
１
０
０
周
年
記
念
事
業
基
本
計
画

 
１

趣
旨

 
平
成
２
９
年
は
、
民
生
委
員
制
度
の
源
で
あ
る
大
正
６
年
に
岡
山
県
で
発
足
し
た
「
済
世
顧
問
制
度
（
※
）
」
の
創
設
か
ら

１
０
０
周
年
を
迎
え
、
１
世
紀
と
い
う
大
き
な
節
目
の
年
に
あ
た
る
。

 
全
国
民
生
委
員
児
童
委
員
連
合
会
で
は
、
民
生
委
員
制
度
や
そ
の
活
動
の
あ
ゆ
み
を
総
括
し
、
そ
の
果
た
し
て
き
た
役
割
を

明
ら
か
に
し
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
お
け
る
活
動
の
方
向
性
を
示
す
こ
と
で
、
民
生
委
員
・
児
童
委
員
制
度
の
さ
ら
な
る
発
展

と
活
動
の
充
実
を
図
る
た
め
、
１
０
０
周
年
記
念
事
業
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
る
。

 

２
実
施
期
間
平
成
２
７
年
４
月
～
平
成
３
０
年
３
月
（
３
年
間
）

 

３
主
な
取
り
組
み

 
（
１
）
１
０
０
周
年
記
念
大
会
の
開
催
（
平
成
２
９
年
）

（
２
）
１
０
０
年
通
史
の
作
成

（
３
）
全
国
モ
ニ
タ
ー
調

 
・
全
国
万
人
と
い
う
組
織
力
を
生
か
し
、
全
国
的
な
福
祉
課
題
の
調
査

（
４
）
重
層
的
な
広
報
（
Ｐ
Ｒ
）
活
動

 
・
報
道
関
係
機
関
へ
の
働
き
か
け
や
全
国
的
な
広
報
活
動

（
５
）
こ
れ
か
ら
の
民
生
委
員
制
度
や
そ
の
活
動
に
関
す
る
提
言

 
・
民
生
委
員
自
ら
が
現
状
と
課
題
を
整
理
し
つ
つ
、
自
ら
が
提
言

（
６
）
機
運
醸
成
の
た
め
の
取
り
組
み

 
・
１
０
０
周
年
シ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
の
作
成

 
・
ス
ロ
ー
ガ
ン
（
キ
ャ
ッ
チ
コ
ピ
ー
）
の
決
定

 
・
ピ
ン
バ
ッ
ジ
等
の
作
成

 
 ※
済
世
顧
問
制
度
・
・
・
・
大
正

5年
5月
、
宮
中
で
開
催
さ
れ
た
地
方
長
官
会
議
の
場
で
、
当
時
の
岡
山
県
知
事
笠
井
信
一
氏
は
、
大
正
天
皇
か
ら

 
「
県
下
の
貧
し
い
人
々
の
状
況
は
ど
う
か
」
と
ご
下
問
を
受
け
、
知
事
は
岡
山
県
内
の
貧
困
状
況
を
調
査
し
、
悲
惨
な
生
活

 
状
況
に
あ
る
も
の
が
県
下
の
１
割
に
達
し
て
い
る
こ
と
が
判
明
し
、
事
態
の
重
大
さ
に
知
事
は
日
夜
研
究
を
重
ね
、
ド
イ
ツ
の

 
エ
ル
バ
ー
フ
ェ
ル
ト
市
で
行
わ
れ
て
い
る
「
救
貧
委
員
制
度
」
を
参
考
に
、
大
正

6年
5月
「
済
世
顧
問
設
置
規
程
」
を
公
布
し
、

 
民
生
委
員
制
度
の
源
と
言
わ
れ
る
済
世
顧
問
制
度
が
生
ま
れ
た
。
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社
会
保
障
審
議
会
推
薦
児
童
福
祉
文
化
財
に
つ
い
て

 
１
．
社
会
保
障
審
議
会
に
よ
る
児
童
文
化
財
推
薦

 
   

   
社
会
保
障
審
議
会
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
諮
問
に
対
し
て
答
申
や
意
見
の
具
申
を
行
う
他
、
児
童
福
祉
法
第
８
条
第
７
項
の
規
定
に
よ
り
、
児
童
の
福
祉
の
向
上
を
図
る
た
め

に
、
芸
能
、
出
版
物
等
の
推
薦
を
行
い
、
又
、
そ
れ
ら
の
製
作
者
や
興
行
者
に
対
し
て
必
要
な
勧
告
を
行
う
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
。
（
推
薦
は
、
昭
和
２
６
年
度
か
ら
実
施
） 

 
児
童
福
祉
法
第
８
条
第
７
項

 
  

  
社
会
保
障
審
議
会
及
び
都
道
府
県
児
童
福
祉
審
議
会
は
、
児
童
及
び
知
的
障
害
者
の
福
祉
を
図
る
た
め
、

芸
能
、
出
版
物
、
が
ん
具
、
遊
戯
等
を
推
薦
し
、
又
は
そ
れ
ら
を

 製
作
し
、
興
行
し
、
若
し
く
は
販
売
す
る
者
等
に

対
し
、
必
要
な
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
．
児
童
福
祉
文
化
財
の
推
薦
業
務

社
会
保
障
審
議
会
福
祉
文
化
分
科
会
は
、
優
れ
た
作
品
・
公
演
等
の
審
査
を
円
滑
に
行
う
た
め
３
つ
の

「
委
員
会
」
を
設
置
し
て
審
議
。

各
委
員
会
は
、
社
会
保
障
審
議
会
の
本
委
員
、
各
分
野
に
お
け
る
学
識
経
験
者
の
臨
時
委
員
と
専
門
委

員
若
干
名
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
。

出
版
物
委
員
会

・
・
・
図
書
等

舞
台
芸
術
委
員
会

・
・
・
演
劇
、
ミ
ュ
ー
ジ
カ
ル
、
コ
ン
サ
ー
ト
、
舞
踏
等

映
像
・
メ
デ
ィ
ア
等
委
員
会

・
・
・

映
画
、
放
送
テ
レ
ビ
、
ビ
デ
オ
、
Ｃ
Ｄ
等

３
．
推
薦
基
準

・
児
童
に
適
当
な
文
化
財
で
あ
っ
て
、
児
童
の
道
徳
、
情
操
、
知
能
、
体
位
等
を
向
上
せ
し
め
、
そ
の
生
活

内
容
を
豊
か
に
す
る
こ
と
に
よ
り
児
童
を
社
会
の
健
全
な
一
員
と
す
る
た
め
に
積
極
的
な
効
果
を
も
つ
も
の
。

・
児
童
福
祉
に
関
す
る
社
会
の
責
任
を
強
調
し
、
児
童
の
健
全
な
育
成
に
関
す
る
知
識
を
広
め
、
ま
た
は
、

児
童
問
題
の
解
決
に
つ
い
て
の
関
心
及
び
理
解
を
深
め
る
等
、
児
童
福
祉
思
想
の
啓
発
普
及
に
積
極
的

な
効
果
を
も
つ
も
の
。

・
児
童
の
保
育
、
指
導
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
等
に
関
す
る
知
識
及
び
技
術
の
普
及
に
積
極
的
な
効
果
を
も

つ
も
の
。

４
．
推
薦
数

平
成
２
６
年
度
審
査
総
数

３
０
６
点
（
出
版
物
２
３
７
点
、
舞
台
芸
術
３
５
点
、
映
像
・メ
デ
ィ
ア
等
３
４
点
）

平
成
２
６
年
度
の
推
薦
数

９
０
点
（
出
版
物
５
１
点
、
舞
台
芸
術
１
４
点
、
映
像
・メ
デ
ィ
ア
等
２
５
点
）

平
成
２
６
年
度
の
特
別
推
薦
２
０
点
（
出
版
物

８
点
、
舞
台
芸
術

７
点
、
映
像
・
メ
デ
ィ
ア
等

５
点
）

５
．
広
報
・啓
発

児
童
福
祉
文
化
財
広
報
・
啓
発
ポ
ス
タ
ー
を
制
作
す
る
と
と
も
に
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
、

児
童
福
祉
施
設
、
小
・
中
学
校
、
全
国
の
図
書
館
等
に
周
知
。

1 
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放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
に
関
す
る

 
文
部
科
学
省
の
取
組

文
部
科
学
省

生
涯
学
習
政
策
局

社
会
教
育
課

地
域

・学
校

支
援

推
進

室

平
成

28
年

2月
23
日

 
全
国
児
童
福
祉
主
管
課
長
会
議
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放
課
後
子
供
教
室

 
（
文
部
科
学
省
）

 

地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 

大
学
生
・
企
業

O
B、
地
域
の
高
齢
者
、
民
間
教
育
事
業
者
、

 
文
化
・
芸
術
団
体
等
の
様
々
な
人
材

 

教
育
活
動
推
進
員

 
教
育
活
動
サ
ポ
ー
タ
ー

 

（
学
習
支
援
や
多
様
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
、
安
全
管
理
）

 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

 
（
厚
生
労
働
省
）

 

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
に
は
、
共
働
き
家
庭
等
の
「
小
１
の
壁
」
を
打
破
す
る
と
と
も
に
、
次
代
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る

た
め
、
全
て
の
就
学
児
童
が
放
課
後
を
安
心
・
安
全
に
過
ご
し
、
多
様
な
体
験
・
活
動
が
で
き
る
よ
う
、
厚
生
労
働
省
と
連
携

し
て
総
合
的
な
放
課
後
対
策
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要

 

『
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
』

と
し
て
、
実
施
（

月
策
定
）

・
余
裕
教
室
等
の
利
用
促
進

 
・
学
校
敷
地
内
の
専
用
施
設
を
利
用

 
・
体
育
館
な
ど
の
一
時
利
用
の
促
進

 

多
様
な

プ
ロ
グ
ラ
ム

の
提
供

国 都
道
府
県

市
町
村

【
補
助
率
】
 

取
組
の
企
画
、
担
い
手
確
保
、
全
体
調
整

 
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
登
録
し
て
い
る
児
童
の
参
加
を
促
進

 

双
方
で
情
報
共
有

 
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
支
援
員

 

【
共
通
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
】

 
○
室
内
で
の
活
動

 
・
学
習
支
援
（
宿
題
の
指
導
、
予
習
・
復
習
、
補
充
学
習
等
）

 
・
多
様
な
体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
実
験
・
工
作
教
室
、
英
会
話
、
文
化
・
芸
術
教
室
等
） 

○
校
庭
・
体
育
館
で
の
活
動

 
ス
ポ
ー
ツ
活
動
（
野
球
、
サ
ッ
カ
ー
、
一
輪
車
）
な
ど

 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に

 
参
加
し
て
い
る
子
供
が

 
放
課
後
子
供
教
室
の
共
通

 
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加

 

連
携

 
協
働

 

小
学
校
な
ど

 
参
画

①
地
域
と
学
校
の
連
携
・協
働
に
よ
る
全
て
の
子
供
た
ち
を
対
象
と
し
た

 
 学
習
支
援
・プ
ロ
グ
ラ
ム
の
充
実

 
②
一
体
型
ま
た
は
連
携
型
の
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
・
放
課
後
子
供
教
室

 
を
計
画
的
に
整
備
（一
体
型
の
取
組
を
推
進
）
 

平
成

31
年
度
末
ま
で
の
目
標
数

 

【
H

27
年
度
】
14

,0
00

か
所

 

【
H

31
年
度
】

20
,0

00
か
所

 
約
半
数
は
放
課
後

 
児
童
ク
ラ
ブ
と
一
体
型

 
【
H

28
年
度
】

15
,5

00
か
所

 

【
H

27
年

＜
学
校
区
毎
の
協
議
会
な
ど
で
取
組
を
促
進
＞

 

放
課
後
子
供
教
室

 
平
成

28
年
度
予
定
額
：
5,

24
6百
万
円
の
内
数

 
（
前
年
度
予
算
額

5,
07

9百
万
円
の
内
数
）

 

学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
協
力
推
進
事
業
の
一
部
で
実
施

 
～
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
の
推
進
～
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学
校
・
家
庭
・
地
域
の
連
携
協
力
推
進
事
業

 
国 都
道
府
県

市
町
村

【
補
助
率
】
 

近
年
、
子
供
を
取
り
巻
く
環
境
が
大
き
く
変
化
し
て
お
り
、
未
来
を
担
う
子
供
た
ち
を
健
や
か
に
育
む
た
め
に
は
、
学
校
、
家
庭
及
び
地
域
住
民
等
が
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
と
責
任
を
自
覚
し
つ
つ
、
地
域

全
体
で
教
育
に
取
り
組
む
体
制
づ
く
り
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

そ
の
た
め
、
地
域
と
学
校
が
連
携
・
協
働
し
て
、
地
域
全
体
で
未
来
を
担
う
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
て
い
く
様
々
な
活
動
を
推
進
す
る
た
め
、
地
域
と
学
校
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
中
心
と

な
り
、
地
域
住
民
や
豊
富
な
社
会
経
験
を
持
つ
外
部
人
材
等
の
協
力
を
得
て
、
学
校
支
援
活
動
（
学
校
支
援
地
域
本
部
）
、
地
域
未
来
塾
、
放
課
後
子
供
教
室
、
家
庭
教
育
支
援
、
地
域
ぐ
る
み
の
学
校
安
全

体
制
の
整
備
、
ス
ク
ー
ル
ヘ
ル
ス
リ
ー
ダ
ー
派
遣
な
ど
の
取
組
を
通
じ
て
社
会
全
体
の
教
育
力
の
向
上
及
び
地
域
の
活
性
化
を
図
る
。
特
に
、
中
学
生
・
高
校
生
等
を
対
象
に
大
学
生
や
教
員

な
ど
地
域
住
民

の
協
力
や

の
活
用
等
に
よ
る
原
則
無
料
の
学
習
支
援
（
地
域
未
来
塾
）
を
充
実
さ
せ
る
。
ま
た
、
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
一
体
型
の
放
課
後
子
供
教
室
を
計
画

的
に
整
備
し
、
厚
生
労
働
省
と
連
携
し
た
総
合
的
な
放
課
後
対
策
を
よ
り
一
層
充
実
さ
せ
る
。

平
成
２
８
年
度
予
定
額

百
万
円

  

・
活
動
拠
点

(居
場
所

)の
確
保

 
・
放
課
後
等
の
学
習
指
導

 
・
自
然
体
験
活
動
支
援

 
・
文
化
活
動
支
援

な
ど

 
  家

庭
教
育
支
援
員
の
配
置

 
 ・
家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
に
よ
る
相
談
や
支
援

 
 ・
親
へ
の
学
習
機
会
の
提
供
な
ど

 

放 課 後 子 供 教 室
 

家 庭 教 育 支 援
 

地
域
学
校
協
働
本
部

地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
学
校
区
レ
ベ
ル
）

・
授
業
等
の
学
習
補
助

 
・
部
活
動
指
導
補
助

 
・
学
校
行
事
支
援

 
・
学
校
環
境
整
備

 
・
登
下
校
の
見
守
り
等

 
 

学 校 支 援 活 動  

（ 学 校 支 援 地 域 本 部 ） ・
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る

 
学
校
安
全
体
制
の
整
備
等

 

学
習
が
遅
れ
が
ち
な
ど
の
中
学
生
・
高
校
生
等
を

 
対
象
と
し
た
地
域
住
民
の
協
力
や

IC
Tの
活
用
等

 
に
よ
る
原
則
無
料
の
学
習
支
援
の
充
実

 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
の
一
体
型
を
中
心
と
す
る
放

課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
の
推
進

 

地
域
の
実
情
に
応
じ
て
有
機
的
に
組
み
合
わ
せ
て
実
施
可
能

学
校
・
家
庭
・
地
域
が
連
携
し
て
地
域
社
会
全
体
で
教
育
支
援
活
動
を
実
施
し
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
活
性
化

 

重
点

施
策

 

 
（
平
成
２
７
年
度
予
算
額

百
万
円
）

 

地 域 未 来 塾  

箇
所

箇
所

箇
所

箇
所

箇
所

～
地
域
学
校
協
働
活
動
の
推
進
～

 
地
域
と
学
校
が
連
携
・
協
働
し
て
、
地
域
全
体
で
未
来
を
担
う

 
子
供
た
ち
の
成
長
を
様
々
な
活
動
を
通
じ
て
総
合
的
に
推
進

 

統
括
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
市
町
村
レ
ベ
ル
）

※
未
実
施
地
域
に
お
け
る
取
組
実
施
を
推
進

 
※
地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
資
質
や
取
組
の
質
の
向
上

 

地
域
住
民
や
学
校
と
の
連
絡
調
整
を
行
う
地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

及
び
複
数
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
連
絡
調
整
等
を
行
う
統
括
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ
ー
配
置
や
機
能
強
化
（持
続
可
能
な
体
制
の
整
備
、
人
材
の
育

成
・
確
保
、
質
の
向
上
等
）

 

重
点

施
策

 

◎
学
校
と
の
連
携
・
協
働

◎
住
民
・
保
護
者
間
の
連
絡
・
調
整

社
会
教
育
の
フ
ィ
ー
ル
ド
に
お
い
て
、
地
域
の

人
々
や
団
体
に
よ
り
「
緩
や
か
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
を
形
成
し
た
任
意
性
の
高
い
体
制
。
地
域
の

実
情
に
応
じ
て
活
動
内
容
を
選
択
し
て
実
施
。

（
）
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾄ機
能

（
）
多
様
な
活
動

（
よ
り
多
く
の
地
域
住
民
の
参
画
）

（
）
継
続
的
な
活
動

（
）

ﾃ
ﾞｨ
ﾈ
ｰ
ﾄ機
能

ﾈ
ﾄ機
能

本
部
の
構
成
３
要
素

重
点

施
策
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放
課
後

 
児
童
ク
ラ
ブ

 
放
課
後

 
子
供
教
室

 

活
動
日
数

 
28

9日
 

85
日

 

実
施
場
所

 
余
裕
教
室

 
図
書
館
、
視
聴
覚
室
、

 
ラ
ン
チ
ル
ー
ム
、
体
育
館

 等
 

共
通
の
活
動
場
所

 
図
書
館
、
視
聴
覚
室
、
ラ
ン
チ
ル
ー
ム
、
体
育
館

 等
 

～
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
と
放
課
後
子
供
教
室
を
同
じ
学
校
施
設
内
に
～

 

山
口
県

周
南
市

○
共
通
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
時
に
は
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に
登
録
し
て
い
る
児
童
の
状
況
を
、
地
域
の
人
材
（民
生
・児
童
委
員
等
）
が
放
課
後

児
童
ク
ラ
ブ
の
指
導
員
に
伝
え
る
こ
と
で
、
児
童
の
様
子
を
双
方
で
共
有
し
て
い
る
。
 

○
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
・
放
課
後
子
供
教
室
も
同
じ
学
校
施
設
内
に
活
動
場
所
が
あ
る
た
め
、
両
者
の
連
携
・
調
整
が
行
い
や
す
い
。

 

 
同
じ
学
校
施
設
内
に
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
（余
裕
教
室
）と
放
課
後
子
供
教
室
の
活
動
場
所
が
あ
る
こ
と

に
よ
り
、
放
課
後
子
供
教
室
に
登
録
し
て
い
る
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
子
供
た
ち
に
も

 
「
学
び
の
時
間
」
、

「
体
験
活
動
等
の
多
様
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
提
供
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。
共
通
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
活
動
場
所

は
、
学
校
の
図
書
館
・
視
聴
覚
教
室
、
ラ
ン
チ
ル
ー
ム
、
体
育
館
な
ど
と
な
っ
て
お
り
、
学
校
施
設
を
一
時

利
用
す
る
こ
と
で
、
多
様
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
て
い
る
。
 

○
保
護
者
か
ら
は
「
学
校
内
で
活
動
し
て
い
る
の
で
安
心
し
て
い
る
。

放
課
後
子
供
教
室
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
さ
ま
ざ
ま
な
経
験
が
出
来
る

の
で
良
い
」
と
好
評
。

 

○
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
主
任
指
導
員
が
定
期
的
に
打
ち
合
わ
せ
を

行
う
こ
と
で
、
児
童
の
様
子
に
つ
い
て
情
報
を
共
有
し
、
連
携
し
て

子
供
を
育
む
こ
と
が
で
き
て
い
る
。
 

ポ
イ
ン
ト

 

取
組
の
効
果

 

概
要

 

基
礎
デ
ー
タ

 

※
周
南
市
に
お
け
る
取
組
の
一
事
例
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○
 総
合
教
育
会
議
は
首
長
が
招
集
。

 

○
 教
育
委
員
会
か
ら
首
長
に
対
し
て
総
合
教
育
会
議
の
招
集
を
求
め
る
こ
と
も
可
能
。

 

○
 総
合
教
育
会
議
は
原
則
公
開
。
た
だ
し
、
個
人
の
秘
密
を
保
護
等
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
可
能
。

 

○
 議
事
録
の
作
成
・
公
表
（
努
力
義
務
）
。

 

○
 そ
の
他
、
総
合
教
育
会
議
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、
総
合
教
育
会
議
が
定
め
る
。

 

総
合
教
育
会
議
に
つ
い
て

◆
首
長
は
、
現
行
制
度
に
お
い
て
も
、
私
学
や
大
学
、
福
祉
等
の
事
務
を
所
管
す
る
と
と
も
に
、
予
算
の
編
成
・
執
行
権
限
や
条
例
の
提
出
権
を
通
じ
て
教
育
行
政

に
大
き
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。

◆
一
方
、
首
長
と
教
育
委
員
会
の
意
思
疎
通
が
十
分
で
な
い
た
め
、
地
域
の
教
育
の
課
題
や
あ
る
べ
き
姿
を
共
有
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
を
十
分
に
果
た
す
こ
と
が

で
き
て
い
な
い
と
い
う
指
摘
も
あ
る
。

◆
こ
の
た
め
、
首
長
と
教
育
委
員
会
が
相
互
に
連
携
を
図
り
つ
つ
、
教
育
に
関
す
る
重
要
な
課
題
を
検
討
す
る
た
め
に
、
総
合
教
育
会
議
を
す
べ
て
の
地
方
公
共
団

体
に
設
置
す
る
。

○
 総
合
教
育
会
議
に
お
い
て
協
議
し
、
調
整
す
る
事
項
は
以
下
の
と
お
り
。

 

①
当
該
地
方
公
共
団
体
の
教
育
、
学
術
及
び
文
化
の
振
興
に
関
す
る
総
合
的
な
施
策
の
大
綱
の
策
定

 

②
教
育
を
行
う
た
め
の
諸
条
件
の
整
備
そ
の
他
の
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
教
育
、

 

学
術
及
び
文
化
の
振
興
を
図
る
た
め
重
点
的
に
講
ず
べ
き
施
策

 

   
   

   
（
例
）
耐
震
化
の
推
進
、
教
職
員
の
定
数
の
改
善
、
福
祉
部
局
と
連
携
し
た
総
合
的
な
放
課
後
対
策

等
 

③
児
童
、
生
徒
等
の
生
命
又
は
身
体
に
現
に
被
害
が
生
じ
、
又
は
ま
さ
に
被
害
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
場
合
等
の
緊
急
の
場
合
に
講
ず
べ
き
措
置

   

（
例
）
い
じ
め
等
に
よ
る
自
殺
へ
の
対
応
策
、
災
害
に
よ
る
校
舎
の
倒
壊
へ
の
対
応
策

等
 

○
 首
長
と
教
育
委
員
会
は
、
会
議
で
策
定
し
た
方
針
の
下
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
所
管
す
る
事
務
を
執
行
。

 

１
．
構
成
メ
ン
バ
ー

首
長

教
育
委
員
会

３
．
会
議
の
運
営
等

２
．
協
議
事
項
等

○
 構
成
員
は
執
行
機
関
で
あ
る
首
長
と
教
育
委
員
会
。
○

 議
題
に
よ
っ
て
は
、
そ
の
必
要
性
に
応
じ
、
有
識
者
の
意
見
を
聴
く
こ
と
が
可
能
。

 

「
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
に
お
い
て
設
置
さ
れ
る
教
育
委
員
会
と
地
方
公
共
団
体
の
長
が

 
協
議
す
る
機
関

 
【
平
成

27
年

4月
か
ら
す
べ
て
の
自
治
体
に
設
置
】
 

文
部
科
学
省
で
は
「
新
教
育
委
員
会
制
度
へ
の
移
行
に
関
す
る
調

査
」
を
実
施
。
第
回
総
合
教
育
会
議
の
内
容
が
、
「
福
祉
部
局
と

連
携
し
た
総
合
的
な
放
課
後
対
策
」
と
答
え
た
自
治
体
は
、
都
道

府
県
・
指
定
都
市
、

市
町
村
。
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総
合
教
育
会
議
の
事
例

1.
構

成
メ

ン
バ
ー

 
市
長
、
教
育
長
、
委
員

 
※

こ
の
ほ
か
、

福
祉
部
局
関
係
者
（
こ
ど
も
未
来
局
長
）

を
は
じ
め
関
係
部
局
長
が

全
会
議
に
出
席

 
2.

協
議

事
項
等

 
千
葉
市
総
合
教
育
会
議
で
は
、

「
放
課
後
の
児
童
の
居
場
所
の
充
実
の
た
め
の
体
制
整
備
」
が
重
要
協
議
事
項
の
ひ
と
つ

 
と
な
っ
て
い
る
。

 
      
今
年
度
策
定
す
る
大
綱
に
つ
い
て
、
７
つ
の
論
点
を
定
め
、
そ
の
う
ち
の

２
点
が
放
課
後
児
童
対
策
に
関
係
す
る
論
点

と
 

な
っ
て
い
る
。

 
         

3.
千

葉
市

総
合
教
育
会
議
の
開
催
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
予
定
）

 
平
成

27
年

4月
：
第

1回
会
議
開

催
／
平

成
27

年
10

～
12

月
：

第
2回

会
議

開
催
／

平
成

28
年

3月
：
第

3回
会
議
開

催
・
大

綱
策
定

 
 

4.
福

祉
部

局
関
係
者
出
席
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト

 
総
合
教
育
会
議
に
出
席
す
る
こ
と
で
、
議
論
の
詳
細
を
共
有
で
き
、
事
業
化
の
促
進
に
つ
な
が
る

 

千
葉

市

 平
成

27
年

度
に

協
議

・
調
整

を
進
め

る
事
項

（
3項

目
）

 
①

放
課

後
の

児
童

の
居
場

所
の
充
実

の
た

め
の
体

制
整
備

→
「

子
ど

も
ル
ー

ム
（
放

課
後

児
童
健
全

育
成
事

業
）

」
、
「

放
課
後
子

ど
も
教

室
」
の

連
携

・
一
体

的
な
実

施
の
検
討

等
②

地
域

経
済

・
地

域
産

業
を

支
え
る
人
材
の
育
成
・
確
保

 
③

本
市

ア
イ

デ
ン

テ
ィ

テ
ィ

醸
成
に
つ
な
が
る
郷
土
教
育
等
の
推
進

 

 大
綱

策
定
に
当
た
っ
て
の
論
点
（
抜
粋
）

 
•

放
課
後
児
童
対
策
を
含
む
、
子
ど
も
た
ち
の
居
場
所
づ
く
り
と
そ
の
充
実

 
子

ど
も

ル
ー

ム
や

放
課

後
子
ど
も
教
室
、
新
た
に
実
施
す
る
放
課
後
学
習
支
援

、
さ

ら
に
は

公
民
館

や
こ
ど

も
カ
フ

ェ
等
、

様
々

な
ニ

ー
ズ

、
場

面
に

対
応
し
た
「
総
合
的
な
放
課
後
児
童
対
策
」
の
検
討
・

実
施

 
•

学
校
施
設
や
公
民
館
等
、
都
市
の
既
存
ス
ト
ッ
ク
の
有
効
活
用
の
推
進

  
学
校
の
「
空
き
教
室
」
等
の
、
「
総
合
的
な
放
課
後
児
童
対
策
」
で
の
利
用
な
ど
、
さ
ら
な
る
活
用
の
推
進

、
及
び
現
在

 
の

時
代

状
況

に
即

し
た

公
民
館
の
活
用
方
策
の
検
討
･
実
施
（
管
理
運
営
形
態

の
在

り
方
の

検
討
を

含
む
。

）
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余
裕
教
室
活
用
状
況
の
見
直
し
に
つ
い
て

 
 公
立
小
中
学
校
の
余
裕
教
室
⇒

９
９
．
３
％
が
活
用
済
み

 （
平
成

25
年

5月
1日

現
在
）
 

 活
用
の
現
状

 

  ・
平
成
２
６
年
６
月
２
４
日

「
日
本
再
興
戦
略
」
改
訂
２
０
１
４
・
骨
太
の
方
針

 
・
平
成
２
５
年
６
月
２
５
日

「
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進
に
関
す
る
政
策
評
価
」
の
結
果
に

 
基
づ
く
勧
告

 
 余
裕
教
室
を
と
り
ま
く
動
向
（
放
課
後
対
策
関
連
）
 

活
用
済
み
の
余
裕
教
室
に
つ
い
て
、
有
効
性
の
観
点
か
ら
見
直
し

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
・
放
課
後
子
供
教
室
へ
の
用
途
変
更
を
積
極
的
に
検
討
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○
包
括
承
認
事
項
（
報
告
事
項
）
の
拡
大
（
簡
素
化
）

（
平
成
２
０
年
６
月
１
８
日
付
文
教
施
設
企
画
部
長
通
知
）
 

運
用
通
知
の
改
正
に
よ
る
手
続
の
大
幅
な
簡
素
化
・
弾
力
化

 

○
国
庫
納
付
金
不
要
事
項
の
拡
大
（
弾
力
化
）
  

  補
助
後

年
以
上
経
過
し
て
い
れ
ば
、
国
庫
納
付
不
要

財
産
処
分
手
続
に
つ
い
て

 

本
来
、
公
立
学
校
の
施
設
整
備
の
た
め
に
交
付
さ
れ
た
補
助
金

 
処
分
制
限
期
間
内
に
補
助
目
的
外
に
転
用
す
る
場
合
・
・
・
 

原
則
と
し
て

 
補
助
金
相
当
額
の
国
庫
納
付
が
必
要
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  ・
国
庫
納
付
不
要

・
報
告
書
の
提
出
に
よ
り
手
続
完
了

余
裕
教
室
を
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
等
に
転
用
す
る
際
の
手
続

 
（
＝
無
償
の
財
産
処
分
に
該
当
す
る
場
合
）
 

①
国
庫
補
助
事
業
完
了
後
１
０
年
以
上
経
過

 

○
耐
震
補
強
・
大
規
模
改
造
事
業
（
石
綿
及
び
Ｐ
Ｃ
Ｂ
対
策
工
事
に
限
る
）
 を
実
施
し
た
建
物
等
の
財
産
処
分

 
ま
た
は

 
○
大
規
模
改
造
事
業
（
上
記
以
外
）
で
、
国
庫
補
助
事
業
完
了
後
１
０
年
以
上
経
過
し
た
建
物
等
と
併
行
し
て

 
 や
む
を
得
ず
に
行
う
財
産
処
分

 
 

  ・
国
庫
納
付
不
要

・
承
認
申
請
書
を
提
出
し
、
承
認
書
を
受
領
す
る
こ
と
で
手
続
完
了

○
上
記
以
外

・
国
庫
納
付
が
必
要

・
承
認
申
請
書
を
提
出
し
、
承
認
書
を
受
領
す
る
こ
と
で
手
続
完
了

 

②
国
庫
補
助
事
業
完
了
後
１
０
年
未
経
過

 

※
放
課
後
や
休
日
等
を
利
用
し
、
学
校
教
育
に
支
障
を
及
ぼ
さ
な
い
範
囲
に
お
い
て
、
一
時
的
に
学

校
教
育
以
外
の
用
に
供
す
る
な
ど
の
場
合
に
は
、
財
産
処
分
に
は
該
当
せ
ず
、
手
続
不
要
。
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学
校
施
設
の
一
時
的
な
使
用
の
促
進

 

 

・
本
来
の
目
的
で
あ
る
学
校
教
育
の
た
め
に
そ
の
部
屋
を
使
用
し
つ
つ
、
そ
の

 
  目
的
を
妨
げ
な
い
範
囲
で
目
的
外
に
使
用
す
る
こ
と

 

「
一
時
的
な
使
用
」
と
は
何
か

 

 ①
平
日
の
日
中
は
、
ラ
ン
チ
ル
ー
ム
・
家
庭
科
室
な
ど
に
使
用
し
て
い
る
教
室
に
お
い
て
、

休
日
や
放
課
後
の
空
い
た
時
間
を
利
用
し
て
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
・
放
課
後
子
供
教

室
を
実
施
す
る
場
合

②
毎
日
で
は
な
い
が
、
学
校
教
育
の
目
的
で
使
用
し
て
お
り
、
そ
の
他
の
空
い
て
い
る
日

や
時
間
帯
に
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
・
放
課
後
子
供
教
室
と
し
て
使
用
し
て
い
る
場
合
。

「
一
時
的
な
使
用
」
の
例

 

す
で
に
何
ら
か
の
活
用
が
図
ら
れ
て
い
る
余
裕
教
室
の
活
用
状
況
の
見
直
し
に
加
え
、

学
校
教
育
用
に
現
在
使
用
さ
れ
て
い
る
部
屋
に
つ
い
て
も
、
上
記
の

「
一
時
的
な
使
用
」
と
し
て
の
活
用
を
積
極
的
に
進
め
て
く
だ
さ
い
。
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